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定義一覧 

この調査報告書（以下「本報告書」という。）で用いる主な用語の定義（意味）は下表の

とおりである。 

関係者の役職又は所属先は、原則として、下表の定義に記載の時点のものである。また、

本報告書に記載する法令及び規程等に関して、時点の記載がないものは、原則として現行の

法令及び規程等を意味するが、一部、調査対象事象（下記第 1 の 2 で定義する。）当時の法

令及び規程等が含まれている場合がある。 

なお、下記第 1 の 9（1）のとおり、中部電力の一部の役職員については、アルファベッ

ト表記による匿名化措置を施している1。これに加えて、調査報告書（開示版） （下記第 1 の

9（1）で定義する。）では、下記第 1 の 10 のとおり、中部電力の一部の役職員の氏名及び

委託先の名称について、文脈に応じた文言の抽象化による匿名化措置も施している。 

 

定義語・用語 定義 

本委員会 特別調査委員会 

本調査 本委員会による調査 

PwC PwC リスクアドバイザリー合同会社 

中部電力 中部電力株式会社 

PG 中部電力パワーグリッド株式会社 

MZ 中部電力ミライズ株式会社 

浜岡原子力発電所 中部電力浜岡原子力発電所 

NRA 原子力規制委員会 

規制庁 原子力規制庁 

保安院 原子力安全・保安院 

適合性審査会合 原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

東北地方太平洋沖地震 2011 年 3 月 11 日に発生した、平成 23 年（2011 年）東北地方

太平洋沖地震 

福島第一原子力発電所

事故 

東北地方太平洋沖地震に伴い東京電力株式会社（当時）の福島

第一原子力発電所で発生した事故 

第 1 回ヘルプライン通

報 

中部電力の適合性審査会合への対応に関して、同社内において

2019 年 10 月 7 日付けでなされた内部通報2 

 
1 匿名化措置としてアルファベット表記で記載している固有名詞（A 氏等）について、電子メール等におけ

る引用では、原文に合わせて適宜「A 様」、「A さん」等の表記をしている。 
2 下記第 5 の 2 参照 
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第 2 回ヘルプライン通

報 

中部電力の適合性審査会合への対応に関して、同社内において

2021 年 1 月 4 日付けでなされた内部通報3 

原子炉等規制法 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

A 氏 2018 年 11 月当時の、原子力土建部の責任者 

B 氏 2018 年 9 月当時の、原子力土建部調査計画グループの管理職 

C 氏 2018 年 5 月当時の、原子力土建部調査計画グループの管理職 

勝野氏 代表取締役会⾧（2020 年 4 月 1 日就任。元代表取締役社⾧） 

D 氏 2018 年 6 月当時の、原子力土建部調査計画グループの管理職 

E 氏 2018 年 12 月当時の、原子力土建部調査計画グループの責任者 

F 氏 2018 年 7 月当時の、代表取締役副社⾧ 原子力本部の責任者 

G 氏 2018 年 8 月当時の、原子力部の責任者  

H 氏 2025 年 6 月当時の、原子力土建部調査計画グループの責任者 

I 氏 第 1 回ヘルプライン通報における相談者 

J 氏 2019 年 10 月当時の、法務室の責任者 

K 氏 2019 年 10 月当時の、法務室の管理職 

L 氏 2019 年 10 月当時の、常務執行役員 土木建築室及び原子力本

部の責任者 

M 氏 2019 年 10 月当時の、法務室の管理職 

N 氏 2019 年 10 月当時の、法務室の管理職 

O 氏 2019 年 10 月当時の、浜岡関連訴訟（下記第 2 の 4 （3）ウで定

義する。以下同じ。）の中部電力代理人弁護士 

P 氏 2019 年 10 月当時の、浜岡関連訴訟の中部電力代理人弁護士 

Q 氏 2019 年 10 月当時の、コンプライアンス推進会議の委員を務め

ていた弁護士 

R 氏 2019 年 11 月当時の、代表取締役副社⾧ 

S 氏 第 2 回ヘルプライン通報における相談者 

T 氏 2021 年 1 月当時の、経営管理本部法務グループの管理職 

U 氏 2025 年 5 月当時の、原子力部の責任者 

V 氏 2025 年 11 月当時の、コンプライアンス本部の責任者 

W 氏 2025 年 11 月当時の、コンプライアンス本部コンプライアンス

推進グループの責任者 

X 氏 2025 年 11 月当時の、専務執行役員 コンプライアンス本部の

責任者 

 
3 下記第 5 の 3 参照 
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林氏 代表取締役社⾧（2020 年 4 月 1 日就任） 

Y 氏 2025 年 12 月当時の、副社⾧執行役員 

Z 氏 2021 年 5 月当時の、社外取締役 

AA 氏 2017 年当時の執行役員 グループ経営戦略本部の責任者 

AB 氏 2025 年 5 月当時の、コンプライアンス本部法務グループ及びリ

ーガルリスクマネジメントグループの責任者 
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第1 調査の概要 

 

1 設置に至る経緯 

 

中部電力は、2014 年 2 月 14 日以降浜岡原子力発電所 3 号機及び 4 号機について、NRA

による新規制基準適合性審査4を受けていたところ、2025 年 5 月 15 日、規制庁から、同審

査の前提となる基準地震動の策定5に関して調査6 （以下「本件規制庁照会」という。）を行う

旨の連絡を受けた。中部電力による本件規制庁照会への対応の結果、上記審査に係る地震動

評価における代表波7の選定が、 「審査会合8での当社9による説明内容と異なる方法や意図的

な方法で実施されていた疑いがあること10」（以下「本事案」という。）が確認された。 

中部電力は、本事案が上記審査に重大な影響を及ぼすおそれがあるとともに、同社の原子

力事業に対するステークホルダーからの信頼を失墜させ、同事業の根幹を揺るがしかねな

いものであるとして、2026 年 1 月 5 日、本事案について透明性・公正性を確保して事実関

係及び原因の調査、再発防止策の検討等を行うため、中部電力から独立した外部専門家のみ

で構成される委員会を設置することを取締役会で決議した11。 

 

2 目的及び委嘱事項 

 

本委員会は、上記 1 の取締役会決議に基づき設置されたものであり、本事案及び本事案

の発覚から本委員会の設置に至る中部電力の対応 （以下「調査対象事象」という。）に関し、

本調査として、下記①乃至④のために必要な事実関係の調査、事実認定、評価等を行い、そ

 
4 下記第 3 の 1（1）で定義する。以下同じ。 
5 下記第 3 の 4 参照 
6 調査のきっかけに関しては、2026 年 1 月 6 日に規制庁が行った報道機関向けの定例ブリーフィングにお

いて、同庁の担当者から、外部から規制庁に対する情報提供があった旨が公表されている。 
7 下記第 4 の 1（1）ア（ウ）ⅱ参照 
8 下記第 3 の 2（2）ア（イ）参照 
9 中部電力を指す。 
10 2026 年 1 月 5 日付け中部電力プレスリリース（https://www.chuden.co.jp/publicity/press/1217264_32

73.html）から引用した。 
11 なお、中部電力は、本事案の事実関係、経緯、原因等について、2026 年 1 月 5 日、経済産業大臣から電

気事業法第 106 条第 3 項に基づく報告徴収命令を受領し、同月 14 日、NRA から原子炉等規制法第 67 条

第 1 項に基づく報告徴収命令を受領している。2026 年 3 月 31 日、上記各報告徴収命令への対応として、

中部電力は、社内調査を行った上で、当該調査に基づく報告を経済産業大臣及び NRA に対し行っている

（上記社内調査及び各報告を総称して、以下「本報告徴収対応」という。）。また、NRA は、2025 年度第 51

回原子力規制委員会（2026 年 1 月 14 日）において、中部電力に対して原子力規制検査（原子炉等規制法

第 61 条の 2 の 2）を行うことを決定し、中部電力は同検査への対応（以下「本規制検査対応」という。）

を行っている。 
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の結果を中部電力の取締役会に対し報告することを目的とする。 

 

① 調査対象事象に関する事実認定 

② 調査対象事象の発生原因の分析 

③ 上記①及び②を踏まえた再発防止に向けた改善策の提言 

④ その他、調査対象事象に関連する事項として、中部電力と本委員会が別途個別に書面

により合意した事項 

 

なお、本委員会の目的には、関係者の法的責任の追及、懲戒処分を含めた中部電力の役職

員に対する処分の要否、刑事罰等の構成要件該当性等の検討は含まれず、また、中部電力が

調査対象事象又は他の事象に関して行っている対応及び今後行う対応（調査対象事象自体を

踏まえた関係者、関係法人又は関係団体に対する措置、関係省庁及び関係自治体等への対応

並びに対外公表及び記者会見等の対応を含むが、これらに限られない。）についての助言及

び支援は、別途中部電力及び本委員会による合意のない限り含まれない。 

また、本調査を進める中で、代表波の選定過程そのものではないが、中部電力が、下記第

4 の 2（1）アの各方法のいずれかと同様又は類似の方法により選定された計算結果を基に

地震動評価の計算条件等に関する分析等を行っていた事例が複数確認された12。この点に関

して、本委員会は、中部電力との間で、本報告書において検証すべき調査対象事象とはしな

いことを含め、以下のとおり対応することで合意した。 

 

 これらの事例は、代表波の選定過程に直接関連するものではないため、本報告書の提

出を優先し、調査対象事象とはしないこと 

 他方で、本報告書の内容を踏まえた中部電力による具体的な再発防止策の実行に当

たっては、調査対象事象とは直接の関連のない事実も含めて検討を行う必要がある

ことから、下記第 7 のとおり、本委員会によるモニタリング13の下、中部電力が、こ

れらの事例に関する事実確認を行った上で、その結果を前提として、必要に応じて更

に具体的な再発防止策を策定すること 

 

3 委員会の構成及び体制 

 

本委員会の構成は、以下のとおりであり、各委員の略歴は別紙 1 のとおりである。 

 

委員⾧ 高嶋 智光（弁護士） 

 
12 2026 年 9 月 1 日時点で、かかる事例が 10 件確認されている。 
13 なお、当該モニタリングにおいても、本委員会は、中部電力の役職員等に対する処分の要否やその内容

に関する意見や助言は行わない。 



13 

委 員 角谷 直紀（弁護士） 

委 員 森川 久範（弁護士） 

 

上記各委員のいずれも中部電力との間に直接の利害関係を有していない。 

本委員会は、以下の弁護士を選任し、本調査の補助をさせた（当該弁護士を支援するパラ

リーガル等の職員、下記 PwC 所属の専門家等を含めて、以下 「調査補助者」という。）。い

ずれの調査補助者も中部電力との間に直接の利害関係を有していない。 

 

（T&K 法律事務所所属弁護士） 

戸澤晃広、瀬川哲弘、根鈴久志 、増井瑞希、片岡将一、竹原純平、安武慶修、後藤健斗、

篠原美布 

 

（TMI 総合法律事務所所属弁護士） 

前田后穂、鈴木弘記、山口翔平、小林祐太、上村香織、鈴木和貴、⾧島誠、瀨川将平、髙

谷健太 

 

また、本委員会は、PwC に所属する専門家 60 名を調査補助者として選任し、本調査の補

助をさせた。 

さらに、本委員会は、本調査を進めるに当たり、地震動評価の手法を含めた、調査対象事

象に関する事項につき知見を有する以下の有識者（五十音順に記載している。）を、本委員

会のアドバイザーに選任し、学術的・技術的知見に基づく助言を受けた14。 

 

釜江 克宏（京都大学名誉教授、同大学複合原子力科学研究所特任教授） 

小林 勝（TMI 総合法律事務所参与、元原子力規制庁⾧官官房耐震等規制総括官） 

久田 嘉章（工学院大学建築学部まちづくり学科教授） 

藤原 広行（国立研究開発法人防災科学技術研究所研究主監） 

 

4 本委員会の運営等 

 

本委員会は、日本弁護士連合会の「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン15 」

の趣旨を十分に踏まえ、本調査の方針及び内容に関する本委員会の独立した判断が阻害さ

れることなく、円滑かつ的確に本調査を実施するため、本委員会の体制等について、2025 年

 
14 学術的又は技術的な内容を含め、本報告書の内容について、これらのアドバイザーが法的又は道義的な

責任を受忍したことを意味するものではない。 
15 日本弁護士連合会が 2010 年 7 月 15 日付けで作成及び公表し、同年 12 月 17 日付けで改訂したもので

ある。 
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12 月 26 日以降中部電力と協議を行った。そして、本委員会は、本委員会が設置された 2026

年 1 月 5 日までに、専門的又は技術的な事項に対する正確な認定、中部電力の社内で行わ

れている調査の内容や認定事実等の確認、ステークホルダーへの適時の説明を含む中部電

力の対応における機動性の確保の観点から、上記ガイドラインに全面的には準拠しないも

ののこれを尊重する形で、以下の条件の下、本調査を進めることにつき中部電力と合意し、

本調査を行った。 

 

① 本委員会は、関係者に対するヒアリング、関係資料の収集を含めた本調査を、本委員

会が決定した方法により行うこと 

② 本委員会は、調査補助者を自らの判断で選任又は増員すること 

③ 中部電力は、本調査において、本委員会の活動に全面的に協力し、自ら又は役職員が

保有する情報及び資料並びに役職員に対する本委員会のアクセスを確保するととも

に、役職員に対し本委員会への優先的な協力を各役職員の業務として命令すること 

④ 本委員会は、本報告書の作成に当たり、自由心証により事実認定等を行うこと 

⑤ 本報告書の起案権は本委員会に専属すること 

⑥ 中部電力は、本委員会が作成する本報告書の案について、その全部又は一部を完成前

に開示するよう本委員会に請求することはできないこと16 

⑦ 本委員会は、本調査の過程で本委員会が収集した情報、資料等についての処分権を専

有し、当該情報、資料等を、本委員会以外の者（中部電力又はその役職員を含む。）

に開示しないことができること17 

⑧ 本委員会が中部電力の役職員に対するヒアリングを行うに当たり、中部電力として、

ヒアリング対象者が自由意思に基づき回答や発言をしたとしても、そのような（場合

によっては同社の不利益となるような）回答や発言をしたこと自体をもって不利益

処分を行うものではないこと18 

 

5 調査委員会事務局との関係 

 

本委員会は、本調査の円滑かつ効率的な実施のため、中部電力に対し、本調査に関係する

資料及びデータの収集・整理並びにヒアリング対象者との連絡・日程調整その他の事務を行

 
16 ただし、本委員会は、中部電力に対し、誤謬の有無等の確認のために「調査委員会事務局」（下記 5 参

照）等の限定した範囲での確認を求めることができ、その場合、中部電力は、速やかに当該限定した範囲

で確認を行うこと 
17 本調査の過程で本委員会が収集した情報、資料等（ヒアリングにおける聴取結果を含む。）が本委員会以

外の者 （中部電力又はその役職員を含む。）に開示された場合、関係者による資料開示やヒアリング等への

協力が消極的となるなどの影響が生じ得ることから、中部電力との合意事項とした。 
18 ただし、過去に行われた行為又は生じた事実についてまで中部電力から免責される趣旨ではない。 
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うことを目的とする事務局の設置を要請し、中部電力は、これを受けて、2026 年 1 月 5 日

までに、同社の役職員 8 名19により構成される「調査委員会事務局」を設置した。 

本委員会は、中部電力に対し、本委員会の了解のない限り、調査委員会事務局が本調査の

過程で知ることとなった調査状況等に係る情報を他の中部電力の役職員を含む第三者に開

示しないことを要請し、中部電力及び調査委員会事務局の各構成員はこれに同意した。 

また、本委員会は、ヒアリング対象者に対し、当該ヒアリングの内容を他の中部電力の役

職員を含む第三者に開示しないことを要請し、各ヒアリング対象者はいずれも当該要請に

同意した。なお、本報告書の提出時点で、中部電力が調査委員会事務局及びヒアリング対象

者に対し当該情報（ヒアリングの内容を含む。）を開示するよう求めたことはない旨、中部

電力による確認を得た。 

本調査の実施及び本報告書の作成に関して、調査委員会事務局を含む中部電力の役職員

は、本委員会の独立性を一貫して尊重して本調査に全面的に協力し、本調査を直接妨げるよ

うな行為は認められなかった。 

なお、本調査の状況及び本委員会が中部電力に対し確認を求めた事実関係等に関する照

会事項の一部が、中部電力において、その業務命令によって制限された情報共有の範囲を超

えて共有された事実及びその中で一部の情報について、中部電力の過去の経営層の一部に報

告されていた可能性が確認された（以下「本件情報共有事例」という。）。 

この点に関して、本委員会は、中部電力に対し厳重に抗議し、即座の是正措置を求めた。

また、本件情報共有事例に関して、デジタル・フォレンジック調査20 を含む調査を行った。 

結果として、かかる情報の共有は、いずれも過去の事実関係や専門的又は技術的な事項の

確認等のために行われたものと認められ、調査対象事象に関する事実の隠ぺい又は歪曲の

ために行われた事実は認められなかった。 

したがって、本委員会として、当該情報の共有は、本調査及び本報告書の内容に影響を与

えるものではないと判断した。 

また、本報告徴収対応、本規制検査対応及び中部電力による再発防止策の検討のため、中

部電力は、関係役職員に対するヒアリングや社内外からの関係資料の収集を含む社内調査

を、本委員会による本調査と並行して行ったが、かかる社内調査は、本調査に支障を生じさ

せるものではなかった。 

 

6 調査の期間 

 

本調査を実施した期間は、2026 年 1 月 5 日から同年 9 月 11 日までである。 

 

 
19 その後、2026 年 1 月 9 日に 4 名増員し、同年 3 月 17 日に 2 名増員し、同月 31 日に 1 名減員し、同年

4 月 1 日に 1 名増員し、合計 14 名となった。 
20 下記 7（3）参照 
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7 調査の方法・範囲 

 

本委員会は、以下のとおり、各種関係資料等を検討・分析するとともに、関係者へのヒア

リング等を行った。 

 

(1) 関係資料の精査 

  

本委員会は、中部電力が本調査に先行して実施した社内調査、また、本報告徴収対応及び

本規制検査対応に当たり実施した社内調査において収集された資料のほか、中部電力の組

織図、社内規則、業務フロー、ガバナンスに関する資料、各社内会議体等の議事録等、本委

員会が必要であると認めた資料等を幅広く収集し、その内容を精査した。 

当該資料等の収集に当たっては、調査委員会事務局に対し、その提供を随時求め、また並

行して本委員会による質問事項への回答を求めた。 

 

(2) 関係者へのヒアリング及び現地確認・視察 

  

本委員会は、地震動評価業務の概要・手法等に関し、技術的な事項等について説明を受け

るセッションを含め、中部電力や規制庁等の役職員合計 54 名に対し、合計延べ 87 回のヒ

アリング等を実施した。なお、これらには、本委員会が、調査対象事象に関連する中部電力

の部署の現場に赴き、その業務環境等を確認するとともに、浜岡原子力発電所の視察を行っ

たことも含まれる。 

 

(3) デジタル・フォレンジック調査 

  

本委員会は、調査対象事象及び本件情報共有事例の関係者として中部電力の役職員合計

28 名 （退任者及び退職者を含む。）を選定し、同社の電子メールサーバー等に保管されてい

た当該役職員の電子メール及びチャットデータ（電子メール等に添付されていた資料を含

み、以下「電子メールデータ等」という。）を保全した上で21,22、電子メールデータ等につい

て、重複の排除を含むデータの処理（プロセッシング）、キーワード・アドレス検索等を行

い、合計 10 万 9,773 件に絞り込んだ。その後、PwC のレビューアーが一次レビューとし

て、事前に設定した抽出基準等に沿って上記 10 万 9,773 件のドキュメント及びそれらに付

 
21 ただし、本調査の期間との関係上、対象者によっては一部の重要な期間の電子メールデータ等に限定し

てデジタル・フォレンジック調査を実施した。また、保全することができたデータの範囲に一定の制約が

あったことは、下記 9（2）②のとおりである。 
22 上記 28 名のほかにも、調査対象事象及び本件情報共有事例との関わりの程度等に鑑み、中部電力の役職

員 13 名について、電子メールデータ等の保全のみ行った（抽出及びレビューは行わなかった。）。 
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随する電子メールや添付ファイル等を閲覧し、「Hot」、「Relevant」、「Information」等とタ

グ付けする方法により重要度及び関連度に応じた抽出を行った。 

また、中部電力の原子力土建部にて保管されていたハードディスクに保存されていた電

子ファイルについても上記と同様の絞り込みを行い、302 件について、上記と同様の抽出を

行った。 

その結果抽出された合計 6,296 件（「Hot」369 件、「Relevant」5,647 件、「Information」

280 件）のデータを本委員会がレビューし、本調査における参考資料及び事実認定の基礎資

料とした。 

 

(4) アンケート調査 

  

本委員会は、2026 年 2 月 16 日から同月 27 日までを回答期間として、本事案に関し何ら

かの情報を知り得る立場にあったと思料される下記①及び②の者合計 4,221 名を対象に、

本事案及びその対応に係る事項等23 に関するアンケート調査を実施した。その際、「回答者

の氏名及び連絡先については本委員会限りとする」旨、「アンケートフォームにご記載いた

だいた内容につき、中部電力によるモニタリングは行わない」旨及び「アンケートの回答内

容が中部電力の不利益となるような場合であっても、当該回答をしたことのみをもって不利

益処分を行うものではない旨、同社より確認を得ている」旨を周知した。 

 

① 2026 年 2 月 1 日時点において、中部電力に在籍 （在籍出向を含む。）する全役職員24 

② 2026 年 2 月 1 日時点において、PG 又は MZ に在籍 （在籍出向を含む。）する役職員

（派遣社員を除く。）のうち、以下の条件のいずれかに該当する者25 

 2008 年以降、中部電力の原子力本部又はコンプライアンス本部（組織改正前の

当該部門を含む。）に在籍したことのある者 

 2008 年以降、中部電力の取締役又は執行役員であった者 

 

上記アンケート調査の結果、上記期間中に合計 3,796 件 （回答率 89.9％26）の回答を得た

上で、本委員会は、その内容を精査した27。 

 
23 本事案に加え、浜岡原子力発電所 3 号機及び 4 号機の新規制基準適合性審査に関連して不適切と考え得

る行為の有無等に関する設問も設定した。 
24 取締役、執行役員、嘱託、シニア社員、社員、スペシャリスト社員、一般嘱託員、料金嘱託員、産業保

健専門員、シニア・スタッフ、アシスト・スタッフ、派遣社員。休職者は除く。 
25 休職者は除く。 
26 当該 3,796 件のうち重複回答と考えられる回答 16 件を除外した 3,780 件を回答数とした場合の回答率

は 89.6％である。 
27 回答内容の一部については、本委員会として詳細を調査するため、電子メールにより回答者に調査への

協力を打診した。 
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(5) ホットラインの設置 

  

本委員会は、2026 年 2 月 16 日から同年 3 月 2 日までの間、上記 （4）①の者に対し、本

事案及びこれに関連又は類似する事案の有無及び内容についての情報の申告を要請し、か

かる情報を受信するため、本委員会直結のホットライン （専用の電子メールアドレス）を設

置し、これを周知した。その際、「ホットライン申告者の氏名及び連絡先については本委員

会限りとする」旨及び 「ホットラインへの申告内容が中部電力の不利益となるような場合で

あっても、当該申告をしたことのみをもって不利益処分を行うものではない旨、同社より確

認を得ている」旨を周知した。上記ホットラインを通じて、上記期間中に合計 3 名から合計

4 件の申告があり、本委員会は、その内容を精査したが、詳細な調査を行う必要はないと判

断した。 

 

8 委員会の開催状況 

 

本委員会は、本委員会の設置が決定された 2026 年 1 月 5 日から同年 9 月 11 日までの期

間において、合計 36 回開催した。開催された各委員会には、委員及び必要に応じ調査補助

者又はアドバイザーのみが出席し、中部電力の役職員は、調査委員会事務局の構成員を含め

て一切出席していない。 

 

9 調査の前提と限界 

 

(1) 本調査の前提 

  

本調査は、以下を前提とする。 

 

① 本報告書をはじめとする本委員会による本調査の結果は、中部電力の取締役会に対

して提出されるものであり、上記 2 の「目的及び委嘱事項」記載の目的以外のために

用いられることを予定しておらず、別途作成される開示版としての調査報告書 （以下

「調査報告書（開示版）」という。）を除き、本委員会の承諾なく中部電力以外の第三

者（関係省庁、関係自治体等を含む。）に開示されることを予定していないこと28 

② 本委員会は、中部電力からの委嘱の範囲内において中部電力に対し負う責務のほか

には、本報告書に記載される事実認定や法的評価に関するものも含め、何らの責任を

負うものではないこと 

 
28 本報告書の開示・公表に当たっての措置については下記 10 参照 
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③ 仮に、中部電力の負う義務又は関係省庁等の要請により、本報告書が中部電力以外の

第三者に開示されるような事態が生じた場合であっても、本委員会は当該開示に同

意しておらず、また、中部電力が本委員会に明示した共有範囲以外の者に対し、現在

も将来においても共有されないことを中部電力と確認した上で、本報告書を作成し

提出していること 

④ 本調査は、個人及び特定の法人の責任追及を目的としたものではなく、また、本事案

等に関する情報提供を行った者29について、身元の特定等による不利益が生じること

は、本調査の意図するところではなく、この点について中部電力は同意していること
30 

⑤ 上記の各点を含む理由から、本報告書において、中部電力の役職員の氏名並びにその

他の事業者及び関係機関の名称及びその役職員の氏名の一部については、アルファ

ベット表記による匿名化措置を施していること31,32 

 

(2) 本調査の限界 

  

本調査及び本報告書には、以下の限界があり、その全ての内容はこれらの留保の対象とな

る。 

 

① 本調査は、強制権限のない任意の調査であり、かつ、限られた期間、人的体制等の下

で実施されたものであって、関係者のヒアリング及び資料等の収集は、中部電力及び

その役職員等の任意の協力を得ることができた範囲に限り実施されたものであり、

その意味で、本報告書の内容は、中部電力への提出時点で本委員会が把握し得た事実

に限られ、今後、その内容や評価に変更が生じる可能性がある33,34。 

 
29 下記第 5 の 2 及び第 5 の 3 のとおり、中部電力において、本事案を含む中部電力の地震動評価の適切性

に関する事項について、複数回のヘルプライン通報（内部通報）があった。 
30 これに関し、本委員会は、中部電力に対し、情報提供を行った者を直接的又は間接的に特定又は推認さ

せる情報を第三者に対し開示又は漏えい等しないこと並びにかかる開示及び漏えい等を防ぐために必要な

措置をとることを要請し、中部電力はこれに同意した。 
31 固有名詞における非開示措置としてのアルファベット表記は機械的なものであり、大文字や小文字を含

めて何らかの意図があるものではない。 
32 ただし、NRA、規制庁等の関係当局の組織名及び中部電力の社⾧に就任したことのある者の個人名は除

く。 
33 中部電力の会⾧である勝野氏に対するヒアリングを実施したところ、勝野氏は同ヒアリングにおいて、

外部弁護士からヒアリングへの対応について事前にアドバイスを受けた旨を述べており、本委員会が勝野

氏の認識を正確に聴取することができたかについては疑義がある。 
34 ヒアリング対象者の状況に鑑み、本委員会として本来想定していた方式・内容でのヒアリングを行えな

かったケースもあった。 
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例えば、上記 7（4）のアンケート調査における回答者の一部に、回答内容の詳細に

ついてヒアリングを行いたい旨を打診したところ、辞退したい旨の返信があったこ

と等により、ヒアリングを実施できなかったケースがあった。また、規制庁の職員の

一部についても、本委員会による打診に対し、当該職員らからヒアリングに応じない

旨の返答があり、ヒアリングを実施できなかったケースがあった35。 

② 本委員会がアクセスできなかった資料又は事実の中に重要なものが存在し、それが

本報告書に反映されておらず、その結果、本報告書における事実認定や評価に今後変

更が生じる可能性がある。 

例えば、上記 7（3）のデジタル・フォレンジック調査に関しては、同調査の対象者

の電子メールにおいて、中部電力の電子メールシステム上の理由で削除36され、保全

及び復元が不可能であったものがあるため、存在及び内容を把握できなかった電子

メールがあった。 

また、本調査では、特に専門的な事項について、当時の中部電力の関係者間において

口頭でやりとりされた内容も多く、これらの者による相談や判断に関して残されて

いた電子メール等の客観資料が少ない又は存在しない事項も多くあった37。 

 

10 調査報告書の開示・公表に当たっての措置 

 

本委員会は、中部電力の要望を受け、中部電力が本報告書を第三者に開示又は公表する目

的で用いるために、調査報告書（開示版）の作成を行った。 

調査報告書（開示版）は、中部電力の判断により、本事案が発覚する端緒となった情報提

供又はなり得た情報提供の取扱いに関する配慮、調査対象事象の関係者への影響の抑止、個

人のプライバシーの保護等を目的として、本報告書の一部の記述の省略等の非開示措置38が

施されたものであり、本委員会としては、当該非開示措置が上記目的を超えて過度に又は恣

意的に行われていないかの確認のみを行っている。 

 
35 その他の職員に対するヒアリングは実施した。 
36 中部電力が電子メールシステムを更新した 2017 年 5 月より前の期間に送受信された電子メールは、当

該更新に伴い削除されており、デジタル・フォレンジック調査を開始した時点において、原則として残存

していなかった。また、中部電力を退任又は退職した役職員については、同社の電子メールシステム上、退

任又は退職から 90 日を経過すると電子メールデータが削除されるため、かかる役職員の一部について、本

委員会がデジタル・フォレンジック調査の対象としたものの、電子メールの保全を行うことができなかっ

た場合が複数あった。 
37 専門的で高度な内容であるため口頭で相談等した方が簡便であり、また、執務スペースの環境が、従業

員の座席の間に仕切り等がなく口頭で相談しやすいものであったと考えられる（本調査においては、現在

のものではあるが、中部電力の執務スペースの視察も行った。）。 
38 中部電力の役職員の一部の氏名及び委託先の名称については、文脈に応じた文言の抽象化による匿名化

措置を行っている。 
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調査報告書（開示版）における当該非開示措置を講じない部分、すなわち本報告書の記載

のまま開示する部分の範囲は、中部電力の責任において判断しており、かかる開示部分につ

いて必要となる第三者からの承諾の取得の要否の判断及び必要な場合の取得等の対応も、

中部電力が行った。 

本委員会は、調査報告書（開示版）について、当該非開示措置等によって上記目的が達せ

られていることや第三者の権利との関係で問題がないことを保証するものではない。 
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第2 中部電力の概要、組織、原子力事業等 

 

1 概要 

 

中部電力の会社概要（2026 年 3 月末時点）は、下表39のとおりである。 

 
会社名 中部電力株式会社 

本店所在地 名古屋市東区東新町 1 番地 

代表者 代表取締役社⾧ 社⾧執行役員 林 欣吾 

設立 1951 年 5 月 1 日 

事業概要 
再生可能エネルギー事業、原子力事業、海外事業、コミュニティサポートインフラ関連

事業等 

資本金 4,307 億円 

従業員数 3,367 名 

発電設備 

水力：201 か所 548 万 6,000 ㎾ 

原子力：1 か所 361 万 7,000 ㎾ 

風力：2 か所 2 万 9,400 ㎾ 

太陽光：11 か所 2 万 2,800 ㎾ 

バイオマス：1 か所 4 万 9,000 ㎾ 

合計：216 か所 920 万 4,300 ㎾40 

 

中部電力は、完全子会社である PG、MZ 等と共に形成する中部電力グループの持株会社

であり、同グループは、愛知県、三重県、岐阜県、静岡県 （一部）及び⾧野県を主な事業エ

リアとし、電力を中心としたエネルギー事業を主に行っている。 

電気事業は、電気をつくる（発電）、運ぶ（送配電）、売る（小売）事業に大別されるとこ

ろ、中部電力は従前、発電、送配電及び小売等の各事業を自社で行っていたが、2019 年 4

月 1 日、火力発電事業等を株式会社 JERA に承継させるとともに、2020 年 4 月 1 日、電気

事業法改正による送配電事業の法的分離義務41の履行として、一般送配電事業等を PG に承

継させ、また、小売電気事業等の事業拡大等を目的に、同事業等を MZ に承継させた。これ

らの事業再編により、中部電力は持株会社となり、中部電力グループ全体のコーポレート機

能に加え、火力を除く発電事業（水力、原子力等）を担うこととなった。 

 
39 https://www.chuden.co.jp/corporate/company/com_outline/参照 
40 端数処理の関係で合計の値が合わない場合がある。 
41 競争原理の導入による電気料金の抑制等を目的に、発電事業及び小売事業の自由化が進められていた中

で、送配電事業についてもその中立性を確保する（電力会社が送配電において自社を優遇し競争を阻害す

ることを回避する）ことを目的に、同一の事業者が発電・小売事業と送配電事業の両方を営むことが原則

として禁じられた。 
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以上の結果、中部電力は現在、電気事業法上の発電事業者（同法第 2 条第 1 項第 15 号）

に該当する事業者である。 

 

2 組織 

 

(1) 概要 

  

中部電力の組織概要 （2026 年 1 月 1 日時点）は、別紙 2 のとおりである。なお、中部電

力は、1994 年 6 月 29 日から監査役会が設置されていたところ、2024 年 6 月 26 日、監査

等委員会設置会社に移行した。 

コーポレート機能に属する部署として、コンプライアンス本部、経営戦略本部、経営管理

部、グループ経営推進部、総務部、広報部、人事部、調達部、技術開発本部等があるほか、

不動産事業本部、グローバル事業本部、再生可能エネルギーカンパニー、原子力本部等が、

中部電力の各事業を担っている。 

 

(2) 主な会議体 

  

中部電力における全社的な会議体としては、主に以下のものがある（株主総会、取締役会、

監査等委員会及びコンプライアンス推進会議42を除く。）。いずれも浜岡原子力発電所に係る

事項についての審議等を目的に設置されたものではないが、必要に応じ、重要な経営課題と

して同原子力発電所の運転及び投資に係る計画等につき議論していた。 

 

経営戦略会議 
会⾧、社⾧、経営戦略本部⾧等で構成され、中⾧期的な経営に関する方向性等を協

議 

取締役意見交換会 

重要な経営課題について、取締役会等での意思決定に先立ち、全取締役（監査等委

員である取締役を含む。）にてその内容・方針等を審議する非公式の会議体であり、

必要に応じて開催 

経営層ディスカッ

ション 

重要な経営課題について、取締役会等での意思決定に先立ち、役付執行役員等にて

その内容・方針等を審議する非公式の会議体であり、必要に応じて開催 

経営執行会議 

会⾧、社⾧（議⾧）、副社⾧、役付執行役員等で構成され、原則毎週 1 回開催。事

務局は経営戦略本部。取締役会付議事項の事前審議や、それ以外の業務執行上の重

要事項について審議・報告を行う会議体 

リスクマネジメン

ト会議 

社⾧（議⾧）、副社⾧、役付執行役員等で構成される、リスクに関する重要事項の審

議・報告を行う会議体 

 

 
42 下記 3（1）ア（ア）参照 
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3 コンプライアンス推進体制 

 

(1) 概要 

  

ア 組織体制 

   

(ア) コンプライアンス推進会議  

   

2019 年 10 月当時43、中部電力においては、同社グループ全体のコンプライアンスを総合

的かつ確実に推進することを目的に、社⾧を議⾧、社⾧が指名する副社⾧を副議⾧とする

「コンプライアンス推進会議」が設置されていた。同会議では、コンプライアンス推進に関

する方針及び施策の審議、コンプライアンス44に関わる事実解明のための調査を行っており、

審議が完了した重要な事項は、経営執行会議へ報告される体制となっていた。 

その後、コンプライアンス推進会議が取締役会直下の会議体とされたことに伴い、2022

年 4 月以降は、同会議の議⾧は、取締役会が指名する者が務めることとされた。また、2022

年 7 月には、取締役会が指名する CCO45が設置され、CCO がコンプライアンス推進会議の

副議⾧とされた。 

 

(イ) コンプライアンス推進会議事務局 

   

2019 年 10 月当時、中部電力においては、ヘルプラインの運用等の職務46を遂行するため、

コンプライアンス推進会議事務局（以下「ヘルプライン事務局」という。）が設置されてお

り、法務室⾧がヘルプライン事務局⾧として業務を統括していた。ヘルプライン事務局には、

同事務局⾧に加え、同事務局⾧が指名する運用管理責任者及び情報管理者が設置されてお

り、運用管理責任者は、同事務局⾧の指揮の下、同事務局員によるヘルプライン運用実務に

関する指導・管理を行うものとされ、情報管理者は、運用管理責任者の指導の下、ヘルプラ

インへの相談事項に係る情報の漏えい、滅失又は毀損の防止、その他情報の安全管理のため

に必要かつ適切な措置を講じるよう同事務局内の監督に当たるものとされていた。なお、法

務室が経営管理本部の傘下として法務グループとされたことに伴い、2020 年 4 月以降は、

ヘルプライン事務局⾧は経営管理本部法務主管部署の⾧が務めることとされた。 

 
43 本 3 においては、別途記載のない限り、下記第 5 の 2 の第 1 回ヘルプライン通報がなされた 2019 年 10

月当時の状況を中心に記載を行っている。 
44 下記（ウ）のヘルプラインへの通報案件を含む。 
45 チーフ・コンプライアンス・オフィサーを指す。 
46 下記（ウ）参照 
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また、法務室（2020 年 4 月以降は経営管理本部法務グループ及び原子力訟務グループ）

には、経営法務、原子力訴訟対応、コンプライアンスという 3 つの業務領域を担当するチー

ムがそれぞれ存在し、そのうちコンプライアンスを担当するチームに所属するメンバーがヘ

ルプライン事務局を兼務していた。 

 

(ウ) ヘルプライン 

   

中部電力は、違法・不正行為、反倫理的行為等を防止し、コンプライアンスの推進を図る

ため、「ヘルプライン」として、社内相談窓口をヘルプライン事務局内に、社外相談窓口を

外部の法律事務所47内に設置している。ヘルプラインは、役員、従業員、派遣社員、取引先

事業者の役員・労働者及びそれらの退職者等を利用対象としており、ヘルプライン事務局又

は担当弁護士が相談事項に係る受付・対応を行っている。 

 

イ 関連する社内規程 

   

2019 年 10 月当時において、上記アの各事項に関して中部電力で施行されていた社内規

程の概要は、以下のとおりであった48。なお、これらの規程における関連条文については別

紙 3「関連する社内規程」を参照されたい49。 

 

(ア) コンプライアンス推進会議規程 

   

中部電力及び関係会社のコンプライアンスを総合的かつ確実に推進するためのコンプラ

イアンス推進会議の設置について定める規程である。同会議の構成や任務、同会議において

審議完了した重要な事項の経営執行会議への報告ルール等を定めている。 

 

(イ) ヘルプライン規程 

   

違法・不正行為、反倫理的行為等を防止するための相談窓口であるヘルプラインの基本的

事項について定める規程である。社内外の相談窓口の設置や利用対象者、相談可能な事項の

ほか、相談者の不利益取扱いや情報漏えいの禁止といった相談者保護等を定めている。 

 
47 ヘルプライン規程上は「弁護士事務所」と規定されている（下記（2）①において同じ。）。 
48 これらの社内規程は、現在に至るまでに、個別の条文等について適宜改正がなされている。 
49 その他、「コンプライアンス推進規程（共通規程）」が 2022 年 6 月に制定され、同年 7 月 1 日から施行

されている。同規程は、中部電力グループ全体のコンプライアンス推進に関する基本的事項について定め

る規程であり、各役職員の責務のほか、CCO の役割やコンプライアンス推進会議に関する事項等を定めて

いる。 
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(ウ) ヘルプライン運用通則 

   

ヘルプライン制度の厳正な運用・取扱いを目的にヘルプライン規程に関する細目事項を定

める通則である。ヘルプライン事務局の構成や相談の受理・通知等の手順、調査の進め方、

関係者への聴取方法、個人情報の取扱い等の具体的な運用手続を定めている。 

 

(2) ヘルプライン通報時の対応フロー 

  

第 1 回ヘルプライン通報50が行われた 2019 年 10 月当時のヘルプライン規程及びヘルプ

ライン運用通則に基づくヘルプライン通報時の対応フローは、大要以下のとおりであった。

なお、第 2 回ヘルプライン通報51が行われた 2021 年 1 月時点の対応フローも、下記③を除

き、同様であった。 

 

① 相談の受領 

ヘルプライン利用対象者（役員・従業員を含む。）から、社内相談窓口又は社外相談窓口

への相談を受け付ける（ヘルプライン規程第 2 条参照）。なお、社内相談窓口又は社外相談

窓口のいずれに相談するかは、相談者が任意に選択できる（ヘルプライン規程第 5 条第 1

項）。 

 社内相談窓口：ヘルプライン事務局に設置 

 社外相談窓口：法律事務所に設置 

 

② 相談者への通知 

ヘルプライン事務局は、社内相談窓口への相談事項については、当該事項を受領した日か

ら原則として 1 週間以内に、相談者に対し、当該相談事項を受領した事実及び当該相談事項

についての受理又は不受理の別、並びに受理するときは今後の進め方の概要、不受理のとき

はその理由を通知する（ヘルプライン運用通則第 4 条第 1 項）。 

 

③ 相談への対応 

社内相談窓口への相談については、ヘルプライン事務局は、コンプライアンス推進会議に

諮り、社⾧の決定に従い対応策の実施及び相談者への回答を行う（ヘルプライン規程第 7 条

第 1 項本文）。ただし、軽微な事項及び緊急性の高い事項等については、ヘルプライン事務

局で対応することができる（同項ただし書き）。 

 
50 下記第 5 の 2 参照 
51 下記第 5 の 3 参照 
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なお、2021 年 1 月時点のヘルプライン規程においては、重大な事項等についてのみ、事

前にコンプライアンス推進会議に諮り、社⾧の決定に従い対応するとの規定に改正されて

いる52。 

 

④ 調査等の実施 

ヘルプライン事務局は、相談事項に係る調査を行うに当たり、関係する部門、事業場又は

関係者に対し、事実関係及び所見等を照会できる他、必要な協力を求めることができ（ヘル

プライン規程第 7 条第 2 項）、照会等を受けた関係部門等は、所定の期日までに照会事項を

事務局に対し回答するものとし、相談事項に関し最大限協力するものとされている（同条第

3 項）。 

ヘルプライン事務局が上記照会をする場合、依頼先部署の⾧に対し、書面をもって相談事

項及び依頼内容を提示するとともに、当該依頼がヘルプライン規程第 7 条第 2 項に基づく

ものであること、ヘルプライン規程第 12 条及び第 13 条に定める守秘義務が課されること、

並びにこれに違反した場合には懲戒の対象となることが説明される（ヘルプライン運用通

則第 8 条第 1 項第 1 号）。 

ただし、依頼先部署の⾧が当該相談事項に関与している疑いが認められる場合における調

査方法の代替策や留意点（例えば、当該依頼先部署の上位機関やヘルプライン事務局自らが

調査を実施するなど）についての規定は存在しない。 

 

⑤ 社内外への公表 

相談事項のうち、再発防止及びコンプライアンス意識の向上の観点から、全社又は関係部

署に対し水平展開することが望ましいと判断される事項は、コンプライアンス推進会議の

議を経て社⾧の決定をもって周知・公表する（ヘルプライン規程第 9 条）。 

なお、相談事項が、緊急性の高い事項等の場合には、社⾧の判断によりコンプライアンス

推進会議を経ることなく社外に公表することができる（ヘルプライン規程第 10 条）。 

 

⑥ コンプライアンス推進会議への報告 

軽微な事項及び緊急性の高い事項等について、ヘルプライン事務局で対応した場合は、事

後速やかにコンプライアンス推進会議に相談内容、対応結果等について報告し、承認を受け

る（ヘルプライン規程第 7 条第 1 項ただし書き）。 

 

 
52 2020 年 2 月 28 日改正（第 6 次改正）のヘルプライン規程第 7 条第 1 項 
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⑦ 対応後の確認 

ヘルプライン事務局は、相談事項に係る是正策及び再発防止策の実施状況を、適宜その担

当部署又は相談者に確認し、相談者及び調査に協力した者に対しては、不利益扱い等の有無

を確認し、必要な措置を講じる（ヘルプライン運用通則第 11 条）。 

 

(3) ヘルプラインの運用状況 

  

2025 年度末までのヘルプライン相談件数の推移は下図のとおりである53。なお、浜岡原子

力発電所の新規制基準適合性審査における対応や適合性審査会合資料についてのヘルプラ

イン通報は、第 1 回ヘルプライン通報54及び第 2 回ヘルプライン通報55の計 2 件のみであっ

た。 

 

 

 

 
53 2019 年度以前の各年度の相談件数は、中部電力及びグループ会社の従業員等からの相談を集計したもの

であり、2020 年度以降は、中部電力、PG、MZ 及びグループ会社の従業員等からの相談を集計したもので

ある。 
54 下記第 5 の 2 参照 
55 下記第 5 の 3 参照 
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4 中部電力における原子力事業の概要と位置づけ 

 

(1) 原子力事業の概要 

  

中部電力は、遅くとも 1960 年代から原子力事業（事業立上げの準備に係る業務を含む。）

を行っており、1962 年度の電力⾧期計画で初めて同事業の具体的な開発計画を示し、1966

年には原子力推進部を発足させている。それ以降、中部電力は、原子力事業を継続的に運営

しており、現在においても、「S＋3E56」の観点から、エネルギー安全保障に寄与し脱炭素効

果の高い原子力発電を最大限活用することが不可欠である57 との考えの下58,59 、同事業を営

んでいる。 

中部電力の唯一の原子力発電所は、1 号機が 1976 年に営業運転開始した浜岡原子力発電

所であり、これまでに 5 号機まで建設されている。浜岡原子力発電所の概要は、下表のとお

りである。 

 

 
56  「S＋3E」とは、安全確保（Safety）を前提とした、エネルギー安定供給（Energy Security）、経済性（Economic 

Efficiency）、環境への適合（Environment）の同時達成を目指す考え方である。 
57  「中部電力株式会社第 102 期定時株主総会招集ご通知」 （https://www.chuden.co.jp/resource/ir/ir_kabu

nushi/ir_sokai/ir_sokai_102_01.pdf）参照 
58 原子力発電の特⾧としては、発電時に二酸化炭素等の温室効果ガスを排出しないこと、低コストでの電

力の安定供給に寄与すること（燃料投入量に対するエネルギー出力が多く、資源価格の高騰等の影響を受

けにくく、気象条件等による発電量の変動が小さいなど）等があるといわれている （「中部電力グループ会

社案内 2025」https://www.chuden.co.jp/resource/corporate/report/chudencp2025_all.pdf 参照）。 
59 日本政府の定める第 7 次エネルギー基本計画（2025 年 2 月 18 日閣議決定）においても、「今後、再生可

能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用することに

より、エネルギー自給率を向上させる必要があ」るなどと記されている。 
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発電所名 浜岡原子力発電所 

所在地60 静岡県御前崎市佐倉 5561 

敷地 約 160 万㎡ 

電気出力 361 万 7,000 ㎾（3 号機：110 万㎾、4 号機：113 万 7,000 ㎾、5 号機：138 万㎾） 

原子炉型式 沸騰水型（BWR：Boiling Water Reactor） 

各号機の経緯 

号機 着工 営業運転開始 営業運転終了 

1 号機 1971 年 3 月 1 日 1976 年 3 月 17 日 2009 年 1 月 30 日 

2 号機 1974 年 3 月 5 日 1978 年 11 月 29 日 2009 年 1 月 30 日 

3 号機 1982 年 11 月 18 日 1987 年 8 月 28 日 ― 

4 号機 1989 年 2 月 22 日 1993 年 9 月 3 日 ― 

5 号機 1999 年 3 月 19 日 2005 年 1 月 18 日 ― 

 

1 号機及び 2 号機に関しては、2005 年 1 月、中部電力は、浜岡原子力発電所の耐震性に

関連して、自主的に目標地震動約 1,000gal に対応するための工事を実施することとしてい

たところ、両号機については相当な工事費用と工事期間を要し経済性に乏しいと判断し、

2008 年 12 月 22 日、両号機の運転中止を公表の上、2009 年 1 月 30 日、営業運転を終了し

た。現在は両号機の廃止措置を進めており、そのための業務が 2040 年代前半まで続く予定

である。 

3 号機、4 号機及び 5 号機に関しては、福島第一原子力発電所事故を受け、2011 年 5 月 6

日、当時の内閣総理大臣が、中部電力に対し、浜岡原子力発電所の運転停止を要請した。こ

れを受け、中部電力は、2011 年 5 月 9 日、4 号機及び 5 号機の運転停止並びに 3 号機の当

面の運転再開見送り61を表明し、同月 13 日に 4 号機、同月 14 日に 5 号機を停止した。これ

以降現在に至るまで、3 号機、4 号機及び 5 号機は再稼働していない。 

中部電力は、2014 年 2 月 14 日に 4 号機について、2015 年 6 月 16 日に 3 号機について、

それぞれ運転再開に向け設置変更許可申請を行った62,63,64。 

 
60 浜岡原子力発電所は、駿河湾から日向灘沖にかけてのプレート境界を震源域としておおむね 100 年から

150 年間隔で繰り返し発生してきた大規模地震であり今後マグニチュード 8 から 9 クラスの地震が発生す

る可能性があるとされている「南海トラフ地震」の想定震源域内に所在している（https://www.jma.go.jp/

jma/kishou/know/jishin/nteq/index.html、https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_kaiko/k_nankai

/参照）。なお、本委員会として、浜岡原子力発電所の立地が原子力発電所の建設・運転に適しているか否か

の評価を行うものではない。 
61 当時、3 号機は、2010 年 11 月 29 日から行っていた定期検査により、運転を停止していた。 
62 4 号機については、2015 年 1 月 26 日、従前の申請を取り下げた上で、使用済燃料乾式貯蔵施設の設置

のための記載を追加し再申請を行った。 
63 5 号機については、運転を停止した 2011 年 5 月 14 日、主復水器に海水が誤って流入した事象が発生し

たことを受け、具体的な復旧方法の検討と並行して、新規制基準適合性審査の申請に向けた準備を進める

こととなっている。 
64 本事案を受け、NRA は、2026 年 1 月 14 日、浜岡原子力発電所に関する新規制基準適合性に係る設置変

更許可申請の取扱いについて、「現在申請されている新規制基準適合性に係る浜岡原子力発電所３号炉及び
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(2) 原子力事業に関わる部署・会議体及びその担当業務 

  

中部電力における、原子力事業に関わる主な部署及び会議体は以下のとおりである（原則

として、2026 年 1 月における組織体制を前提としている。）。 

 

ア 部署 

   

(ア) 原子力本部 

   

原子力本部は、中部電力における原子力事業の中心を担っており、以下の部署から構成さ

れる。 

 

i 原子力部 

    

原子力部は、原子力本部の事業戦略・方針策定、予算・組織の総括、原子力事業に係る政

策・制度対応のほか、原子力発電設備について、運営・管理方針の策定・総括、改良・修繕

工事の計画・管理の総括、安全技術の総括、炉心・燃料等の管理の総括、廃止措置に関する

業務等を担当している。 

原子力部内の 1 組織として、設備設計グループが、原子力発電所の規制基準に対する安全

性向上対策設備の基本設計（基準地震動65を踏まえた機器・配管等の耐震性評価を含む。）及

び原子炉設置変更許可対応等を担当している。 

 

ii 原子力土建部 

    

原子力土建部は、原子力発電設備等の建設に伴う建物・土木構造物の設計・工事の総括や

改良・修繕工事の計画策定・総括のほか、原子力発電に関わる土木建築に関する技術上の調

査・研究及び技術開発業務の総括等を担当している。 

なお、このような機能は、2011 年 7 月から 2016 年 3 月までは、各種発電所等の土木建

築関係業務を担当する発電本部土木建築部に設置された原子力土建グループが担ってきた

 
４号炉の設置変更許可申請については、審査対象である設置変更許可申請書や申請内容を説明するための

資料に対する信頼性が損なわれていることから、審査を行うことはできないので、審査会合、ヒアリング、

面談等は実施しない」旨を決定した（2026 年 1 月 14 日付け規制庁「中部電力株式会社の不正行為に対す

る今後の対応」（https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100015153?contents=NRA100015153-004-002）参

照）。 
65 下記第 3 の 4 参照 
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ところ、2016 年 4 月の組織改定以降は、浜岡原子力発電所の土木建築設備の安全性向上対

策に重点的に取り組むための体制変更の一環として、土木建築部から独立し原子力本部の

下に設置された原子力土建部が担っている。 

原子力土建部は、以下のグループから構成される。 

 

(i) 調査計画グループ 

    

調査計画グループは、原子力発電に関わる土木建築技術に関する調査・研究・開発業務及

び設備に関する新知見（地震・地震動、津波、地質・地盤）等に対する評価の総括、訴訟対

応等を担当している。このうち浜岡原子力発電所に係る地震動評価業務は、一部業務を外部

に委託して行ってきた66。中部電力の社内では、調査計画グループ内で当該業務を行う担当

者らを、「地震動ライン」又は「地震動チーム」と呼称していた（以下「地震動ライン」と

いう。）。 

 

(ii) 設計管理グループ 

    

設計管理グループは、建物計画の策定、建物・土木構造物の建設計画・設計・工事や改良

工事計画策定の総括、土木建築技術に関する調査・研究及び設備に関する新知見 （建物、土

木構造物）等の評価の総括、原子力品質保証の総括、原子力土建部内の総括業務等を担当し

ている。 

かかる業務の一環として、基準地震動等のハザード関係を含む設置変更許可申請に関する

審査資料の品質チェック（高度に技術的な内容を除く、資料の執筆ルール遵守状況、資料の

精度（誤字脱字、転記ミスの有無、落丁の有無他）等）及び土木建築物の耐震評価・設計業

務を担当している。 

 

iii 原子燃料サイクル部 

    

原子燃料サイクル部は、原子燃料サイクルに関する業務の総括等を担当している。 

 

iv 浜岡原子力発電所 

    

浜岡原子力発電所は、同発電所の運営管理業務の総括等を担当している。 

 

 
66 下記第 4 の 1（3）参照 
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v 浜岡地域事務所 

    

浜岡地域事務所は、浜岡原子力発電所に係る対外的な情報提供、地元行政対応等を担当し

ている。 

 

(イ) 経営監査部 

   

経営監査部は、リスクベース等により選定したテーマの内部監査を行っている。原子力事

業については、「浜岡原子力発電所 原子炉施設保安規定」に基づいた監査を実施しており、

監査対象には基準地震動策定業務に係るプロセスも含まれる。 

 

(ウ) 経営戦略本部 

   

経営戦略本部の経営計画グループは、取締役会及び経営執行会議等の運営に係る事務を担当

し、需給グループは原子力推進会議67の運営に係る事務を担当している。 

 

(エ) コンプライアンス本部 

   

コンプライアンス本部の原子力訟務グループは、浜岡原子力発電所に関連する訴訟対応を

行っている。 

 

イ 会議体 

   

中部電力における、浜岡原子力発電所を含む原子力事業に関連する主な会議体は、下表の

とおりである68 （上記 2 （2）の会議体においても、必要に応じ、原子力事業に関連する事項

につき審議等を行っている。）。 

 

 
67 下記イ参照 
68 特に記載のない限り、2026 年 7 月時点の情報を記載している。 
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原子力推進会議 

会⾧、社⾧（議⾧）、関係本部⾧等で構成され、おおむね 1 か月に一度、浜岡原子

力発電所の再稼働の取組み（審査・工事・地元対応等）に係る戦略・方針を議論す

る会議体 

再稼働戦略会議

（旧 4 部⾧会議・

審査戦略会議） 

原子力本部（議⾧は原子力部⾧）、経営戦略本部、経営管理部、コンプライアンス

本部等で構成され、1 か月に一度、浜岡原子力発電所の再稼働に向けた審査対応、

工事計画に係るモニタリング及びリスク管理を主に議論する会議体。原子力推進会

議に対する実務遂行体制として、上記事項に関し同会議への報告を行い、その意見

を踏まえた議論を更に行う目的で設置された。なお、2023 年 3 月までは 4 部⾧会

議として、2024 年 2 月までは審査戦略会議として、経営戦略本部、原子力部、原

子力土建部、コンプライアンス本部の各部⾧により、主にハード対策、許認可対応

及び訴訟対応等を検討する会議体 

品質保証審議会 

原子力部（委員⾧は原子力部⾧）、原子燃料サイクル部、原子力土建部、浜岡原子

力発電所等により構成され、品質保証活動の推進及び向上を図るため、浜岡原子力

発電所の品質保証活動に関する重要事項を審議する会議体 （委員⾧が必要と認める

ときに開催） 

原子力地域統括会

議 

会⾧、社⾧、原子力本部、経営戦略本部、静岡支店、東京支社等で構成され、地元

理解確保に係るモニタリング・リスク管理及び実施事項の設定・進捗管理等を議論

する会議体 

原子力発電保安審

議会 

原子力部（委員⾧は原子力部⾧）、原子燃料サイクル部、原子力土建部、浜岡原子

力発電所等により構成され、浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定に基づき原子炉

施設の保安に関する基本的な事項を審議及び確認する会議体 （委員⾧が必要と認め

るときに開催） 

原子力コスト検討

会（旧安全対策投

資検討会） 

原子力本部、経営戦略本部、経営管理部、調達部、MZ 等で構成され、原子力コス

トの妥当性検証及び原価低減に向けた取組み等を議論する会議体 

幹部事前レク（事

前説明会） 

経営層の参加する会議体の開催前に必要に応じて実施され、原子力事業との関連で

は、原子力推進会議の開催前等に議題に応じて選定された原子力本部等の担当者と

経営層等との間で、地震動評価や適合性審査会合の進捗等の事前の報告や原子力推

進会議の資料に関する質疑等を行う場 

副本部⾧連絡会議 
2015 年 6 月から 2020 年 3 月までの間に実施していた、1 週間に一度、原子力本部

内の副本部⾧以下で情報共有、各種方針決定を行うための会議体 

部⾧連絡会 
2020 年 4 月以降実施している、原子力土建部内の部⾧以下（原則として課⾧以上）

で情報共有、各種方針決定を行うための会議体 

原子力土建部朝会 毎週月曜日の朝に、各チームからの報告事項、当該週の予定等を共有する会議体 

 

(3) 中部電力における原子力事業 

  

中部電力の原子力事業について、その必要性、運転停止の影響、訴訟対応等に関連するも

のとして、主に以下の事情があるとされている。 
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ア 原子力発電の必要性 

   

中部電力の原子力発電設備、すなわち浜岡原子力発電所における電気出力は、361 万 7,000

㎾であり、これは、同社が火力発電事業を株式会社 JERA に移管する直前の 2018 年度にお

いて、同社の発電設備全体の約 10.8％を占めていた。 

また、電力販売における電源構成に関しては、小売を担当する MZ において、火力発電の

割合は約 63％69（2024 年度）と、発電時に温室効果ガスを排出する火力発電に依存する構

造となっている。 

したがって、中部電力にとって浜岡原子力発電所の再稼働は、脱炭素を進めながら安価な

電力を安定的に供給し、中部電力グループの成⾧を実現するために重要なものと位置づけら

れていた70。 

上記から、中部電力では、対外的な発信であるか社内的な説明であるかを問わず、浜岡原

子力発電所の早期再稼働を目指すことを繰り返し表明していた71。 

 

イ 浜岡原子力発電所の運転停止に伴う業務への影響 

   

浜岡原子力発電所の運転停止は、中部電力の業績に、例えば以下の影響を与えている72 。 

浜岡原子力発電所の運転停止による中部電力の収支影響額は、2025 年度実績の燃料価格

を前提とすると、年間で約 2,400 億円に上る（なお、2026 年 3 月期の同社連結営業利益は、

約 2,300 億円であった。）。また、2011 年 5 月の運転停止以降、浜岡原子力発電所の維持に

要した費用は、累計で約 1 兆 5,000 億円、安全性向上対策工事に要した投資額は、累計で約

2,800 億円に及ぶ。 

 
69 中部電力の 2026 年 3 月期決算発表資料（https://www.chuden.co.jp/ir/ir_siryo/kessan/__icsFiles/afield

file/2026/05/12/2025setsumeikaishiryou_4qua_revised.pdf）参照。なお、残りの約 37％の中には、他の電

力会社等から調達する電気が含まれており、その中にも、具体的な数値は不明であるものの、電源が火力

発電であるものが含まれていると考えられ、全体としては約 63％を相当程度越えていると考えられる。 
70  「中部電力グループ会社案内 2025」11 頁 （https://www.chuden.co.jp/resource/corporate/report/chude

ncp2025_all.pdf）参照 
71 一例として、「中部電力グループレポート 2025」（https://www.chuden.co.jp/resource/csr/csr_report/ch

udengr2025_all.pdf）に「安全確保を大前提に、浜岡原子力発電所の早期再稼働に向けて全力で取り組みま

す」（53 頁）との記載がある。 
72 中部電力は、2011 年の浜岡原子力発電所の運転停止後、（同社業績への影響の全てが同運転停止による

ものとはいえないものの）2012 年 3 月期に連結決算開始後初めて営業赤字となり、営業黒字化したのは

2015 年 3 月期であった。 
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なお、2025 年 6 月 6 日施行 （2023 年 6 月 7 日公布）の関連法令の改正までの間は、原子

力発電所の運転可能期間が原則として 40 年に制限されていた73,74ことから、特に、1987 年

8 月に運転を開始した 3 号機に関しては、浜岡原子力発電所の再稼働に関する許可を早期に

得られなければ、廃止の判断をしなければならない可能性もあった。 

また、中部電力は、浜岡原子力発電所の運転停止の継続等の状況によっては、同社の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響が生じる可能性があるとしていた75。 

 

ウ 浜岡原子力発電所に係る訴訟 

   

浜岡原子力発電所に関しては、事故時には原告らの生命、身体に重大な被害を及ぼす危険

性があるなどとして、人格権に基づき中部電力に対して運転の差止等を求める訴訟76が複数

提起されており（以下、これらの訴訟を総称して「浜岡関連訴訟」という。）、現在も係属中

である。浜岡関連訴訟の概要は、下記（ア）乃至（ウ）のとおりである77。 

中部電力は、2002 年 4 月の浜岡原子力発電所運転差止仮処分の申立て以降、浜岡関連訴

訟に関し、法務部（当時）、原子力部、土木建築部（当時）及び同社の代理人弁護士が参加

する形で、 「地震・耐震 WG」と題した会議体等を設置した。地震・耐震 WG は、当初は地

震、地震動、耐震設計、地盤等に係る論点の検討のために設置されたが、その後、より広く、

訴訟対応方針・戦略の検討、準備書面に係る検討等を主たる議題とするようになり、その名

称も「方針検討 WG」に変更された。 

 

 
73 2025 年 6 月 6 日施行前の旧原子炉等規制法第 43 条の 3 の 32 第 1 項。1 回に限り、20 年を上限に運転

期間を延⾧することができたが、NRA に申請し、原子力規制委員会規則で定める基準への適合についての

NRA の確認及び認可を得ることが必要であった（2025 年 6 月 6 日施行前の旧原子炉等規制法第 43 条の 3

の 32 第 2 項乃至第 5 項）。 
74 2025 年 6 月 6 日施行の関連法令の改正により、運転可能期間については、原子力発電所が東北地方太平

洋沖地震以降に他律的な要素により運転停止していた期間を除いて計算することとする形で、期間制限が

緩和されたが、当該改正以前はこのような期間の計算が認められていなかった。 
75 中部電力の 2025 年度有価証券報告書（https://www.chuden.co.jp/ir/ir_siryo/yukashoken/__icsFiles/afi

eldfile/2026/06/24/102yuho_1.pdf）参照 
76 当該訴訟は、個人の人格的な利益（人格権）のうち、生命、身体等の重大な保護法益が侵害され又は侵

害される具体的な危険がある場合には、この人格権に基づき侵害の排除又は予防のため侵害行為の差止め

を求めることができることは判例上確立しており、浜岡原子力発電所の運転が継続又は再開されるならば、

原子炉の運転に伴って重大事故が発生し、これによって原告らの生命・身体に対する重大な被害を及ぼす

放射線被ばくを受ける具体的な危険性があるなどと主張して、その差止め等を求めるものである。 
77 下記（ウ）に関しては、国も被告として提訴されている。 
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(ア) 浜岡原子力発電所運転差止請求 

   
提訴日 2003 年 7 月 3 日（第 1 次。後に提訴された第 2 次もその後に第 1 次と併合） 

裁判所 静岡地方裁判所 

原告 計 27 名 

請求の趣旨 中部電力は、浜岡原子力発電所 1 号機から 4 号機を運転してはならない 

主な原告主張 

浜岡原子力発電所において、想定を超える東海地震により老朽化した多数の機器が同

時に損傷する可能性が高く、また、安全審査ではその前提で安全性が確認されておら

ず、東海地震時に重大事故に至る可能性があるなど78 

第 1 審判決 2007 年 10 月 26 日請求棄却 

控訴日 2007 年 10 月 26 日 

裁判所 東京高等裁判所 

現在の状況 控訴審係属中 

備考 

本件では、上記本案訴訟提起前の 2002 年 4 月 25 日、浜岡原子力発電所運転差止仮処

分も申し立てられた。2007 年 10 月 26 日、第 1 審で却下され同日即時抗告されたが、

2018 年 2 月 14 日、抗告人全員の取下げにより終了 

 

(イ) 浜岡原子力発電所運転終了・廃止等請求 

   
提訴日 2011 年 7 月 1 日 

裁判所 静岡地方裁判所 

原告 計 31 名 

請求の趣旨 中部電力は、浜岡原子力発電所 3 号機から 5 号機を運転してはならない79 

主な原告主張 

浜岡原子力発電所においては、想定を超える地震・津波が発生する可能性があり、取

水塔や防波壁はこれに耐えられない、敷地内の南北断層は H 断層系に切られていても

活動し得るなど 

現在の状況 第一審係属中 

備考 
本件では、2012 年 12 月 11 日、浜岡原子力発電所 5 号機運転差止仮処分も申し立て

られていたが、2017 年 3 月 1 日、債権者全員の取下げにより終了 

 

 

 
78 https://www.chuden.co.jp/energy/nuclear/hamaoka/hama_about/keii/trial/参照。なお、本委員会として、

原告・被告双方の主張の詳細について認定・評価するものではない。下記 （イ）及び（ウ）に関しても同様

である。 
79 提訴時の請求の趣旨には、浜岡原子力発電所 3 号機から 5 号機の運転終了や、同 1 号機から 5 号機の廃

止措置に係るものが含まれていたが、訴えの一部取下げ等を経て、現在の請求の趣旨となった。 
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(ウ) 浜岡原子力発電所運転永久停止請求 

   

提訴日 
2011 年 5 月 27 日（第 1 次。後に提訴された第 2 次から第 10 次もその後に第 1 次と

併合） 

裁判所 静岡地方裁判所浜松支部 

原告 計 711 名 

請求の趣旨 
中部電力は、浜岡原子力発電所 3 号機から 5 号機を、今後、永久に運転してはならな

い 

主な原告主張 

浜岡原子力発電所は東海地震の震源域の真上に立地し、地震や津波の危険性が極端に

高く、現在の科学技術では災害時に安全性を完全に保つことは不可能であることから、

危険性を根本的に排除する方策は廃炉以外にないなど 

現在の状況 第一審係属中 

備考 

本件では、第 5 次から第 8 次においては、国も被告に加えられている。国に対する請

求の趣旨は、中部電力をして浜岡原子力発電所 3 号機から 5 号機を稼働させてはなら

ないこと、及び、原告らに対して各金 10 万円を支払うこと 
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第3 原子力発電所の設置等に係る制度及び規制等 

 

1 概要 

 

(1) 新規制基準80 

  

原子炉等規制法上、原子力発電所等の設置、変更、運転等を行うに当たっては、NRA に

よるいわゆる新規制基準への適合性を確認する審査（以下「新規制基準適合性審査」という。）

を経て、その許認可を受ける必要があると規定されている（同法第 43 条の 3 の 5 等）。 

新規制基準の主な特徴としては、地震、津波とも基準を強化した上で、既存の原子炉に対

してもバックフィット81させることに加え、仮に、想定を超える事故や自然災害が発生した

場合においても、炉心損傷の防止、格納容器の破損の防止、放射性物質の拡散抑制に係る対

策を要求していることが挙げられる82。 

また、新規制基準は、「深層防護83」を基本とし、共通の要因により複数の安全機能が一斉

に喪失することを防止する観点から、自然現象の想定と対策の水準を以前のものから引き

上げるとともに84、自然現象以外についても、共通の要因による安全機能の喪失を引き起こ

す可能性のある事象（火災等）への対策を強化しているとされている（下図参照）。 

 

 
80 「新規制基準」とは、福島第一原子力発電所事故の反省や国内外からの指摘を踏まえて策定された、原

子炉施設の設計等を審査するための新しい基準をいい（NRA 「新規制基準」（https://www.nra.go.jp/activi

ty/regulation/tekigousei.html 参照）、本報告書においては、法令（法律、規則等）だけでなく NRA が定め

る審査ガイド（下記（2）イ参照）等を含めた総称として使用する。 
81 「バックフィット」とは、法令及び規制基準の改正等により新たな知見を規制に反映し、その新たな規

制を既存の施設にも適用することを指す（https://www.nra.go.jp/data/000412170.pdf 参照）。 
82 https://www.nra.go.jp/activity/regulation/reactor/kisei/sekkei/sekkei2.html 参照 
83 「深層防護」とは、一般に、安全に対する脅威から人を守ることを目的として、ある目標を持った幾つ

かの障壁（防護レベル）を用意し、各々の障壁が独立して有効に機能することを求めるものとされている。 
84 地震・津波の評価の厳格化を含む。 
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NRA「実用発電用原子炉に係る新規制基準について―概要―」7 頁85 

 

(2) 関係法令等 

  

原子力発電所や核燃料施設等の原子力施設に関連する主な法令等は以下のとおりである。 

 

ア 原子力の利用等に関する基本的な法令等 

   

原子力の利用等に関する法令として、原子力利用を推進しつつ、当該利用は平和目的に限

り、安全の確保を旨とすること等を定めた原子力基本法があり、同法の下に原子炉等による

災害防止等に必要な規制を定めた原子炉等規制法や、放射性同位元素の取扱い等について定

めた放射性同位元素等の規制に関する法律が置かれている。また、NRA を環境省の外局と

して設置するための原子力規制委員会設置法や、原子力利用に関する行政の民主的な運営を

図るために原子力委員会を内閣府に設置することを目的とする原子力委員会設置法が制定

されている。 

 
85 https://www.nra.go.jp/data/000070101.pdf 参照 
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加えて、原子炉等規制法に基づく設置（変更）許可86,87 （同法第 43 条の 3 の 5 等）を得る

ために申請者が満たすべき基準（同法第 43 条の 3 の 6）を規定する「原子力規制委員会規

則」（同条第 1 項第 4 号）として、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）が定められている。設置許可

基準規則について、NRA は、設置許可基準規則の内容を具体化し、その適用に関する考え

方を示す内規として、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈（以下「設置許可基準規則解釈」という。）を定めている。 

また、原子炉等規制法、災害対策基本法その他原子力災害の防止に関する法律とあいまっ

て原子力災害に対する対策の強化を図り、もって原子力災害から国民の生命、身体及び財産

を保護することを目的とする原子力災害対策特別措置法が置かれている（同法第 1 条）。 

上記各法令等を整理すると下図のとおりである。 

 

 

 

イ NRA が定める地震動関連の審査ガイド 

   

地震動に関する新規制基準適合性審査のために、下表のものを含む複数の審査ガイドが

定められている。これらは、新規制基準適合性審査に当たる審査官が審査対象事項の妥当性

を厳格に確認するためのものであり、行政法上、「申請により求められた許認可等をするか

 
86 原子炉等規制法第 43 条の 3 の 5 に定める設置許可及び同法第 43 条の 3 の 8 に定める設置変更許可を併

せて、以下「設置（変更）許可」という。 
87 下記 2（2）ア参照 
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どうかをその法令の定めに従って判断するために必要とされる基準」（行政手続法第 2 条第

8 号ロ）としての審査基準には該当しないとされている88。 

下表の中では、基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド（以下「地震動審査ガイド」

という。）が、地震動の評価や基準地震動の策定89に係る審査の手引とされている。 

 

地震動審査ガイド 
基準地震動及び耐震設計方針の妥当性を厳格に確認するための

方法の例を示した手引 

敷地内及び敷地周辺の地質・地質構

造調査に係る審査ガイド 

基準地震動等の策定、地盤の安定性評価等に必要な調査及びその

評価の妥当性を厳格に確認するために活用 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価

に係る審査ガイド 

耐震重要施設90等の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価の妥当性

を厳格に確認するために活用 

耐震設計に係る設工認審査ガイド 耐震設計の妥当性を厳格に確認するために活用 

 

ウ 地震動関連の審査ガイドで引用されている主な法令、規格類 

   

上記イの地震動関連の審査ガイドにおいて引用されている主な法令や規格類は下表のと

おりである。その中でも、地震調査研究推進本部91 （以下「地震本部」という。）が作成した

「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」（以下「レシピ」という。）は、

地震動の評価に当たって事業者や NRA の審査官が考慮すべき資料として、地震動審査ガイ

ドで引用されている92。 

 
建築基準法 耐震設計に係る設工認審査ガイドで引用 

レシピ：地震本部 地震動審査ガイドで引用 

原子力発電所耐震設計技術指針 

（JEAG4601:1987）（これ以降に策

定又は改訂されたものを含め、以下

「JEAG4601」という。）：一般社団

法人日本電気協会 

耐震設計に係る設工認審査ガイドで引用されており、技術評価93

で技術的妥当性を確認（エンドース）済み 

 

 
88 審査ガイドの位置づけ等の詳細は下記 3（2）ア参照 
89 下記 4 参照 
90 下記 3（2）ア参照 
91 「地震調査研究推進本部」とは、文部科学省に設置された、地震防災対策の強化、特に地震による被害

の軽減に資する地震調査研究の推進を基本的な目標として掲げる政府の機関をいう。 
92 下記 3（2）ア参照 
93 「技術評価」とは、民間規格が実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の要求性能

を満たすか等を確認するための評価である。 



43 

2 原子力発電所の設置等に係る審査等の規制 

 

(1) 概要 

  

原子力発電所等の設置、変更、運転等を行うに当たっては、新規制基準適合性審査により

NRA の許認可を受ける必要があり、新規制基準適合性審査においては、原子炉設置（変更）

許可、設計及び工事の計画の認可（以下「設計及び工事計画認可」という。）、保安規定の（変

更）認可（以下「保安規定認可」という。）に関する審査が段階的に実施されている。これ

ら許認可に係る審査では、事業者の申請に対し、記載内容等に関する事実確認を行った上で、

対応する規制基準の項目への適合性を確認することとされている94。 

 

 

原子力発電所の安全に係る法規制体系95 

 

 
94 2018 年 6 月 6 日付け規制庁「審査の透明性向上に向けた対応策について」（https://www.nra.go.jp/data

/000391576.pdf）参照 
95 NRA「原子力発電所に係る法規制体系」（https://www.nra.go.jp/NuclearRegulation/jitsuro_anzen_inde

x.html）を基に作成。なお、図内の「法」は原子炉等規制法を指す。 
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(2) 各手続の流れ 

  

ア 原子炉設置（変更）許可の審査 

   

発電用原子炉を設置しようとする者は、政令で定めるところにより、NRA の許可を受け

なければならず（原子炉等規制法第 43 条の 3 の 5）、また、当該許可を受けた者が、発電用

原子炉及びその附属施設（発電用原子炉施設）の位置、構造及び設備や、発電用原子炉施設

における放射線の管理に関する事項等96を変更しようとするときは、設置変更許可（同法第

43 条の 3 の 8）を受けなければならないと定められている。 

設置（変更）許可の申請から許可に至るまでの主な流れは、下図及び下記 （ア）以降のと

おりである。 

 

 
 

 
96 変更に当たり NRA の許可を受けなければならないとされている事項は、原子炉等規制法第 43 条の 3 の

5 第 2 項第 2 号乃至第 5 号又は第 8 号乃至第 10 号に規定されている。 
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(ア) 申請書の提出 

   

まず、新規制基準適合性審査を実施するに当たり、事業者は、設置（変更）許可申請書等

の各種申請書を規制庁の担当の部門に提出する。なお、申請書の記載内容については、申請

後の審査の内容や結果に応じた明確化等を行うために、必要に応じて補正が行われる場合

がある。 

 

(イ) 審査 

   

事業者からの上記申請を受けて、規制庁の審査担当チームは、審査項目ごとに、審査ガイ

ド等に沿って基準への適合性を審査する。 

新規制基準適合性審査における重要なプロセスとして、NRA の担当委員の出席の下で開

催される適合性審査会合がある。適合性審査会合の具体的な進め方は、おおむね以下のとお

りとされている。 

 

① 事業者から適合性審査会合資料の提出を受け、規制庁所属の複数名の審査官等が担当者として 1 つ

のチームを構成し、当該資料を確認した上で、審査上の論点や事業者への確認事項・指摘事項等を

整理する。 

② 上記①の後、適合性審査会合資料の記載内容に関する事実確認等を行うために、審査官等による事

業者ヒアリング（以下「事業者ヒアリング」という。）を 2 回程度実施し97、事前に担当者が整理し

た確認事項等を参照しながら、事業者から適合性審査会合資料の内容等の説明を受ける98。 

③ 事業者は、事業者ヒアリングの結果を踏まえて適合性審査会合資料の修正等を行う。また、規制庁

は、適合性審査会合の前に、関係する担当メンバーによる情報交換のための会議を行い、論点や指

摘事項等について再度整理、修正する。なお、指摘事項は、担当者が作成して審査チーム内で確認・

議論した後、対応する部門等の確認を経て、NRA の担当委員99のチェックを受ける。 

④ （適合性審査会合の効率化を図るため）規制庁が事業者に対し、可能な範囲で、適合性審査会合の

前日に指摘事項の項目を文書で示す場合がある。 

 
97 2018 年度第 13 回原子力規制委員会（2018 年 6 月 6 日）の了承によって、以前は審査の迅速性の観点か

ら適合性審査会合の前に行われる事業者ヒアリングの実施回数は「目安として 2 回まで」とされていたが、

現在は、審査に柔軟性を持たせる趣旨で、3 回程度の事業者ヒアリングが行われる場合もあるとのことで

ある。 
98 そのほかにも、事業者ヒアリングや適合性審査会合のスケジュールの調整、審査の進め方の相談、資料

提出の対応等、適合性審査会合資料の記載以外の点について話し合われる「面談」も適宜実施されている。 
99 地震・津波関係の審査は、NRA 発足当初から 2014 年 9 月 18 日までは島崎邦彦元委員が、2014 年 9 月

19 日から 2024 年 9 月 18 日までは石渡明元委員が、2024 年 9 月 19 日以降は山岡耕春委員が担当してい

る。 
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⑤ 適合性審査会合において、事業者から適合性審査会合資料についての説明を受け、上記③で策定し

た指摘事項等の内容を踏まえ、事業者に対する指摘・要請等を行う100。 

 

適合性審査会合は一般傍聴及びインターネット中継により公開され、事業者ヒアリング

はその議事概要が公開され101 、適合性審査会合や事業者ヒアリングで用いられた資料は原

則公開することとされている。あらかじめ事業者ヒアリングや面談等で、事業者に説明を求

めていることは何か、資料作成を求めているのか等について明確化し、適合性審査会合にお

いては、これらの論点について議論を深めている。なお、適合性審査会合における指摘事項

や合意事項等については、適合性審査会合後の面談等で確認を行うほか、必要に応じて、回

答内容につき根拠等も含めて体系立てて文書化するよう事業者に要請する運用がとられて

いる。 

事業者ヒアリングは、開始時に出席者全員で論点や達成目標を明確にし、議論の方向性を

確認するとともに、終了時に、目標が達成されているか確認し、達成できていない場合には、

その理由を明確にして、次回の事業者ヒアリング又は適合性審査会合までに事前準備すべき

必要事項を確認することとされている102。また、事業者ヒアリング後の予定についても、誰

が何をいつまでに行うのか項目ごとに明確にし、仕上がりのイメージや全体工程を見通し

た作業の進捗が管理できるように確認作業を行うこととされている。 

 

(ウ) 審査書案の作成、意見聴取 

   

NRA は、新規制基準適合性審査の進捗に従い、審査における指摘事項等を事業者が反映

し、補正した申請書を基に、審査書案を作成した後、科学的・技術的意見の募集を行い、そ

こで得られた意見を適宜審査結果に反映することとされている103。また、発電用原子炉が平

和の目的以外に利用されるおそれがないことについて、原子力委員会から意見聴取を行い、

さらに、設置（変更）許可をすることについて経済産業大臣からも意見聴取が行われる104。 

NRA は最終的に、上記意見聴取等の結果を踏まえ、申請に対する設置（変更）許可の可

否について判断を行う。 

 
100 適合性審査会合における事業者の説明を受けて、その場の判断で事業者に対して内容の補足を求める趣

旨等で質疑を行うこともある。 
101 2019 年度より自動文字起こしソフトを用いた議事録の作成の試運用が開始され、2020 年度より本格運

用が開始されて以降、テロ対策等の非公開のものを除き自動文字起こしソフトによる議事録が公開されて

いる（2023 年 6 月 29 日付け原子力規制部「実用発電用原子炉に関する審査業務の流れについて」177 頁

（https://www.nra.go.jp/data/000347016.pdf）参照）。 
102 かかる確認の際には、NRA からの指摘事項だけでなく NRA と事業者の合意事項についても確認を行

うこととされている。 
103 2014 年 3 月 26 日付け規制庁「審査書案に対する科学的・技術的意見の募集について」参照 
104 2017 年 3 月 30 日付け原子力規制部「原子力委員会及び経済産業大臣への意見聴取手続き」参照 
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イ 設計及び工事計画認可の審査 

   

設計及び工事計画認可の審査では、基準地震動を踏まえた耐震評価や、新たに規制対象と

なる設備・機器等の整備に係る適合性審査会合資料の提出を経た後に、設計及び工事の計画

についての具体的な確認を行うこととされている。また、設計及び工事計画認可に係る審査

の考え方は、2014 年度第 6 回原子力規制委員会 （2014 年 5 月 2 日）において議論されてお

り、同日付け 「発電用原子炉施設に係る工事計画認可の審査及び使用前検査の進め方につい

て」のとおり進めることが了承されている。 

事業者は、設計及び工事計画認可を受けるために NRA に申請を行い、NRA は、当該申

請が設置（変更）許可を受けたところによるものであり、かつ、申請に係る発電用原子炉施

設が技術上の基準に適合するものである場合には、認可をしなければならないと規定され

ている（原子炉等規制法第 43 条の 3 の 9 第 3 項）。 

また、事業者は、設計及び工事計画認可後の使用前事業者検査で、対象設備の工事が認可

された設計及び工事計画に従って進められていること及び技術基準に適合していることに

ついて自ら検査を行い、NRA は使用前事業者検査についての原子力規制検査で、この取組

みを確認することとされている。 

 

ウ 保安規定認可の審査 

   

発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則で定めるところにより、保安規定を定め、

発電用原子炉施設の設置の工事に着手する前に、NRA の認可を受けなければならない。ま

た、これを変更しようとするときも同様である（原子炉等規制法第 43 条の 3 の 24 第 1 項）。 

保安規定に定めるべき事項は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 92 条に

おいて規定されており、その認可要件は原子炉等規制法第 43 条の 3 の 24 第 2 項に定めら

れている。具体的な審査に当たっては、内規である 「実用発電用原子炉及びその附属施設に

おける発電用原子炉施設保安規定の審査基準」に基づき確認することとされている。 

 

エ 審査中を含めて事業者による不適切な行為が発覚した場合の取扱い等 

   

原子炉等規制法の施行に必要な限度において、NRA は原子力事業者等に対してその業務

に関する報告を求めることができるほか、その職員に事業所等への立入り、帳簿書類その他

必要な物件の検査等を行わせることができる（原子炉等規制法第 67 条、第 68 条）。 
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(3) 原子力規制検査 

  

発電用原子炉設置者は、技術上の基準への適合性を維持し、施設等の検査を実施しなけれ

ばならない（原子炉等規制法第 43 条の 3 の 14、第 43 条の 3 の 16 等）。 

NRA は、原子力事業者の安全活動の監視・評価を行うため、事業者による各種検査・措

置の実施状況及び技術上の基準の遵守状況等について、原子力規制検査を実施し、総合的な

評定を行うとともに、必要に応じてこれらを踏まえた規制措置を講じるものと定められて

いる（原子炉等規制法第 61 条の 2 の 2）。 

原子力規制検査には、保安規定遵守状況105等の検査対象事項全般を監視する「基本検査」、

基本検査において事業者が行う安全活動に劣化が認められた場合に実施する「追加検査」並

びに安全に関わる事象が発生した場合にその状況及び事業者の対応を確認するために実施

する「特別検査」があり、特別検査は「立入検査」（原子炉等規制法第 68 条）として行われ

ることとされている。 

 

3 地震による損傷の防止に係る新規制基準適合性審査 

 

(1) 概要 

  

設置（変更）許可に係る新規制基準適合性審査は、地震や津波等の自然事象に係る新規制

基準適合性審査と、施設に係る新規制基準適合性審査（以下「プラント関係審査」という。）

とに大別して行われる。自然事象に係る新規制基準適合性審査のうち、地震関係の審査では、

設計基準対象施設の地盤（設置許可基準規則第 3 条）及び地震による損傷の防止（同第 4

条）への適合性について、事業者の提出する申請書等の資料の記載に沿って、確認すること

とされている。設計基準対象施設の地盤及び地震による損傷の防止への新規制基準適合性

審査の地震動評価関連の審査項目は下表のとおりである。 

なお、自然事象に係る新規制基準適合性審査（特に地震・津波関係の審査）は、プラント

関係の設計の成立性106自体に影響することがあるとして、プラント関係審査に先行して行わ

れる場合が多い。 

 

 
105 事業者が行う資料作成作業に係る品質管理の保安規定遵守状況も含まれる。 
106  「設計の成立性」とは、例えば耐震設計においては、（地震関連の審査の結果を踏まえた）設計用の地震

力を前提に原子力発電所の施設の耐震評価を実施し、耐震性が確保されることをいう。 
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設置許可基準規則（要約） 地震動評価関連の審査項目 

第 3 条（設計基準対象施設の地盤） 

設計基準対象施設は、次条第 2 項の規定により算定する地震力

が作用した場合においても当該設計基準対象施設を十分に支持す

ることができる地盤に設けなければならない。 

敷地の地質・地質構造 

 

敷地周辺の地質・地質構造 

第 4 条（地震による損傷の防止） 

設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。 

2 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計

基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への

影響の程度に応じて算定しなければならない。 

3 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力

（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安全機能が

損なわれるおそれがないものでなければならない。 

4 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがあ

る斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので

なければならない。 

敷地周辺・近傍の地下構造 

（地震発生層107の評価を含む。） 

震源を特定して策定する地震動 

 

震源を特定せず策定する地震動 

 

基準地震動 

 

年超過確率108 

地盤・斜面の安定性 

耐震設計方針 

 

以下では、地震関連審査のうち、本事案に関連する、原子力発電所の耐震性能に関する審

査基準等を整理する。 

 

(2) 審査基準等 

  

ア 概要 

   

設計基準対象施設109は、地震力に十分耐えることができるものでなければならない（設置

許可基準規則第 4 条第 1 項）。また、設計基準対象施設のうち耐震重要施設110については、

当該施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度111によって作用する地震力、

 
107 「地震発生層」とは活断層による地震が発生することができる深さの範囲をいう。 
108 ここでは、基準地震動よりも大きな揺れが 1 年間に少なくとも 1 回発生する確率をいう。 
109  「設計基準対象施設」とは、発電用原子炉施設のうち、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発

生を防止し、又はこれらの拡大を防止するために必要となるものをいう。 
110  「耐震重要施設」とは、設計基準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の

喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいものをいう。 
111  「加速度」とは、単位時間当たりの速度の変化率をいい、耐震設計においては、地震動の揺れの強さを

測る指標の 1 つとなっている。 
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すなわち基準地震動112 による地震力に対して、安全機能が損なわれるおそれがないもので

なければならない（設置許可基準規則第 4 条第 3 項）。 

このため、原子力発電所の耐震性能に関する基準への適合性の判断に当たっては、当該原

子力発電所に係る基準地震動の策定が必要とされている。 

これに関連して、上記 1（2）イのとおり、審査官等が設置許可基準規則及び設置許可基

準規則解釈の趣旨を十分踏まえ、基準地震動の妥当性を厳格に確認するための方法の例を

示した手引として、NRA が地震動審査ガイドを策定している。 

地震動審査ガイドにおいては、地震本部作成のレシピ （上記 1 （2）ウ参照）が、「基準地

震動の策定に当たり必要な震源断層のパラメータ113は、活断層調査結果等に基づき、レシピ

等の最新の研究成果を考慮して設定されていることに留意する必要がある」、「レシピを用

いて地震動評価を行っている場合には、レシピに示された関係式及び手順に基づいて行われ

ていることに留意する必要がある。また、レシピに示されていない方法で評価を行っている

場合には、その方法が十分な科学的・技術的知見に基づいていることに留意する必要がある」

として引用されている。 

したがって、事業者においても、地震動審査ガイド及びレシピの記載を踏まえて新規制基

準適合性審査に対応することが求められている。 

以下、地震関係の審査に係る設置許可基準規則及び設置許可基準規則解釈について述べ

る。 

 

イ 設置許可基準における地盤に関する規則 

   

設置許可基準規則第 3 条は、設計基準対象施設のうち耐震重要施設について、次のよう

に定めている。 

 

 
112 下記 4（1）参照 
113  「震源断層のパラメータ」は、活断層の調査結果等に基づき、地震本部によるレシピ等の最新の研究成

果を考慮して設定することとされている（地震動審査ガイドⅠ.3.3.2 〔解説〕 （1）①）。また、地震動評価に

大きな影響を与えると考えられる、震源断層の⾧さ、活断層群の連動、地震発生層の上端深さ・下端深さ

等について分析した上で適切な手法を用いて考慮する（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 二④ⅱでは、

「適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定」する、と規定されている。）ことが求められ、設置（変

更）許可に係る新規制基準適合性審査においては、 「基本震源モデル」の震源断層が、当該原子炉施設の地

震動を評価するに当たり適切に設定されたものであることを確認することとされている。 
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 設計基準対象施設は、設置許可基準規則第 4 条第 2 項の規定により算定する地震力（耐震重要施設に

あっては、同条第 3 項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作用した場合においても当該

設計基準対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなければならない（同条第 1 項）。 

 耐震重要施設は、変形114した場合においてもその安全機能が損なわれるおそれのない地盤に設けなけ

ればならない（同条第 2 項）。 

 耐震重要施設は、変位の生ずるおそれがない地盤に設けなければならない（同条第 3 項）。 

 

ウ 地盤に係る設置許可基準規則解釈の定め 

   

設計基準対象施設の地盤について、設置許可基準規則解釈は次のとおり定めている。 

設置許可基準規則第 3 条第 1 項の「設計基準対象施設を十分に支持することができる」

とは、「自重及び運転時の荷重等に加え、耐震重要度分類115の各クラスに応じて算定する地

震力が作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する設計である」ととも

に、耐震重要施設については、「基準地震動による地震力が作用することによって弱面上の

ずれ等が発生しないことを含め、基準地震動による地震力に対する支持性能が確保されて

いること」を意味する（設置許可基準規則解釈別記 1 第 3 条 1）。 

また、設置許可基準規則第 3 条第 3 項に規定する「変位116の生ずるおそれがない地盤に

設け」るとは、耐震重要施設が「将来活動する可能性のある断層等」117の露頭118がある地盤

に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重大な影響を与えるおそれがある

ため、当該施設を「将来活動する可能性のある断層等」の露頭がないことを確認した地盤に

設置することを意味する（設置許可基準規則解釈別記 1 第 3 条 3）。 

 

エ 設置許可基準規則における地震に関する規制 

   

設置許可基準規則第 4 条（第 1 項乃至第 4 項）は、設計基準対象施設について、次のよ

うに定めている。 

 

 
114 この場合の「変形」とは、地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜や撓み並びに地震発

生に伴う建物・構築物間の不等沈下、液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状をいう。 
115  「耐震重要度分類」とは、地震により発生するおそれがある原子力発電所の設計基準対象施設の安全機

能の喪失及びそれに続く公衆への放射線による影響を防止する観点から、S クラス、B クラス及び C クラ

スに分類したものをいう。それぞれ重要度のクラスに応じた耐震設計が行われる。 
116 この場合の「変位」とは、将来活動する可能性のある断層等が活動することにより、地盤に与えるずれ

をいう。 
117 下記 5（2）参照 
118  「将来活動する可能性のある断層等」の 「露頭」とは、地層や岩石等が表土に覆われずに直接露出して

いる場所のことをいう。 
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 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでなければならない（同条第 1 項）。 

 設置許可基準規則第 4 条第 1 項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準対象施

設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなければならない

（同条第 2 項）。 

 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速

度によって作用する地震力（基準地震動による地震力）に対して安全機能が損なわれるおそれのない

ものでなければならない（同条第 3 項）。 

 耐震重要施設は、設置許可基準規則第 4 条第 3 項の地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩

壊に対して安全機能が損なわれるおそれのないものでなければならない（同条第 4 項）。 

 

オ 基準地震動の策定に係る設置許可基準規則解釈の定め 

   

上記エのとおり、耐震重要施設については、基準地震動による地震力に対して安全機能を

損なうおそれがないよう設ける必要がある。基準地震動の策定については、設置許可基準規

則解釈において、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、

地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが適切なもの

を策定するよう求められている（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 柱書）。 

 

4 地震動評価と基準地震動の策定 

 

(1) 新規制基準における基準地震動の位置づけ119 

  

新規制基準においては、日本の地理的条件等に鑑み、「多量の放射性物質を内包する施設

である発電用原子炉施設は、その潜在的危険性を考慮して保守的に耐震設計を講じ」るもの

とされ、特に耐震重要施設については、「建築基準法の要求を大幅に超える厳しい条件で」

「最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活動

性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが適切な地震動として選定した基準地

震動による地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがないよう設計」することが求め

られている。 

この点、耐震重要施設について策定が求められる基準地震動とは、原子力発電所における

安全上重要な施設の耐震安全性を確保する上での「基準」となる「地震動（地震によって生

じる揺れ）」であり、当該地震動による地震力が加わった際に耐震安全性が保持できるかど

うかを確認するために用いられる。 

 
119 NRA「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」（https://www.nra.go.jp/data/00015578

8.pdf）参照 
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(2) 基準地震動策定の流れ・方法 

  

新規制基準において定められている基準地震動策定の主な流れは下図120 のとおりである。 

  

 

大まかな流れとしては、まず「地震動の評価」を行い、その後にその結果を踏まえた「基

準地震動の策定」を行う。 

地震動の評価は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策

定する地震動」について、それぞれ解放基盤表面121における水平方向及び鉛直方向の地震動

を対象として行う。そのうち「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、複数選定し

た検討用地震122について、「応答スペクトルに基づく手法」及び「断層モデルを用いた手法」

による地震動評価をそれぞれ行い、「震源を特定せず策定する地震動」は、震源と活断層を

関連づけることが困難な過去の内陸地殻内地震について得られた震源近傍における観測記

 
120 地震動審査ガイド 1 頁（https://www.nra.go.jp/data/000069160.pdf）参照 
121  「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、基盤面上の表層及び構造物がないものとして仮

想的に設定する自由表面であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりをもって想定される基

盤の表面をいう。ここでいう「基盤」とは、おおむねせん断波速度 Vs＝700m/s 以上の硬質地盤であって、

著しい風化を受けていないものとする。 
122 下記ア（ア）参照 
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録を基に、各種の「不確かさ」を考慮して、原子力発電所の敷地の地盤物性に応じた応答ス

ペクトルを設定して策定する旨が定められている（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5）。 

基準地震動は、上記各手法による地震動評価の完了後、全ての地震動評価結果を考慮した

地震動として策定することとされている123。 

以下、新規制基準における地震動の評価及びその結果を踏まえた基準地震動の策定の方

法を整理する。 

 

ア 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価及び基準地震動の策定 

   

(ア) 概要124 

   

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、原子力発電所の敷地ごとに、震源断層

を特定して策定する地震動とされ、まず、発生様式の異なる「内陸地殻内地震125」、「プレー

ト間地震126」及び「海洋プレート内地震127」の各地震について、敷地に大きな影響を与える

と予想される地震（以下「検討用地震」という。）を複数選定する128。次に、選定した検討

用地震ごとに、基本となる震源モデル（以下「基本震源モデル」という。）と、これに対し

て地震動評価に大きな影響を与え得る各種の「不確かさ129」を考慮した震源モデルとをそれ

ぞれ設定し、これら各震源モデルについて、「応答スペクトルに基づく手法」による地震動

 
123 基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」を

相補的に考慮することによって、敷地に発生する可能性のある地震動全体を考慮した地震動として策定す

る（地震動審査ガイドⅠ.2.（5））。 
124 本項並びに下記 （イ）及び （ウ）の記載に当たっては、適宜、NRA 「実用発電用原子炉に係る新規制基

準の考え方について」（https://www.nra.go.jp/data/000155788.pdf）を参照している。 
125  「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で

起こるものを含む。 
126 「プレート間地震」とは、相接する 2 つのプレートの境界面で発生する地震をいう。 
127  「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝

軸付近、若しくはそのやや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震（アウターライズ地震）」又は

海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地震（スラブ内地震）」の 2 種類に分けられ

る。 
128 検討用地震は、活断層の性質や地震の発生状況を精査し、中・小・微小地震の分布、応力場、地震発生

様式（プレートの形状、運動、相互作用を含む。）に関する既往の研究成果等を総合的に検討し、複数選定

する（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条の 5 の二①）。 
129 震源モデルの「不確かさ」とは、震源断層の⾧さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾斜角、ア

スペリティ（下記（ウ）参照）の位置・大きさ、応力降下量、破壊開始点等の不確かさ、並びにそれらに係

る考え方及び解釈の違いによる不確かさのことをいう（地震動審査ガイドⅠ.3.3.3 （1）①参照）。以下総称

して「不確かさ」という。 
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評価130と「断層モデルを用いた手法」による地震動評価131とをそれぞれ行うものとされてい

る（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 二参照）。 

 

(イ) 「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価及び基準地震動の策定 

   

「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価は、複数設定した各検討用地震に関し

て、解放基盤表面において想定される地震動について、距離減衰式132を用いること等により

「経験的」に応答スペクトル133を作成し評価することによって行われる。このような方法に

より検討用地震ごとに応答スペクトルを作成した上で、それらを包絡する形で134 設計用応

答スペクトルを設定する135,136。その上で、これに適合する模擬地震動137を作成し、「応答ス

ペクトルに基づく手法」による地震動評価を踏まえた基準地震動138 とすることとされてい

る。 

 
130 下記（イ）参照 
131 下記（ウ）参照 
132  「距離減衰」とは、地震の揺れ（震度の大きさ）と震源からの距離との関係を示したものであり、地震

が発生した場所から敷地が遠くなればなるほど、地震の揺れが弱くなることをいう。「距離減衰式」とは、

地震の揺れの強さと震源からの距離との関係を式に表したもので、過去の多くの地震データの統計処理に

よ って 得 ら れ た も の を い う （ NRA 「 実 用 発 電 用 原 子 炉 に 係 る 新 規 制 基 準 の 考 え 方 に つ い て 」

（https://www.nra.go.jp/data/000155788.pdf）参照）。 
133 一般に、「応答スペクトル」とは、地震動に対してどのような固有周期 （建築物や構造物が固有に持つ振

動周期をいい、地震等による外力が加わった際にはその周期で揺れやすい。）を持つ構造物が揺れやすいか

を表しており、減衰定数（揺れが時間とともに弱まっていく程度を示す定数）が同じ種々の固有周期を持つ

振り子（1 質点系）に、地震波が作用したときの各振り子の最大応答値をプロットしたものをいう。応答ス

ペクトルで確認できる応答値には、変位、速度、加速度がある。 
134 地震動審査ガイドⅠ.5.2（1）参照。なお、「包絡」とは、一般には、一方が他方を包み込む又は他方に

接する関係にあることをいい、ここでは、当該複数の応答スペクトルを下回らないように応答スペクトル

を作成することを指す。 
135  「設計用応答スペクトル」は、模擬地震動を作成するために事業者が人工的に定めるものである（特定

の地震動による入力に対する建物等における応答値として作成されるものではない。）。これに対し、「応答

スペクトル」は、観測又は計算された特定の地震動による入力に対する応答値として定められるものを指

す。 
136 検討用地震ごとに作成した複数の応答スペクトルの包絡関係を踏まえて、これらの応答スペクトルの全

部又は一部を設計用応答スペクトルとして扱うこともある。 
137  「模擬地震動」は、一般的には、JEAG4601 （上記 1 （2）ウ参照）等によって、正弦波の重ね合わせに

よる方法（振幅包絡線を設定し、一様乱数（下記イ参照）の位相を用いた方法等）を用いて作成されるもの

とされている。 
138 中部電力においては「Ss-D」と呼称されている（下記第 4 の 1（2）イ参照）。 
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模擬地震動の作成に当たっては、地震の規模及び震源距離等に基づき地震動の継続時間及

び振幅包絡線139 の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮することが求められており（設

置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 二④ⅰ）、JEAG4601 にも応答スペクトルとの適合度条

件に係る定め等があるが、それ以外には、法令や地震動審査ガイドを含め、特段の定めはな

い。 

 

(ウ) 「断層モデルを用いた手法」による地震動評価及び基準地震動の策定 

   

「断層モデルを用いた手法」による地震動評価は、「解析的」に地震動を算出する方法で

ある。 

地震とは、プレート運動等により地中に蓄積されたひずみが限界に達し、断層が破壊する

現象であり、その断層の面のことを震源断層面という。震源断層は、同時に震源断層面の全

範囲が破壊されるのではなく、破壊が始まった断層が地震波を発し、次第に破壊の範囲が広

がっていくものである。 

「断層モデルを用いた手法」による地震動評価140では、震源断層面を設定し、ある一点の

破壊開始点から、これが次第に破壊し、揺れが伝わっていく様子を解析することにより地震

動を計算する。 

「断層モデルを用いた手法」による地震動評価においては、周囲に比べて特にすべり量等

が大きく強い地震波を出すアスペリティと呼ばれる領域の設定を行うところ、評価対象地

点の地震波は、かかるアスペリティの位置、応力降下量141、破壊開始点等によって大きな影

響を受けるといわれている。 

また、「断層モデルを用いた手法」による地震動評価においては、検討用地震ごとに、必

要な震源特性パラメータ142を設定した「基本震源モデル」による計算を行うだけでなく、地

震という自然現象の「不確かさ」を考慮した震源モデルを設定する必要があり、かかる「不

確かさ」を考慮した評価が適切に行われることが求められている。設置許可基準規則におい

ては、敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータにつ

いて分析した上で、必要に応じて「不確かさ」を組み合わせるなど適切な手法を用いて考慮

することとされており（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 二⑤）、特に、アスペリティ

 
139  「振幅包絡線」とは、想定する地震の規模や震源距離等に基づき設定される、地震が主要動に到るまで

の振幅の増大と、主要動の継続時間及び主要動以降の振幅減衰性状を表現するものをいう。 
140 1995 年兵庫県南部地震以降、震源断層に近い地点では震源の破壊過程が地震動に大きな影響を与える

ことが注目され、 「断層モデルを用いた手法」による地震動評価が、地震の実態に合致する科学的なアプロ

ーチであるとして重要視されるようになったといわれている。 
141  「応力降下量」とは、断層がすべることで蓄積されたひずみのエネルギーが解放され、断層面にかかる

応力（外部からの力に応じて物体内部に現れる抵抗力）が減少する量をいい、応力降下量が多いほど地震

のエネルギーが大きいとされる。 
142 上記 3（2）ア参照 
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の位置・応力降下量や破壊開始点の設定等を、震源モデルの「不確かさ」として適切に評価

する必要があると定められている（地震動審査ガイドⅠ.3.3.3〔解説〕（1）①）。 

なお、震源モデルの設定後の地震動評価のプロセスは、大要以下のとおりである（「基本

震源モデル」及び「不確かさ」を考慮した震源モデルに共通）。 

 

① 震源断層面の設定（アスペリティの配置を含む。）を行い、細かい小断層（要素断層）に分割する。 

② ある特定の要素断層から破壊が始まるものとして破壊開始点を設定する。 

③ 破壊開始点から破壊が各要素断層に伝播し、各要素断層で生じる破壊によって生成される地震波が

次々に評価地点に伝わるところで、これを足し合せる（波形合成）。 

④ その結果、合成された地震波が、対象とする地震の評価地点での地震動となる（下図参照）。 

 

 
「断層モデルを用いた手法」の概念143 

 
143 NRA「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」260 頁（https://www.nra.go.jp/data/00

0155788.pdf）参照 
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「断層モデルを用いた手法」による地震動評価では、それぞれの要素断層における地震波

を「グリーン関数144」とみなして合成する手法が用いられ、その中でも、グリーン関数を統

計的に作成して波形合成する統計的グリーン関数法145は、主に短周期の地震動の作成を目的

として提案された方法である。グリーン関数としての地震波は、ランダムに作成される乱数

を用いて計算されるため、1 つ 1 つばらつきが生じ、異なった波形になるといわれている。

また、上記①のとおり、震源断層面は便宜的に同じ大きさの要素断層に分割されるところ、

上記③の波形合成において破壊伝播を一様とした場合、要素断層の大きさが波形合成結果

に影響する可能性があるため146 、それを回避するため破壊の伝播を不規則にするなどの工

夫を行うこととされている。したがって、統計的グリーン関数法の適用に際しては、上記特

徴を踏まえ、乱数を変えた複数のグリーン関数を用いて波形合成を行うこと、また、破壊伝

播に不規則性を与えた上で複数（乱数による結果のばらつきを踏まえ一定の平均値を得る

のに十分な回数）の波形合成を行うことにより、その平均的な地震動（応答スペクトル）に

最も近いものを、地震動評価結果とする方法が用いられることがある147。 

しかし、法令や地震動審査ガイドを含め148計算すべき地震動の数、評価対象となる地震

動の選定方法等についての具体的なルールは定められていない。 

なお、基準地震動は、短周期から⾧周期149に至る広帯域の周期帯で策定することが前提と

されており、統計的グリーン関数法を適用する場合には、⾧周期側の地震動を理論的手法に

より別途計算・評価して、短周期側における統計的グリーン関数法による計算・評価結果と

足し合わせるハイブリッド合成法が使われることがある。理論的手法は複数存在し、評価地

点周辺・近傍の地盤構造や解析に必要な情報量等によって用いる手法が選択されるところ、

その 1 つに波数積分法と呼ばれる手法がある。これは、地盤構造として、単純な平行成層地

 
144  「グリーン関数」は、物理の分野で波動による伝播過程等を表現することに用いられており、地震の分

野においても、グリーン関数によって、一般的に震源にある単位の力が作用したときの観測点での応答と

してみなすことができ、その応答には地下構造の影響が全て含まれるといわれている。また、グリーン関数

が事前に求められている場合には、震源に作用する力さえ分かれば、グリーン関数を重ね合わせて観測点

での応答が計算できるとされている（山中浩明編著「地震の揺れを科学する」参照）。 
145 例えば、釜江克宏・他「地震のスケーリング則に基づいた大地震時の強震動予測：統計的波形合成法に

よる予測」（1991 年）（以下「釜江・他（1991）」という。）による手法があり、基準地震動の策定にも多用

されているといわれている。 
146 例えば、複数の要素断層における地震波の位相が一致するなどして極端な地震動が計算される可能性が

ある。 
147 統計的な手法の適用としては適切であるといわれており、釜江・他（1991）でも言及されている。 
148 JEAG4601 を含む。 
149  「⾧周期」とは、新規制基準において明確に定義されているものではなく、場面にもよるものの、通常

は周期 1 秒以上の周期帯を指すことが多いとされている。 
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盤150を想定した上で、震源断層面での破壊点から生じた地震波が各地層の境界で反射・変換

を繰り返しながら地表（評価地点）へ到達する過程を計算する手法とされている。 

参考として、統計的グリーン関数法及びハイブリッド合成法に関する地震動審査ガイド及

びレシピに関する記述の一部を、以下のとおり抜粋する。 

 

【地震動審査ガイド】 

Ⅰ.基準地震動 

3.3.2 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

（略） 

（3）統計的グリーン関数法及びハイブリッド法（理論的手法と統計的あるいは経験的グリーン関数法を

組み合わせたものをいう。以下同じ。）による地震動評価においては、地質・地質構造等の調査結果に基

づき、各々の手法に応じて地震波の伝播特性が適切に評価されていることを確認する。 

（4）経験的グリーン関数法、統計的グリーン関数法、ハイブリッド法以外の手法を用いる場合には、そ

の手法の妥当性が示されていることを確認する。 

（略） 

〔解説〕 

（略） 

（3）統計的グリーン関数法及びハイブリッド法による地震動評価 

①統計的グリーン関数法やハイブリッド法による地震動評価においては、震源から評価地点までの地震

波の伝播特性、地震基盤からの増幅特性が地盤調査結果等に基づき評価されていることに留意する必要

がある。 

②ハイブリッド法を用いる場合の⾧周期側と短周期側の接続周期は、それぞれの手法の精度や用いた地

下構造モデルを考慮して適切に設定されていることに留意する必要がある。また、地下構造モデルは地

震観測記録等によってその妥当性が検討されていることに留意する必要がある。 

 

【レシピ】 

3. 強震動計算 

（略） 

3.1 工学的基盤上面までの計算方法 

（略） 

＊ハイブリッド合成法では、理論的手法の精度の限界および半経験的手法151の有効性を考慮して、接続

周期を決めることが望ましい。 

 

 
150 「平行成層地盤」とは物理的性質が異なる複数の地層境界が水平に積み重なっている地盤構造をいう。 
151 「経験的グリーン関数法」や「統計的グリーン関数法」を指す。 
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基準地震動の策定方法に関して、「断層モデルを用いた手法による基準地震動は、施設に

与える影響の観点から地震動の諸特性（周波数特性、継続時間、位相特性等）を考慮して、

別途評価した応答スペクトルとの関係を踏まえつつ複数の地震動評価結果から策定されて

いることを確認する」とされている。また、上記（イ）の「応答スペクトルに基づく手法」

による地震動評価の結果が、「断層モデルを用いた手法」による地震動評価の結果（応答ス

ペクトル）を全周期帯で有意に上回る場合には、前者のみを基準地震動とすることができる

とされている（地震動審査ガイドⅠ.5.2 （2）参照）。逆にいえば、「断層モデルを用いた手法」

において、「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価を踏まえた基準地震動を一部

の周期帯でも上回る地震動評価結果（応答スペクトル）があれば、当該地震動も基準地震動

とすべきものと解されている152。 

 

イ 「震源を特定せず策定する地震動」の評価及び基準地震動の策定 

   

「震源を特定せず策定する地震動」とは、敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を

実施しても、なお敷地近傍にて発生する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価

し得るとは言い切れないことから、敷地近傍における詳細な調査の結果にかかわらず、全て

の敷地（対象サイト）において考慮すべき地震動であるとされている（地震動審査ガイド

Ⅰ.1.3（6）参照）。 

「震源を特定せず策定する地震動」は、「全国共通に考慮すべき地震動」及び「地域性を

考慮する地震動」の 2 種類がある（地震動審査ガイドⅠ.1.3（6）参照）。 

「全国共通に考慮すべき地震動」については、敷地近傍における観測記録を基に得られた

知見として、「2004 年北海道留萌支庁南部の地震の観測記録から推定した基盤地震動153」及

び「標準応答スペクトル154」が示されており、これらを用いることが要求されている（設置

許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 三②、地震動審査ガイドⅠ.1.1 図-1 参照）。 

「地域性を考慮する地震動」については、活断層や地表地震断層の出現要因の可能性とし

て 「地域性」が考えられることを踏まえ、活断層の密度が少なく活動度が低いと考えられる

地域で発生した地震の例として「2000 年鳥取県西部地震」が、上部に軟岩や火山岩、堆積

層が厚く分布する地域で発生した地震の例として「2008 年岩手・宮城内陸地震」が示され

 
152 当該地震動評価結果が 「断層モデルを用いた手法」による他の地震動評価結果（応答スペクトル）に包

絡される場合を除く。 
153  「2004 年北海道留萌支庁南部の観測記録から推定した地震の基盤地震動」とは、同地震において、防災

科学技術研究所が運用する全国強震観測網の港町観測点における観測記録から推定した基盤地震動をいう

（設置許可基準規則解釈別記 2 第 4 条 5 三②）。 
154  「標準応答スペクトル」とは、震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤相当面（地震

基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地震基盤面と同等とみなすことができる地盤の解放面で、

せん断波速度 Vs＝2,200m/s 以上の地層をいう。）における標準的な応答スペクトルとして、設置許可基準

規則解釈別記 2 第 4 条 5 三②中の図に示すものをいう。 
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ており、これらのうち震源近傍において地震動が観測されたものを個別に検討する必要が

あるとされている155（地震動審査ガイドⅠ.4.2.1〔解説〕（2）参照）。 

この中でも「標準応答スペクトル」については、例えば、一様乱数156の位相を用い、かつ、

「標準応答スペクトル」に適合する模擬地震動を作成し、当該模擬地震動の解放基盤表面に

おける時刻歴波形及び応答スペクトルを作成する。このようにして作成した応答スペクト

ルが、上記アの「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価結果を踏まえた基準地

震動の応答スペクトルを上回るものについては、別途基準地震動157 とすべきものと解され

ている158。 

 

5 新規制基準策定前の制度と現行の制度との相違 

 

(1) 原子力規制組織としての NRA 

  

NRA は、環境省の外局として 2012 年 9 月に設置された（原子力規制委員会設置法第 2

条）。NRA が設置された目的は、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所事故を踏まえ、

1 つの行政組織が原子力利用の推進及び規制の両方の機能を担うことによる問題を解消す

るため、原子力利用における安全の確保を図るため必要な施策を策定又は実施する事務を

一元的に司るとともに、専門的知見に基づき中立公正な立場で独立して職権を行使し、もっ

て国民の生命、健康及び財産の保護等に資することにあるとされている（同法第 1 条参照）。

また、NRA に事務局として設置された規制庁が、NRA の事務を処理することが定められて

いる（原子力規制委員会設置法第 27 条第 1 項及び第 2 項）。 

 

 
155  「地域性を考慮する地震動」について、地震動審査ガイドでは、「検討対象地震の選定においては、「事

前に活断層の存在が指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部の痕跡が確認された地震」

についても検討を加え、必要に応じて選定されていること」及び「検討対象地震の震源周辺及び敷地周辺

における地質構造や変動地形の類似性等を検討し、その結果を踏まえて必要に応じて収集した観測記録に

基づき適切な応答スペクトル（地震動レベル）が設定されていること」と定められている（地震動審査ガ

イドⅠ.4.2.1（3）、Ⅰ.4.2.2（2）②参照）。 
156 「一様乱数」とは、ある範囲において、どの数値も同じ確率で出現する乱数をいう。 
157 中部電力においては「Ss-N」と呼称されている（下記第 4 の 1（2）ウ参照）。 
158 地震動審査ガイドにおいて、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定

する地震動」を相補的に考慮することによって、敷地で発生する可能性のある地震動全体を考慮した地震

動として策定されていることを確認するものとされている（地震動審査ガイドⅠ.2（5））。 
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(2) 新規制基準の特徴159 

  

新規制基準策定前の規制における課題として、外部事象も考慮したシビアアクシデント
160対策が十分な検討を経ないまま、事業者の自主性に任されてきたこと、及び設置許可を受

けた原子力発電所等に対して新たな基準を遡って適用する法的仕組み（バックフィット）が

なかったこと等が挙げられた。 

かかる課題を踏まえて策定された新規制基準の特徴は上記 1（1）で整理したが、従来か

ら新設又は強化されたとされる主な規制の概要は、以下のとおりである。 

 

① シビアアクシデント対策、テロ対策における基本方針161 

② 津波対策の大幅な強化162 

③ 地震による揺れに加え地盤の「ずれや変形」に対する基準の明確化163 

④ 活断層の認定基準の明示164 

⑤ より精密な基準地震動の策定165 

⑥ 地震・津波以外の自然現象の想定と対策の強化166 

 
159 NRA「実用発電用原子炉に係る新規制基準について－概要－」（https://www.nra.go.jp/data/00007010

1.pdf）参照 
160 NRA「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」44 頁（https://www.nra.go.jp/data/000

155788.pdf）においては、「設計基準事象を大幅に超える事象であって、安全設計の評価上想定された手段

では適切な炉心の冷却又は反応度の制御ができない状態であり、その結果、炉心の重大な損傷に至る事象」

と定義されている。 

161 シビアアクシデントを防止するための基準を強化するとともに、万一シビアアクシデントやテロが発生

した場合に対処するための基準を新設すること等を指す。 
162 既往最大を上回るレベルの津波を「基準津波」として策定し、基準津波への対応として防潮堤等の津波

防護施設等の設置を要求すること等を指す。 
163 敷地直下にある活断層が動いた場合に、その「ずれや変形」により原子炉建屋が損傷し、内部の機器等

が損傷するおそれがあるとして、耐震設計上の重要度Ｓクラスの建物・構築物等を、活断層等の露頭がな

い地盤に設置することを要求すること等を指す。 
164 後期更新世以降の活動性が否定できないものを「将来活動する可能性のある断層等」として評価するこ

ととし、仮に後期更新世の地層・地形面が存在しない又はこの時期の活動性が明確に判断できない場合に

は、中期更新世以降まで遡って活動性を評価することを要求すること等を指す。なお、「後期更新世以降」

とは、「約 12～13 万年前以降」を指す（国際層序委員会によれば「後期更新世」は、約 12 万 9,000 年前か

ら約 1 万 1,700 年前までの時代をいう。）。また、「中期更新世以降」とは、設置許可基準規則解釈において

は、「約 40 万年前以降」とされている（国際層序委員会によれば、「中期更新世」は、約 77 万 4,000 年前

から約 12 万 9,000 年前までの時代をいう。）。 
165 原子力発電所の敷地の地下構造により地震動が増幅されるケースがあることを踏まえ、敷地の地下構造

を三次元的に把握し、より精密な基準地震動を策定することを要求すること等を指す。 
166 共通要因による安全機能の喪失を防止する観点から、火山事象・竜巻・森林火災について、想定を引き

上げた上で防護対策を要求すること等を指す。 
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⑦ 自然現象以外の事象による共通要因故障への対策167 

⑧ 「炉心損傷防止」、「格納容器破損防止」、「敷地外への放射性物質の拡散抑制」に係る

防護措置168 

⑨ 意図的な航空機衝突等への対策169 

 

(3) NRA の設置に伴う審査手順等の変更 

  

NRA 設置前の保安院及び原子力安全委員会の時代（以下「保安院時代」という。）の新増

設炉等に係る審査は、おおむね下図のイメージに沿って行うものとされていた170。 

 

 

 
167 自然現象以外の共通要因による設備の故障により安全機能の喪失を引き起こす事象として、停電（電源

喪失）、火災・内部溢水等に対する対策の強化を要求すること等を指す。 
168  共通の要因による安全機能の喪失等が発生したとしても炉心損傷に至らせないための対策や炉心損傷

が起きたとしても格納容器を破損させないための対策を要求するとともに、格納容器が破損したとしても

敷地外への放射性物質の拡散を抑制するための対策を要求すること等を指す。 
169 可搬型設備 （電源、給水ポンプ等）の分散保管・接続を要求するとともに、信頼性向上のためのバック

アップ対策として特定重大事故等対処施設の整備を要求すること等を指す。 
170 現在の NRA における審査の流れについては上記 2（2）参照 
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保安院時代と現行の制度とでは、審査手順において、例えば、下表の違いがある。 

 
保安院時代の審査手順 現行の審査手順 

保安院による一次審査（事業者に対する審査）と原

子力安全委員会による二次審査171 （いわゆるダブ

ルチェック）を実施 

左記のような二次審査の定めはなし 

一次審査では、審査の過程で必要に応じ、保安院の

審査官等による専門家に対する意見聴取を実施 

審査の過程において、担当委員が判断すれば、外部

専門家の意見を聴取 

必要に応じ、事業者が行った解析評価について、国

によるクロスチェックを実施172 

左記のようなクロスチェックを行う旨の定めはな 

し173 

 

 

 
171 二次審査は、保安院が原子力安全委員会の原子炉安全専門審査会の専門家の審査を受ける形で、非公開

で行われていた。 
172 2004 年 9 月 21 日付け保安院「クロスチェック解析等の実施要領について（内規）」（https://warp.ndl.

go.jp/web/20150815211947/http://www.nsr.go.jp/archive/nisa/oshirase/2004/files/160921.pdf）参照 
173 なお、NRA 発足直後においては、国によるクロスチェックの実施や有識者に対する意見聴取が検討さ

れていたことを示す資料がある（2012 年 9 月 19 日付け NRA「規制等業務の当面の実施手順に関する方

針」（https://www.nra.go.jp/data/000069035.pdf）参照）。 
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第4 中部電力による地震動評価及び基準地震動の策定に関して本委員会が認定した事実 

 

第 4 では、まず下記 1 において、浜岡原子力発電所に係る新規制基準適合性審査に関し

て中部電力が本来的に予定していた地震動の評価及び基準地震動の策定の流れを整理する。 

続いて下記 2 以降では、中部電力により実際に行われた地震動の評価及びこれを踏まえ

た基準地震動の策定に関して、本委員会が検討の対象とした事実、当該事実の経緯・背景、

及びこれらに対する本委員会の評価につき詳述する。 

 

1 中部電力が本来的に予定していた地震動の評価及び基準地震動の策定の流れ 

 

(1) 中部電力が予定していた地震動の評価の流れ 

  

浜岡原子力発電所に係る新規制基準適合性審査に関して、中部電力は、「敷地ごとに震源

を特定して策定する地震動」の評価を、「応答スペクトルに基づく手法」（下記ア（イ））及

び「断層モデルを用いた手法」（下記ア（ウ））の 2 つの手法で行うものとし、さらに、「震

源を特定せず策定する地震動」の評価（下記イ）を 「観測記録に基づく手法」で行うものと

していた。 

 

ア 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価の流れ 

   

(ア) 検討用地震の選定 

   

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価に関して、中部電力は、浜岡原子力

発電所の敷地に影響を与えると想定される検討用地震174を選定した上で、「地震動の顕著な

増幅を考慮しない場合」と「地震動の顕著な増幅を考慮する場合175,176 」のそれぞれについ

て、下表のとおり分類した177。 

 

 
174 上記第 3 の 4（2）ア（ア）参照 
175 以降、地震動の顕著な増幅を考慮する場合を単に「増幅あり」、これを考慮しない場合を単に「増幅な

し」と記載することがある。 
176 浜岡原子力発電所の敷地内の東側に位置する 5 号機周辺においては、特定の方向からの地震波について

顕著な増幅が見られることから、当該地震波の増幅特性を考慮した地震動評価も行うこととした。 
177 選定に当たっては、浜岡原子力発電所の立地等に係る中部電力の調査結果、各種既往の研究成果、適合

性審査会合における NRA からの指摘等が考慮された。 
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検討用地震 

「地震動の顕著な増幅を考慮しない場合」 「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」 

内陸地殻内地震 
「御前崎海脚西部の断層帯による地震」 

「A-17 断層による地震」 ―178 

プレート間地震 「内閣府（2012）による南海トラフで想定される最大クラスの地震」 

海洋プレート内

地震 

「敷地下方の想定スラブ内地震」 

「御前崎沖の想定沈み込む海洋プレート

内地震」 

―179 

 

(イ) 「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価の流れ 

   

中部電力は、「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価においては、以下の方法

を採用していた。 

① 検討用地震ごとに複数の震源モデルを設定する。 

② 当該震源モデルごとに距離減衰式180を適用して応答スペクトルを作成する。 

 

(ウ) 「断層モデルを用いた手法」による地震動評価の流れ 

   

i 震源モデルの設定等 

    

中部電力は、適合性審査会合における NRA からの指摘等を踏まえて、上記 （ア）の表の、

浜岡原子力発電所の敷地に影響を与えると想定される検討用地震ごとに、「不確かさ181」を

考慮する前の基本的な計算条件としての 「基本震源モデル」に加え、地震動評価に影響を与

え得る各種「不確かさ182」を考慮した結果としてのより多角的な震源モデルを設定した。そ

の上で、これらの震源モデルごとに、1 個乃至 4 個の、震源断層面上で最初に破壊が始まる

箇所である破壊開始点を設定183 することで、各検討用地震における震源モデルごとに破壊

 
178  「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」において 「A-17 断層による地震」を検討用地震として選定しな

かった理由は、同断層の震源断層が、短周期の地震動に顕著な増幅が見られる地震波到来方向に位置しな

いためであるとされた。 
179  「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」において 「御前崎沖の想定沈み込む海洋プレート内地震」を検

討用地震として選定しなかった理由は、地震動の顕著な増幅が見られる周期帯（周期 0.5 秒以下）において

地震動レベルが大きい「敷地下方の想定スラブ内地震」により、かかる増幅を考慮する地震動評価を代表

させることとしたためとされた。 
180 上記第 3 の 4（2）ア（イ）参照 
181 上記第 3 の 4（2）ア（ア）及び第 3 の 4（2）ア（ウ）参照 
182 上記第 3 の 4（2）ア（ウ）参照 
183 破壊の伝播方向が敷地に向かうように破壊開始点を複数設定することで、「不確かさ」を考慮する（htt

ps://www.da.nra.go.jp/view/NRA022002352?contents=NRA022002352-002-002 参照）こととされていた。 
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開始点で細分化された対象について、それぞれ 「断層モデルを用いた手法」による地震動評

価を行うこととした。これらの各検討用地震について細分化された地震動評価を行う対象

は、結果として合計 225 ケース184となった。 

なお、本報告書においては、特定の検討用地震、震源モデル及びケースについて記載する

場合、特段の断りのない限り、「地震動の顕著な増幅を考慮しない場合185」を指すものとす

る。 

 

ii 地震動評価及び代表波の選定 

    

中部電力は、「断層モデルを用いた手法」において、2014 年以降の浜岡原子力発電所に係

る設置変更許可申請当初から、統計的グリーン関数法と理論的手法である波数積分法によ

るそれぞれの地震動評価結果について、接続周期186 を設定した上で組み合わせるハイブリ

ッド合成法を採用していた。 

具体的には、地震動評価の対象とした 225 ケースの全てにつき、統計的グリーン関数法

による地震動の計算を乱数により入力値を変更した上で多数行い、その結果の中から、地震

動の応答スペクトルが最も平均値に近い計算結果 1 個187を、平均値からの残差188を考慮し

た上で統計的グリーン関数法による「代表波」として選定し、一方で、理論的手法である波

数積分法による地震動の計算を行い、この統計的グリーン関数法による代表波と波数積分

法による計算結果を特定の周期で接続させて組み合わせるハイブリッド合成法により、地

震動評価（時刻歴波形及び応答スペクトルの評価）を行うこととされていた。 

 

 
184 以下、検討用地震ごとに震源モデル及び破壊開始点で細分化された地震動評価の対象につき、「ケース」

という単位で呼称する。 
185 下記（2）ア参照 
186 上記第 3 の 4（2）ア（ウ）及び下記 3（2）ア（ア）参照 
187 2025 年の本件規制庁照会において、中部電力が規制庁に対し説明したように、「アスペリティの応力降

下量の不確かさを考慮するケース」では、これを考慮しないケースにおける代表波の計算に使用されたも

のと同じ入力値（乱数）を用いた計算結果を代表波としており、「平均値に最も近い」との基準を前提とし

ないものとされていたなどの例外はあった。この点については下記 2（1）ア④を参照されたい。 
188 かかる残差は、計算結果 20 個のセット内における各計算結果と 20 個の平均値との応答スペクトル上

の残差として、地震動を評価する各方向（NS（北-南）、EW（東-西）、UD（上-下））における平均値から

の超過分及び過小分を二乗した上で足し合せる形で計算していた。 
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イ 「震源を特定せず策定する地震動」の評価の流れ 

   

中部電力は、「震源を特定せず策定する地震動」の評価においては、大要以下の方法を採

用していた189。 

 

 全ての原子力発電所の敷地について検討対象となり得る地震動190の中から、 

① 地震動審査ガイドで「必要に応じ選定」するものとされている「地域性を考慮す

る地震動」については、浜岡原子力発電所の立地と地域性が異なることから検

討対象となる地震動の対象外とし、 

② 「全国共通に考慮すべき地震動」として検討することが設置許可基準規則解釈

により求められている、「標準応答スペクトル」に基づく地震動（②-1）及び 「2004

年北海道留萌支庁南部の観測記録から推定した地震の基盤地震動191 」に基づく

地震動192（②-2）は検討対象とする。 

 上記②-1 については、地震基盤相当面における「標準応答スペクトル」に適合する

模擬地震動（以下「模擬地震動（Ss-N）」という。）を、一様乱数193により地震波の位

相を設定する方法で作成し、一定の条件194を満たすことを確認する。 

当該模擬地震動を用いて、敷地の地盤物性に応じた地中における地震波の伝播特性

を反映する形で、解放基盤表面における地震動を計算する195,196。 

 上記②-2 については、当該地震の K-NET197の HKD020 （港町）観測点の観測記録に

基づき先行研究で推定された基盤地震動を用いて、上記②-1 同様、敷地の地盤物性

 
189 第 1162 回適合性審査会合（2023 年 6 月 23 日）資料（https://www.da.nsr.go.jp/view/NRA022010026?

contents=NRA022010026-002-002）参照 
190 上記ア（ア）の、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の策定における、浜岡原子力発電所の敷

地に影響を与えると想定されるものとして選定される検討用地震とは異なるものである。 
191 HKD020（港町）観測点のせん断波速度 Vs=938m/s（解放基盤相当）の位置における地震動をいう。 
192 上記第 3 の 4（2）イ参照 
193 上記第 3 の 4（2）イ参照 
194 下記 3 （3）ア（イ）の適合度条件 （具体的には、JEAG4601 及び中部電力が定める基準への適合度に関

する条件）を指す。 
195 当該解放基盤表面における地震動を、下記（2）ウの「震源を特定せず策定する地震動による基準地震

動」である Ss-N として策定することとなった。 
196 なお、NRA からの「震源を特定せず策定する地震動でも、S 波低速度層による地震動の増幅を考慮した

地震動評価を行うこと。」との指摘を受け、かかる増幅を踏まえた標準応答スペクトルに基づく地震動評価

を、模擬地震動（Ss-N）に増幅係数を乗じた結果を用いて行うこととした （下記②-2 についても同様であ

る。）。 
197 国立研究開発法人防災科学技術研究所が運用する全国強震観測網をいう（https://www.kyoshin.bosai.g

o.jp/ja/about_kyoshin/参照）。 
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に応じた地中における地震波の伝播特性を反映する形で、解放基盤表面における地

震動を計算する。 

 

(2) 中部電力による基準地震動の策定 

  

ア 基準地震動の分類としての Ss1 及び Ss2 

   

中部電力による基準地震動の策定方針は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

及び「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果に基づき、前者については「応答スペク

トルに基づく手法による基準地震動」及び「断層モデルを用いた手法による基準地震動」を

策定し、後者については「震源を特定せず策定する地震動による基準地震動」を策定するも

のであった。 

上記 3 つの各基準地震動に関しては、「地震動の顕著な増幅を考慮しない場合」の地震動

評価結果に基づく基準地震動「Ss1」と、 「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」の地震動評

価結果に基づく基準地震動「Ss2」とをそれぞれ策定することとされていた198。 

 

イ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に基づく基準地震動 

   

中部電力による、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価（つまり、検討用

地震における各震源モデルを対象とした地震動評価）に基づく基準地震動の策定は、大要以

下の流れで行うものとされていた。 

 

 「応答スペクトルに基づく手法」による各検討用地震の地震動評価の結果を踏まえ

た「応答スペクトルに基づく手法による基準地震動」は、Ss1 に対するものを「Ss1-

D」とし、Ss2 に対するものを「Ss2-D」とする（以下、Ss1-D 及び Ss2-D を総称し

て「Ss-D」という。）。Ss1-D 及び Ss2-D のそれぞれにつき、各検討用地震における

 
198 かかる分類を行ったのは、2009 年 8 月 11 日に発生した駿河湾の地震において、浜岡原子力発電所 5 号

機周辺の地震動の観測記録が他号機に比べて大きかったことを契機に、中部電力は第 128 回適合性審査会

合 （2014 年 8 月 1 日）から同発電所 4 号機周辺の敷地における地震動の増幅特性について検討を開始した

ところ、第 194 回適合性審査会合 （2015 年 2 月 13 日）において、NRA から、S 波低速度層による地震動

の増幅の影響を受けるのは 5 号機周辺のみで、4 号機周辺はそのような影響を受けないとの結論が示され

たという経緯によるものであった。なお、5 号機周辺への影響を考えるに当たって、駿河湾の地震を含め、

震源位置の異なる多数の地震記録を分析した結果、駿河湾の地震の地震波到来方向付近で地震動の顕著な

増幅が確認されたことから、特定の方向から到来する地震波についてのみ、かかる増幅を考慮することと

された。 
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地震動評価結果である全ての応答スペクトルを包絡する （下回らないような）形で199

設計用応答スペクトル200を設定し、これに適合するように模擬地震動（以下「模擬地

震動（Ss-D）」という。）を作成する。 

 「断層モデルを用いた手法」による、各検討用地震の震源モデルごとに破壊開始点で

細分化された各ケース201 における地震動評価の結果を踏まえた「断層モデルを用い

た手法による基準地震動」は、Ss1 及び Ss2 それぞれについて、各ケースで統計的グ

リーン関数法及び波数積分法を用いたハイブリッド合成法により評価した地震動の

中から、応答スペクトルにおいて、まず Ss-D を上回る（当該地震動による建物等の

揺れの加速度が大きくなる）かどうかを確認する。 

 Ss-D を上回る地震動のうち、Ss-D を上回る周期で最大の応答スペクトルとなる地

震動を基準地震動とする。かかる基準地震動は、「Ss1-●」又は「Ss2-●」と称する

（「●」には、1 から順に、策定された基準地震動の数に至るまでの番号が付される
202。）。 

 

ウ 「震源を特定せず策定する地震動による基準地震動」 

   

中部電力による、全ての原子力発電所の敷地において考慮すべき「震源を特定せず策定す

る地震動による基準地震動」の策定は、大要以下の流れで行われるものとされていた。 

 

 「標準応答スペクトル」及び「2004 年北海道留萌支庁南部の観測記録から推定した

地震の基盤地震動」に基づく地震動評価203の結果の中から、応答スペクトルにおいて

Ss-D を上回るもののうち Ss-D を上回る周期で最大の応答スペクトルとなる地震動

を選定し、当該地震動も「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に基づく基準

地震動に加え基準地震動とする（以下、Ss1 に係るものを「Ss1-N」といい、Ss2 に

係るものを「Ss2-N」といい、両者を総称して「Ss-N204」という。）。 

 
199  設計用応答スペクトルの設定に際しては、敷地への影響が大きいプレート間地震に関し、「応答スペク

トルに基づく手法」による地震動評価の結果と比較して、 「断層モデルを用いた手法」による地震動評価の

結果における、0.02 秒の応答値が大きい極短周期の応答スペクトル形状の特徴等を考慮することとしてい

た（第 1191 回適合性審査会合（2023 年 9 月 29 日）資料 79 頁等参照）。 
200 「設計用応答スペクトル」については上記第 3 の 4（2）ア（イ）参照 
201 上記（1）ア（ウ）ⅰ参照 
202 中部電力は、Ss1 に関して「Ss1-1」から「Ss1-23」まで（合計 23 波）、Ss2 に関して「Ss2-1」から「Ss2-

22」まで（合計 22 波）、基準地震動を策定することとなった（第 1191 回適合性審査会合）。 
203 上記（1）イ参照 
204 中部電力は、「標準応答スペクトル」に基づく地震動（地震基盤相当面における地震動として計算され

た模擬地震動ではなく、これを用いて敷地の地盤物性に応じた地中における地震波の伝播特性を反映して
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(3) 中部電力の地震動評価及び基準地震動の策定における業務の進め方 

  

上記 （1）及び（2）の地震動評価及びこれを踏まえた基準地震動の策定について、中部電

力においては、原子力土建部調査計画グループ205に所属する地震動ライン206と称される職員

らが主担当として地震動評価及び新規制基準適合性審査への対応に係る方針及び具体的な

実施事項を検討・決定し、詳細な地震動の計算やその結果の作図等に関する業務は、「断層

モデルを用いた手法」に関しては主に委託先 2 社に委託し、また、「応答スペクトルに基づ

く手法」及び「震源を特定せず策定する地震動」の評価に関しては主に上記 2 社とは別の委

託先に委託して、それぞれ行うこととされていた。 

上記を含め、中部電力による地震動評価等に関する業務の進め方は、大要以下のとおりと

されていた。 

 

① 原子力土建部の地震動ラインが、各年度の始めに、同ライン内で検討・決定した地震

動評価及び新規制基準適合性審査への対応に係る方針及び具体的な実施事項に基づ

き、かかる業務を進めるために必要な、地震動の計算やその結果の作図等に関する業

務の概要等を記載した「仕様書」を作成し、同部調査計画グループ⾧の承認を経た上

で、当該「仕様書」を委託先に送付する。 

② 地震動に関する新規制基準適合性審査や中部電力の社内での検討等の状況に応じ、

原子力土建部の地震動ライン所属の担当者が自らの判断又は上⾧と相談の上で、委

託先に対し、都度、地震動の計算やその結果の作図等に関する業務を依頼する。 

③ 上記①又は②を受け、委託先が地震動の計算やその結果の作図等に関する業務を行

う。 

④ 中部電力において、原子力土建部の地震動ラインが、委託先から受領した計算・作図

結果等を確認する。 

⑤ 地震動評価等に関する上記業務の結果を踏まえて、原子力土建部の地震動ラインが、

適合性審査会合で NRA に提示するための適合性審査会合資料を作成する。 

⑥ 上記⑤の適合性審査会合資料について、中部電力の原子力土建部に所属するライン

外専門家207 による、必要なエビデンスの掲載の有無等を含む内容のチェックを経た

後に、同部調査計画グループ⾧の承認及び原子力土建部⾧の確認を得る。 

 
計算された解放基盤表面における地震動 （上記 （1）イ参照））を Ss1-N 及び Ss2-N として策定することと

した（第 1191 回適合性審査会合）。 
205 上記第 2 の 4（2）ア（ア）ⅱ（ⅰ）のとおり、原子力土建部内に設置されたグループである。なお、

2017 年 6 月以前は土木建築部原子力土建グループという名称であった。 
206 上記第 2 の 4 （2）ア（ア）ⅱ （ⅰ）参照。これ以降、適宜「原子力土建部の地震動ライン」と記載する。 
207 下記第 5 の 1（1）ア参照 
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⑦ 原子力発電所における安全上重要な施設の耐震安全性を確保する上での 「基準」とな

る基準地震動の設定方法及び基準地震動の策定について、原子力部⾧による承認を

得る。なお、NRA に説明・提出する資料に反映する基準地震動が NRA からの指摘

や中部電力の社内での検討等の事由により変更される場合、その都度、原子力部⾧に

よる承認を得ることとされていた。 

 

また、上記①乃至⑦の各業務を行うに当たっては、原子力土建部⾧や、過去に原子力土建

部の地震動ラインに在籍していたが同部内の他の部署に異動になった、地震動評価に精通

する中部電力の従業員への相談等を行うことも予定されていた。 

 

2 地震動評価及び基準地震動の策定に関し、本委員会が検討の対象とした事実 

 

上記 1 の中部電力が本来的に予定していた地震動の評価及び基準地震動の策定に関して、

中部電力が実際に行っていた行為に関する事実及びその中で本委員会が特に取り上げて検

討すべきであるとしたものの概要は、以下のとおりである。なお、これらの事実について、

その具体的な内容は下記 3 で、経緯や背景は下記 4 で、また、本委員会としての評価は下記

5 でそれぞれ取り上げる。 
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(1) 地震動評価及び基準地震動の策定の過程における中部電力の行為 

  

ア 統計的グリーン関数法による代表波の選定方法 

   

「断層モデルを用いた手法」における統計的グリーン関数法による代表波208 の選定方法
209に関し、本委員会が検討の対象とした事実は、以下のとおりである210。 

 

① 平均値との残差が最小となる地震動計算結果を多数作成し、その中から定量的な基準

によらず人為的に代表波を選定する方法をとっていていたこと211： 

 

中部電力は、浜岡原子力発電所 4 号機の設置変更許可申請時当初（2014 年頃）以降、

全 225 ケースのうち、104 ケース212において213、以下の方法により代表波を選定して

いた（以下、当該方法を「選定方法①214」という。）。 

 

 要素地震の位相特性と破壊の揺らぎをランダムな入力値として設定215 し、この

ランダムな入力値による計算を 20 回行い216、これを 1 セットとして地震動の計

算を多数回行う（例えば 100 セットつまり 2,000 回行う。）。 

 
208 上記 1 （1）ア（ウ）ⅱのとおり、代表波は、ハイブリッド合成法で用いるための、統計的グリーン関数

法による地震動計算結果の中からケースごとに選定されるものとして記載している。ただし、場合によっ

ては、中部電力が、ハイブリッド合成法を実施した後の地震動評価結果を「代表波」と呼称し、複数の候補

の中から適合性審査会合で提示するものを検討・選定していた事例（下記 3（1）ウ（イ）等参照）もあっ

たことから、以降、ハイブリッド合成法を行った後の地震動評価結果としてケースごとに 1 つ選定される

ものを含めて代表波として扱う。 
209 上記 1（1）ア（ウ）ⅱ参照 
210 なお、上記第 1 の 2 のとおり、代表波の選定過程に直接関連するものではないが、中部電力が、本アに

記載の各行為のいずれかと同様又は類似の方法により選定された計算結果を基に地震動評価の計算条件等

に関する分析を行っていた事例が複数あった。 
211 平均値との残差が最小となる地震動計算結果が代表波として選定されていた点が、下記②とは異なる。 
212 当該ケース数は、個々の地震動計算・代表波選定業務に関する資料の残存状況等が不完全であり、その

業務内容を正確に再現することはできなかったため、若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
213  当時の資料の残存状況等が不完全であり、本委員会が行ったヒアリングにおいても選定方法①乃至④

（下記で定義する。）のいずれに該当するか峻別が困難であったものがあるため、選定方法①乃至④に該当

するケースの総和は 225 ケースに満たないことに留意されたい。 
214 本報告書において、適宜、選定方法①を 「候補を多数作成した上での人為的な代表波選定」とも記載す

る。 
215 このランダム性は、コンピュータ上で乱数を用いて設定されていた。 
216 一部のケースについては、20 回分ではなく 21 回分を 1 セットとしていたものがあったが、中部電力に

おいて特定の目的の下に行われたものとは認められなかった。 
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 上記各セットの中で、応答スペクトルにおいて地震動計算結果としての 20 個の

平均値との残差217が最小 （以下「残差最小」という。）となる、セットごとに選

定された 1 個の地震動計算結果218を代表波候補とし（例えば合計 100 セットの

計算を行った場合には残差最小となる代表波候補も 100 個219となる。）、そのそ

れぞれについて、加速度時刻歴波形と応答スペクトル（以下、両者を併せて「波

形・スペクトル」という。）を作成する220 （つまり 100 個の波形・スペクトルを

作成する。）。 

 これらの残差最小の複数の波形・スペクトルの中から（つまり上記の例では 100

個の波形・スペクトルの中から）、定量的な基準によらず人為的に 1 個を代表波

として選定する。 

 

② 上記①を試みた上で、平均値との残差が最小でない地震動計算結果にまで候補を広げ

て、その中から定量的な基準によらず人為的に代表波を選定する方法をとっていたこ

と： 

 

中部電力は、2018 年以降、一部ケースにおいては、上記①の候補を多数作成した上

での人為的な代表波選定 （選定方法①）を試みたものの、各セットにおける平均値との

残差最小の波形・スペクトルの中からは、中部電力が適当と考える代表波を見出すこと

 
217 この平均値との残差 Ej （乖離）は、NS （北-南）、EW （東-西）、UD （上-下）の各方向における各残差

（平均値との差の二乗を合計したもの）を足し合せる形で計算していた。 
218 平均値との残差の計算は、原則として 5 秒以下の周期を対象に行っていたところ、あるケースでは 20

秒以下の周期が対象となっており、5 秒以下の周期を前提とすると代表波に選定していた地震動計算結果

が残差最小とはなっていなかった。もっとも、中部電力が行った 20 秒以下の周期を対象とした当初の計算

が特定の目的の下に行われたとは認められなかった。 
219 かかる地震動計算結果が 100 個（つまり 100 セット）存在したケースのほか、5 個、10 個、30 個であ

ったケース（すなわち 5 セット、10 セット、30 セットの計算が行われたケース）もあった。 
220 このような形で候補を多数作成した上での人為的な代表波選定 （選定方法①）が行われた事例とは別に、

「破壊伝播速度の不確かさを考慮するケース」又は「地震動の顕著な増幅を考慮するケース」の一部にお

いては、地震動の計算や作図等に関する委託先が、地震動計算結果 20 個のセットを多数作成する中で、「破

壊伝播速度の不確かさを考慮しないケース」又は「地震動の顕著な増幅を考慮しないケース」における各

セットの代表波候補で使われた位相特性と破壊の揺らぎの入力値をそのまま用いて地震動を計算した。そ

の際、かかる 「不確かさ」や増幅を考慮するための計算条件の変更により、20 個のセットの中での残差最

小の地震動計算結果が異なるものになることで、当該「破壊伝播速度の不確かさを考慮するケース」又は

「地震動の顕著な増幅を考慮するケース」の一部において、代表波候補として選定された地震動計算結果

が残差最小となっていない場合 （結果として、下記④の手法に類似した状況となった場合）があった。ただ

し、中部電力の地震動評価業務担当者が、代表波の選定に当たりかかる事実を具体的に認識していたとの

事実認定には至っていない。 
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ができなかったなどの理由により、7 ケース221において、以下の方法により代表波を選

定していた（以下、当該方法を「選定方法②222」という。）。 

 

 候補を多数作成した上での人為的な代表波選定（選定方法①）の過程で作成し

た全ての地震動計算結果のうち残差最小でないものも代表波候補とした上で

（つまり上記①の例では、20 回の計算×100 セット＝合計 2,000 個の地震動計

算結果のうち、残差最小のものを除いた 1,900 個も代表波候補となる。）、波形・

スペクトルを作成し、その中から定量的な基準によらず人為的に 1 個を代表波

として選定する。 

 

③ 地震動の計算を多数回行い、加速度等に関する閾値を超過する地震動計算結果を除外

し、残ったものの中から、平均値との残差を考慮せず、定量的な基準によらず人為的に

代表波を選定する方法をとっていたこと： 

 

中部電力は、プレート間地震に関するケースのうち 63 ケース223においては、遅くと

も 2019 年前半以降、以下の方法により代表波を選定していた （以下、当該方法を 「選

定方法③224」という。）。 

 

 要素地震の位相特性と破壊の揺らぎをランダムに設定し地震動の計算を多数回

（例えば合計 1,000 回）行った上で、加速度等に関して一定の閾値を設け、これ

を超過する地震動計算結果をあらかじめ検討対象から除外する。 

 上記除外後の全ての地震動計算結果の中から、波形・スペクトルを作成した上

で、定量的な基準によらず人為的に 1 個を代表波として選定する（選定方法①

のような地震動計算結果 20 個を 1 セットにしてその中で平均値との残差最小

の地震動計算結果を特定した上で代表波を選定するのではなく、全ての地震動

計算結果の中から直接に人為的に代表波を選定する。）。 

 

④ 地震動の計算時に位相特性及び破壊の揺らぎを設定するための入力値について、別の

ケースで既採用の値を流用する方法をとっていたこと： 

 

中部電力は、「不確かさを考慮するケース」又は「地震動の顕著な増幅を考慮するケ

ース」に関して、震源モデルのパラメータ等の計算条件を一部変更して地震動を計算し

 
221 当該ケース数は、上記①と同様の理由により若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
222 本報告書において、適宜、選定方法②を「残差最小によらない人為的な代表波選定」とも記載する。 
223 当該ケース数は、上記①と同様の理由により若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
224 本報告書において、適宜、選定方法③を「残差最小を考慮しない人為的な代表波選定」とも記載する。 
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評価するに当たり、34 ケース225において、浜岡原子力発電所 4 号機の設置変更許可申

請時当初（2014 年頃）以降、以下の方法により代表波の入力値を流用していた （以下、

当該方法を「選定方法④226」という。）。 

 

 上記計算条件に関して、基準となる227 ケースで中部電力が選定した代表波の計

算時に採用した乱数の入力値（要素地震の位相特性及び破壊の揺らぎをランダ

ムに設定するために設定したもの）をそのまま流用して228、計算条件の変更後の

ケースにおける地震動の計算を行う229。 

 当該地震動計算結果について波形・スペクトルを作成し、これをそのまま代表

波とする。 

 

イ ハイブリッド合成法を行う際の接続周期の設定方法 

   

中部電力は、「断層モデルを用いた手法」における地震動評価を、統計的グリーン関数法

と波数積分法との各地震動評価結果を特定の接続周期において組み合わせるハイブリッド

合成法により行っていた230。 

この接続周期の設定方法231に関し、本委員会が検討の対象とした事実は、以下のとおりで

ある。 

 

 
225 当該ケース数は、上記①と同様の理由により若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
226 本報告書において、適宜、選定方法④を 「入力値の流用による代表波作成」とも記載する。また、選定

方法①、選定方法②及び選定方法③と併せて「中電選定方法」と総称する。 
227 入力値が、例えば「基本震源モデル」のような基礎となるケースから、応力降下量の「不確かさ」を考

慮するために計算条件が変更されたケースに流用されたのか、逆の順序であったのか（つまり「基本震源

モデル」を前提としたケースの代表波を先に計算・選定し、その後に「応力降下量の不確かさを考慮する

ケース」の代表波を計算 ・選定したのか、その逆なのか）につき、明確に認定するには至らなかったものも

あった（ただし、いずれの場合にせよ、両ケース間での入力値の流用自体は行われたものと認められる。）。 
228 選定方法④が行われた一部のケースにおいては、位相特性と破壊の揺らぎの両方ではなく位相特性につ

いてのみ入力値の流用を行ったケースもあった。 
229  「地震動の顕著な増幅を考慮しないケース」と「地震動の顕著な増幅を考慮するケース」との間で入力

値の流用が行われた事例の一部においては、前者のケースが直接的に審査の対象となる全 225 ケースに含

まれておらず、選定された地震動計算結果が適合性審査会合で代表波として提示されていないものもあっ

た。もっとも、かかる増幅を考慮する前後で入力値を流用したこと自体に変わりはなく、このようなケー

スも実質的に選定方法④に該当するものとして扱うこととする。 
230 上記 1（1）ア（ウ）ⅱ参照 
231 下記 3（2）ア（ア）参照 
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⑤ 「敷地下方の想定スラブ内地震」における一部の震源モデルに関して、接続周期の設定

を変えた複数パターンのハイブリッド合成法による計算を行い、波数積分法の評価結

果の一部（短周期領域において地震動による建物等の揺れの加速度が大きくなる部分）

が最終的な代表波に反映されないような接続周期を人為的に選択する方法をとってい

たこと： 

 

中部電力では、海洋プレート内地震のうち「敷地下方の想定スラブ内地震232」の地震

動評価においては、接続周期を 0.67 秒とすることを基本的な設定としていた。 

しかし、一部の震源モデルでは、特に短周期領域において波数積分法の地震動評価結

果としての応答スペクトルの値（地震動による建物等の揺れの加速度）が統計的グリー

ン関数法の地震動評価結果及び Ss-D233の設計用応答スペクトルの値を大幅に上回る部

分があった。 

これらの震源モデルにおけるハイブリッド合成法による地震動評価においては、接

続周期の設定を変えた複数のパターンの計算を行い、そのうち波数積分法の評価結果

の部分（短周期領域における、地震動による建物等の揺れの加速度が大きくなる部分）

が反映されないもの（結果として応答スペクトルの値が基準地震動である Ss-D より小

さいもの）を地震動評価結果として選択する方法をとっていた234 （以下、当該方法を「周

期設定方法⑤235,236」という。）。 

 

 
232 「地震動の顕著な増幅を考慮しない場合」と「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」の両方を含む。 
233 新規制基準適合性審査において、基準地震動の策定は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

及び「震源を特定せず策定する地震動」に関する地震動評価の完了後に行われるものとされている。もっ

とも、中部電力社内においては、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に関する「断層モデルを用

いた手法」による地震動評価を適合性審査会合で提示する前に、当該手法による評価結果の応答スペクト

ルの値と、「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価結果を踏まえた基準地震動である Ss-D の設

計用応答スペクトルとして想定していた値との比較を行い、後者を上回る部分の有無（すなわち、別途基準

地震動となる可能性の有無）を確認していた。 
234 なお、中部電力は、接続周期の設定方法について、検討用地震ごとに各該当回の適合性審査会合におい

て NRA に対し、「統計的グリーン関数法による地震動評価結果と波数積分法による地震動評価結果から、

接続周期を●秒（遷移周期帯：●～●秒）とした。」（左記「●」に入る数値は検討用地震ごとに異なる。）

との説明を含む適合性審査会合資料を提示していた。 
235 本報告書において、適宜、周期設定方法⑤を「接続周期の個別設定」とも記載する。 
236 周期設定方法⑤は、選定方法①乃至選定方法④とは異なる場面で行われた異なる性質の方法であるが、

本報告書における定義語としては、便宜上、他の行為・方法とのつながりの観点から、選定方法①乃至選定

方法④から連番を付す（①から付番し直さない）形で記載しており、以下、適宜同様の形で定義語を記載す

る。 
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⑥ 「A-17 断層による地震」に関して、ハイブリッド合成法による地震動評価を行うに当

たり、統計的グリーン関数法の評価結果と波数積分法の評価結果を踏まえ、後者の評価

結果の一部（地震動による建物等の揺れの加速度が大きくなる部分）が反映されないよ

うな接続周期を人為的に選択する方法をとっていたこと： 

 

中部電力は、特に「A-17 断層による地震」の地震動評価において、5 秒以下の周期

で波数積分法による地震動評価結果としての応答スペクトルの値が統計的グリーン関

数法による地震動評価結果及び Ss-D の設計用応答スペクトルの値を大幅に上回る部

分があったところ、接続周期を 5 秒という⾧周期側に設定する方法をとることにより、

当該部分が反映されない形でハイブリッド合成法による地震動評価を行っていた237

（以下、当該方法を「周期設定方法⑥238,239」という。）。 

 

ウ 応答スペクトルに適合する模擬地震動の作成・選定方法 

   

中部電力は、「応答スペクトルに基づく手法による基準地震動」である Ss-D の策定にお

いては、浜岡原子力発電所の敷地に影響を与えると想定される各検討用地震における地震

動評価結果の全ての応答スペクトルを包絡する（下回らない）ように、Ss-D の策定に用い

る設計用応答スペクトルを設定し、当該設計用応答スペクトルに適合する時刻歴波形とし

ての模擬地震動の作成を行うことを予定していた。また、「震源を特定せず策定する地震動

による基準地震動」である Ss-N の策定に向けた「標準応答スペクトル」に基づく地震動評

価においては、「標準応答スペクトル」に適合する時刻歴波形としての模擬地震動の作成を

行うことを予定していた240。 

これらの作成方法に関し、本委員会が検討の対象とした事実は、以下のとおりである。 

 

 
237 なお、中部電力は、 「御前崎海脚東部の断層帯・牧ノ原南陵の断層による地震」（当該地震自体が、基準

地震動の策定に向けた検討用地震とされていたものではないが、プレート間地震の連動ケース（下記 3 （1）

ウ（ア）参照）の地震動評価において、プレート間地震の震源断層の破壊に伴い受動的な破壊及び強震動が

生じる分岐断層として考慮された。）についても、4 秒以下の周期帯における波数積分法の地震動評価結果

としての応答スペクトルの値が統計的グリーン関数法の地震動評価結果の応答スペクトルの値よりも大幅

に大きかったにもかかわらず、接続周期を 4 秒に設定してハイブリッド合成法を行っていた。 
238 本報告書において、適宜、周期設定方法⑥を「接続周期の⾧周期側での設定」とも記載する。 
239 周期設定方法⑤は、「敷地下方の想定スラブ内地震」という検討用地震において震源モデルごとに接続

周期を設定したものである。他方、周期設定方法⑥は、「A-17 断層による地震」という検討用地震において

5 秒という同一の接続周期を（⾧周期側に）設定したものである。 
240 上記 1（2）イ参照 
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⑦ 模擬地震動の作成過程において、位相をランダムに設定する方法で多数作成した模擬

地震動候補の中から、定量的な基準によらず人為的に 1 つを最終的な地震動評価結果

としての模擬地震動に選定する方法をとっていたこと： 

 

中部電力は、Ss-D の策定過程における、設計用応答スペクトルに適合する模擬地震

動の作成において、位相をランダムに設定して241 模擬地震動候補を多数作成した上で
242、その中から、定量的な基準によらず人為的に 1 つを模擬地震動（Ss-D）に選定す

る方法をとっていた（以下「模擬地震動選定方法（Ss-D）」という。）。 

同様に、中部電力は、Ss-N の策定過程における、「標準応答スペクトル」に適合する

模擬地震動243 の作成において、位相をランダムに設定して模擬地震動候補を多数作成

した上で、その中から、定量的な基準によらず人為的に 1 つを模擬地震動（Ss-N）に

選定していた（以下「模擬地震動選定方法（Ss-N）」といい、模擬地震動選定方法（Ss-

D）と併せて「模擬地震動選定方法」ということがある。）。 

 

⑧ 模擬地震動の作成過程において、位相をランダムに設定する手法で作成・選定した模擬

地震動の時刻歴波形の計算結果の一部の数値を人為的に変更していたこと： 

 

中部電力は、Ss-D の策定過程における、設計用応答スペクトルに適合する模擬地震

動の作成において、模擬地震動選定方法（Ss-D）で選定する予定の Ss2-D の模擬地震

動の加速度時刻歴波形の計算結果のうち、施設に与える影響が大きいと判断した一部

の数値を、「チューニング」と称する方法244により人為的に変更し、変更後の模擬地震

動を最終的な Ss2-D の模擬地震動（Ss-D）としていた（以下「Ss2-D 地震動チューニ

ング」という。）。 

 

 
241 一様乱数（上記第 3 の 4（2）イ参照）を用いてかかるランダム性を設定していた。 
242 多数の候補を作成した後に、NRA による技術評価（上記第 3 の 1（2）ウ参照）でエンドース済みの

JEAG4601 において定められた条件及び中部電力が自主的に定めた条件による絞込みを行っていた。本文

における次の文で定義する「模擬地震動選定方法（Ss-N）」についても同様である。 
243浜岡原子力発電所に係る新規制基準適合性審査においては、結果として、標準応答スペクトルに適合す

る模擬地震動が Ss-N として策定された。 
244 具体的には、加速度時刻歴波形における特定の時刻の加速度の値を変更する調整を行った上で、当該調

整後の模擬地震動が Ss2-D の設計用応答スペクトルに適合しなくなった場合には、当該模擬地震動の位相

情報を再利用して同様の特徴を持つ模擬地震動を改めて作成（計算）する方法を行っていた（下記 3（3）

イ参照）。 
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(2) 適合性審査会合における説明及びその根拠資料の作成 

  

上記（1）の行為が行われた事例に関し、中部電力による適合性審査会合での説明及びそ

の根拠資料の作成について、本委員会が検討の対象とした事実は、以下のとおりである。 

 

ア 代表波に関する事後的なバックデータの作成 

   

⑨ 選定方法②に関して、平均値との残差が最小の地震動計算結果を代表波に選定したと

いう、実際には行っていないことの証跡とするべく事後的にバックデータを作成し、そ

の一部を適合性審査会合で NRA に提示し実態と異なる説明をしていたこと： 

 

中部電力は、第 624 回適合性審査会合 （2018 年 9 月 14 日）において NRA から、統

計的グリーン関数法による代表波の選定方法についての説明を要請された。 

これを受け、選定方法②を行ったケースのうちの 1 つ245に関して、20 個の地震動計

算結果の応答スペクトルにおける平均値との残差最小の地震動計算結果を代表波に選

定したという、実際には行っていないことの証跡となるように、事後的に地震動計算結

果としてのセット（20 個の地震動計算結果）の一部を入れ替えていた（以下、当該ケ

ースを含む、選定方法②が行われたケースについての事後的な地震動計算結果の入替

えによる 20 個セットのバックデータの作成を「証跡作成方法⑨246」という。）。 

その上で、当該入替え後の地震動計算結果としての 20 個の応答スペクトルを重ね描

きした図を適合性審査会合資料に掲載し第 671 回適合性審査会合（2019 年 1 月 18 日）

で NRA に提示して、残差最小の波形・スペクトルを（入替えを行うことなく）代表波

に選定した外観を作出していた。 

適合性審査会合資料の説明部分には、 「統計的グリーン関数法による地震動評価では、

乱数を変えた 20 組の波形合成を行い、減衰定数2475%の擬似速度応答スペクトル 20 組

の平均値との残差（NS、EW、UD248の合計）が最小となるものを代表波として選定す

る」と記載されていた （以下、上記以外の適合性審査会合における同旨記載を含め「残

差最小選定記載249」という。）。また、選定方法②を行った他のケースについても、同時

期又はそれ以降に、証跡作成方法⑨を行っていた。 

 
245 「A-17 断層による地震」の「基本震源モデル」の破壊開始点 1 のケース 
246 本報告書において、適宜、証跡作成方法⑨を「残差最小によらない人為的な代表波選定（選定方法②）

後の計算結果の入替え」とも記載する。 
247 「減衰定数」とは、振動する物体の揺れが時間の経過とともに減少する速さや程度を表す指標をいう。 
248 「NS（北-南）」、「EW（東-西）」、「UD（上-下）」は、それぞれ地震動を構成する 3 方向の成分を指す。 
249 残差最小選定記載は、選定方法①により代表波が選定されたケースとの関係においても、適合性審査会

合で掲載されていた。 
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⑩ 選定方法③に関して、地震動計算結果 20 個のセットを作成し平均値との残差が最小の

地震動計算結果を代表波に選定したという、実際には行っていないことの証跡とする

べく事後的にバックデータを作成していたこと： 

 

中部電力は、選定方法③を行ったケースの一部に関して、これを行った 2019 年前半

以降、20 個の地震動計算結果の応答スペクトルにおける平均値との残差最小の地震動

計算結果を代表波に選定したという、実際には行っていないことの証跡となるように、

事後的に選定方法③の過程で行われた地震動計算の複数の結果から 19 個を選び、これ

らと当該代表波としたものを合わせた地震動計算結果 20 個のセットを作成していた

（以下、選定方法③が行われたケースについての事後的な地震動計算結果 20 個セット

のバックデータの作成を、「証跡作成方法⑩250」という。）。 

 

⑪ 選定方法④に関して、乱数を用いた複数の地震動計算を行い平均値との残差が最小の

地震動計算結果を代表波に選定したという、実際には行っていないことの証跡とする

べく事後的にバックデータを作成していたこと： 

 

中部電力は、選定方法④を行ったケースの一部に関して、これを行った 2018年以降、

当該ケースで要素地震の位相特性及び破壊の揺らぎをランダムに設定して地震動の計

算を行い残差最小の地震動計算結果を代表波として選定したという、実際には行って

いないことの証跡となるように、事後的に地震動計算結果のセット（20 個の地震動計

算結果）を作成していた（以下、選定方法④が行われたケースについての事後的な地震

動計算結果 20 個セットのバックデータの作成を、「証跡作成方法⑪251」という。）。 

その上で、一部のケースにおいて、証跡作成方法⑪による地震動計算結果 20 個の応

答スペクトルを重ね描きした図を、上記⑨同様に残差最小選定記載とともに適合性審

査会合資料に掲載し NRA に提示して、（セット作成を行うことなく）残差最小の波形・

スペクトルを代表波に選定した外観を作出していた。 

 

 
250 本報告書において、適宜、証跡作成方法⑩を 「残差最小を考慮しない人為的な代表波選定 （選定方法③）

後のセット作成」とも記載する。 
251 本報告書において、適宜、証跡作成方法⑪を「入力値の流用による代表波作成（選定方法④）後のセッ

ト作成」とも記載する。また、証跡作成方法⑨及び証跡作成方法⑩と併せて「中電証跡作成方法」と総称す

る。 
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イ ハイブリッド合成法実施後の波数積分法による評価結果の加工処理 

   

⑫ 周期設定方法⑥に関して、地震動評価において問題となり得る波数積分法の評価結果

の一部分を消去するため、一定の処理を施した上で、当該処理後の評価結果に基づく応

答スペクトル図を適合性審査会合で提示していたこと： 

 

中部電力は、周期設定方法⑥を行ったハイブリッド合成法による地震動評価結果を

第 624 回適合性審査会合で NRA に提示した際に、NRA から、接続周期の設定方法や、

ハイブリッド合成法を行う前後での応答スペクトルの変化等に関する説明を求められ

た252。 

これを受け、「A-17 断層による地震」の地震動評価における根拠資料として、実際に

ハイブリッド合成法を行う前の波数積分法による地震動評価結果としての応答スペク

トルそのものではなく、当該評価結果から周期 3 秒より短い周期の地震動評価結果を

消去するフィルターカット処理253 を施した結果に基づく応答スペクトル図を別途作成

し、第 671 回適合性審査会合で提示した（以下「事後的処理⑫254,255」という。）。 

 

 
252 中部電力は、第 624 回適合性審査会合時点までは、適合性審査会合において、「断層モデルを用いた手

法」による地震動の評価結果として、ハイブリッド合成法による地震動評価結果（時刻歴波形及び応答スペ

クトル図）のみを提示しており、ハイブリッド合成法を行う前の統計的グリーン関数法及び波数積分法そ

れぞれの評価結果や、ハイブリッド合成法を行うに当たり設定した接続周期等の情報の提示は行っていな

かった。 
253 波数積分法の評価結果（フーリエスペクトル）に対し、設定した周期以下又は以上の周期帯で評価値が

低減するフィルターを施すことにより、設定した周期以下又は以上の周期帯の地震動の成分を消去する（又

は著しく低減させる）処理であり、かかる処理自体は、一般的にハイブリッド合成法における⾧周期成分

の強震動の策定の場面で行われているものである。 
254 本報告書において、適宜、事後的処理⑫を「接続周期の⾧周期側での設定 （周期設定方法⑥）後の波数

積分法による評価結果における短周期地震動のフィルターカット処理」とも記載する。 
255 中部電力は、 「御前崎海脚東部の断層帯・牧ノ原南陵の断層による地震」（当該地震自体が、基準地震動

の策定に向けた検討用地震とされていたものではないが、プレート間地震の連動ケース（下記 3 （1）ウ（ア）

参照）の地震動評価において、プレート間地震の震源断層の破壊に伴い受動的な破壊及び強震動が生じる

分岐断層として考慮された。）についても、事後的処理⑫と同様の行為を行い、作図した応答スペクトル図

を第 685 回適合性審査会合（2019 年 2 月 22 日）で提示した。 
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(3) 第 2 回ヘルプライン通報及び本件規制庁照会への対応 

  

上記 （1）の地震動評価等の過程における中部電力の行為に関して、2021 年になされた第

2 回ヘルプライン通報256や、基準地震動の策定が完了した後の 2025 年に外部からの情報提

供を受けてなされた本件規制庁照会257,258 への中部電力の対応について、本委員会が検討の

対象とした事実は、以下のとおりである。 

 

ア 2021 年の第 2 回ヘルプライン通報への対応における事後的なバックデータの追

加作成 

   

⑬ 選定方法③に関して、バックデータの作成が未了又は不完全であったケースについて

追加で同様のバックデータの作成を行い、社内の調査報告書に用いていたこと： 

 

中部電力は、2021 年 1 月の第 2 回ヘルプライン通報を受けた対応の中で、代表波選

定時に少なくとも選定方法③を行ったケースにおいて、証跡作成方法⑩が未了又は不

完全なため残差最小の地震動計算結果を代表波に選定した明確な証跡がないケースが

あることを確認した。 

そのため、中部電力は、かかるケースについても追加的に証跡作成方法⑩を行い、バ

ックデータを作成していた（以下「証跡作成方法⑬259」という。）。そして、証跡作成方

法⑬により作成されたバックデータの一部260 につき、当該データにおける地震動計算

結果 20 個の応答スペクトルを重ね描きした図を作成し、残差最小選定記載とともに、

第 2 回ヘルプライン通報に関する中部電力の社内の調査報告書に掲載していた。 

 

 
256 下記第 5 の 3 参照 
257 下記第 5 の 4 参照 
258 本件規制庁照会において、中部電力は、規制庁から、以下の 2 点を含む事項について説明をするよう求

められた。 

 統計的グリーン関数法による代表波は、残差最小となる地震動計算結果が選定されていること 

 模擬地震動の作成・選定の妥当性に関する根拠等 
259 本報告書において、適宜、証跡作成方法⑬を「2021 年の第 2 回ヘルプライン通報対応時の事後的なセ

ット作成」とも記載する。 
260 地震動計算結果 20 個の応答スペクトルを重ね描きした図を作成し原子力土建部による調査報告書に掲

載したのは、中電証跡作成方法及び証跡作成方法⑬により作成された地震動計算結果 20 個のセットのう

ち、中部電力が当時において基準地震動とすることを想定していた代表波に係るセットにおける重ね描き

の図のみであった。 
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イ 2025 年の本件規制庁照会への対応時の説明及び事後的な資料作成 

   

(ア) 統計的グリーン関数法による代表波選定に関する事後的なバックデータの追加作

成 

   

⑭ 選定方法②乃至④に関して、本件規制庁照会時にバックデータの作成が未了又は不完

全であったケースについて追加で同様のバックデータの作成を行い、規制庁への説明

に用いていたこと：  

 

中部電力は、本件規制庁照会において、統計的グリーン関数法による地震動評価に関

して、残差最小となる地震動計算結果が代表波に選定されていることについての説明

を規制庁から求められた。当該説明要請への対応を検討 ・準備する過程で、代表波選定

時に選定方法②乃至④を行ったケースに関して、証跡作成方法⑨乃至⑪及び証跡作成

方法⑬の完了状況を確認したところ、作成が未了のケースや、作成が行われたものの規

制庁への説明に用いるに当たり不都合がある不完全なケースがあることが判明した。 

そのため、中部電力は、かかるケースについても、残差最小の地震動計算結果を代表

波として選定したという実際には行っていないことの証跡となるように、改めて中電

証跡作成方法を行っていた（以下、本件規制庁照会を受けて行った証跡作成を「証跡作

成方法⑭261」という。）。 

その上で、作成した各セットにおける地震動計算結果 20 個の応答スペクトルを重ね

描きした図を作成し、残差最小選定記載とともにそのバックデータとして規制庁に対

し提示していた。 

 

(イ) 模擬地震動選定に関する事後的な資料作成 

   

⑮ 模擬地震動（Ss-D）の作成過程に関して、複数の模擬地震動候補から定量的な基準に

より選定した証跡として、既存の計算結果（模擬地震動作成当時の模擬地震動候補）の

母集団から人為的に一部を選出したバックデータを作成し、これに則って規制庁に説

明していたこと： 

 

中部電力は、本件規制庁照会において、Ss-D の策定過程における設計用応答スペク

トルに適合する模擬地震動（Ss-D）の作成過程の妥当性に関する根拠等を説明するよ

う要請された。 

 
261 本報告書において、適宜、証跡作成方法⑭を「2025 年の本件規制庁照会への対応における事後的なセ

ット作成」とも記載する。 
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これを受け、実際には、模擬地震動選定方法（Ss-D）により定量的な基準によらず

人為的に模擬地震動（Ss-D）を選定していたにもかかわらず、事後的に、適合性審査会

合当時作成していた全ての模擬地震動候補の中から人為的に 100 個262を選ぶことで、

基準地震動として選定済みの模擬地震動（Ss-D）が応答スペクトル比263 の標準偏差に

おいて最小264となる組合せを作成した。 

その上で、100 個作成した模擬地震動候補のうち基準地震動として採用可能なものの

中から、応答スペクトル比の標準偏差が最小のもの（Ss1-D （鉛直動）のみ、2 番目に

小さいもの）を定量的な基準により選定したとの外観を作出し、これに基づき実際の作

成・選定方法とは異なる説明を規制庁に対し行った（以下、本⑮の行為を「模擬地震動

選定（Ss-D）事後行為」と総称する。）。 

 

⑯ 模擬地震動（Ss-N）の作成過程に関して、複数の模擬地震動候補から定量的な基準に

より選定した証跡として、新たに模擬地震動候補を多数計算した結果の母集団から、上

記⑮と同様に人為的に一部を選出したバックデータを作成し、これに則って規制庁に

説明していたこと： 

 

中部電力は、本件規制庁照会において、Ss-N の策定過程における「標準応答スペク

トル」に適合する模擬地震動（Ss-N）の作成過程の妥当性に関する根拠等を説明する

よう要請された。 

これを受け、実際には、模擬地震動選定方法（Ss-N）により定量的な基準によらず人

為的に模擬地震動（Ss-N）を選定していたにもかかわらず、事後的に 300 個265の模擬

地震動候補の計算を新たに行った上、その一部を人為的に選出して、基準地震動を策定

する前提として選定済みの模擬地震動（Ss-N）が応答スペクトル比の標準偏差におい

て最小となる組合せを作成した。 

その上で、50 個作成した模擬地震動候補のうち基準地震動として採用可能なものの

中から、応答スペクトル比の標準偏差が最小になるものを定量的な基準により選定し

 
262 Ss1-D（水平動）、Ss1-D（鉛直動）、Ss2-D（水平動）、Ss2-D（鉛直動）で、それぞれ 100 個ずつ選ん

でいた。 
263  「応答スペクトル比」とは、模擬地震動の応答スペクトルの擬似速度を、目標応答スペクトル（下記 3

（3）ア（ア）参照）の擬似速度で除した数値であり、1 に近づくほど両者のスペクトルが近似しているこ

とを意味する。 
264 Ss1-D（鉛直動）については、標準偏差が 2 番目に小さいものであった。 
265 Ss1-N （水平動）、Ss1-N （鉛直動）、Ss2-N （水平動）、Ss2-N （鉛直動）で、それぞれ 300 個ずつ計算し

ていた。 
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たとの外観を作出し、これに基づき実際の作成・選定方法とは異なる説明を規制庁に対

し行った（以下、本⑯の行為を「模擬地震動選定（Ss-N）事後行為」と総称する266。）。 

 

以下、中部電力が行った上記各行為の具体的内容について詳述する267。 

 

3 本委員会が検討の対象とした事実の詳細 

 

(1) 統計的グリーン関数法による代表波の選定方法 

  

ア 候補を多数作成した上での人為的な代表波選定（選定方法①） 

   

(ア) 該当のケース数 

   

中部電力は、全 225 ケースのうち、104 ケース268において選定方法①を行っていた269。 

 

(イ) 具体的な方法 

   

中部電力が選定方法①を行った場合の具体的な流れは、対象とする地震や震源モデルに

より差異があるものの、おおむね以下のとおりであった。 

 

 
266 以下、模擬地震動選定（Ss-D）事後行為と併せて「模擬地震動選定事後行為」と総称する。 
267 これ以降、本報告書において電子メール等の記載を引用する場合には、誤記等が含まれている場合でも

原文ママで引用を行っている。 
268 当該ケース数は、個々の地震動計算・代表波選定業務に関する資料の残存状況等が不完全であり、その

業務内容を正確に再現することはできなかったため、若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
269 当該 104 ケースには含めていないが、中部電力は、残差最小によらない人為的な代表波選定（選定方法

②）を行ったケースにおいても、これを行う前に選定方法①を試みている。また、入力値の流用による代

表波作成（選定方法④）が行われたケースの一部では、震源モデルのパラメータを一部変更する前の元の

ケースにおいて選定方法①が行われており、その意味では、別ケースにおける選定方法①の結果を前提に

選定方法④が行われたといい得るケースも存在する。 
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① 委託先に依頼し、➊「破壊の揺らぎの乱数270」と➋「要素地震の位相特性の乱数271」

の組合せによる入力値に対応した地震動の計算を、計算結果 20 個を 1 つのセットと

してまとめる形で多数回行わせた。 

② 上記①の計算の結果として、委託先に依頼し、計算結果 20 個のセットを多数作成さ

せ（2,000 回の計算により、かかるセットを 100 個作成させた事例もある。）、各セッ

トの計算結果 20 個の中で、応答スペクトル上平均値との残差が最小となる計算結果

を、代表波候補として提出させた。 

③ 委託先から、上記②の残差最小となる計算結果としての代表波候補の波形・スペクト

ルを複数（上記②の例の場合は 100 個）受領した。 

④ 上記③で受領したそれぞれの波形・スペクトルの最大加速度や形状等を比較検討の

上、代表波候補のデジタルデータの中から絞り込む形で複数の計算結果を選定し、委

託先に対し、波数積分法による地震動評価結果とのハイブリッド合成法による地震

動評価（解析）を依頼し、これを行わせた。 

⑤ 上記④から得られた絞込み後の各地震動評価結果を比較検討し、定量的な基準によ

らず、最も適当と考える 1 個を代表波として選定した。 

⑥ 上記⑤の代表波を委託先に伝え、同社から当該代表波の時刻歴波形を受領し、応答ス

ペクトル図と併せ、地震動評価結果として適合性審査会合で提示した。 

 

イ 残差最小によらない人為的な代表波選定（選定方法②） 

   

(ア) 該当のケース数 

   

中部電力は、全 225 ケースのうち、7 ケース272において、選定方法②を行っていた。 

 

(イ) 具体的な方法 

   

中部電力が選定方法②を行った場合の具体的な流れは、対象とする地震や震源モデルに

より差異があるものの、おおむね以下のとおりであった。 

 

 
270  「破壊の揺らぎの乱数」については、上記第 3 の 4 （2）ア（ウ）における破壊伝播に関する記述を参照

されたい。 
271  「要素地震の位相特性の乱数」とは、要素地震（大地震の断層破壊を計算するために重ね合わされる要

素断層から発生する地震）の時刻歴波形を作成するために必要となる位相特性（時刻歴波形のピークの位

置を決める特性）を擬似的に生成するために用いられる乱数をいう。 
272 当該ケース数は、個々の地震動計算・代表波選定業務に関する資料の残存状況等が不完全であり、その

業務内容を正確に再現することはできなかったため、若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
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① 候補を多数作成した上での人為的な代表波選定（選定方法①）の過程の一部を行い、

代表波候補の応答スペクトルがいずれも Ss-D の設計用応答スペクトル273 として想

定していた値274 に収まらないなど、中部電力が適当と考える代表波を選定できない

ことを確認した。 

② 委託先に依頼し、残差最小でないものも含めた計算結果（例：選定方法①の過程で

100 セット分計算した場合は、最大で各セット 20 個の計算結果×100 セットの合計

2,000 個の計算結果）のデータを送付させた。 

③ 上記②のデータを適宜グラフ化するなどし、残差最小ではない計算結果から、複数の

代表波候補を選定した。 

④ 委託先に対し、上記③の代表波候補を伝達し、波数積分法による地震動評価結果との

ハイブリッド合成法による地震動評価を依頼した。 

⑤ 上記④の依頼に基づき委託先から受領した各代表波候補のハイブリッド合成法によ

る地震動評価結果を比較検討し、最も適当と判断した 1 個を代表波として選定した 

⑥ 上記⑤の代表波について、委託先に対し、時刻歴波形の作成を依頼し、同社から当該

データを受領し、応答スペクトル図と併せ、地震動評価結果として適合性審査会合で

提示した。 

 

ウ 残差最小を考慮しない人為的な代表波選定（選定方法③） 

   

(ア) 該当のケース数 

   

中部電力は、全 225 ケースの中で、プレート間地震と分岐断層又は内陸地殻内地震の震

源断層による地震とを連動275させるに当たり「一体計算276」といわれる計算方法を行うケー

 
273 上記１（2）イ参照 
274 以下、正式な基準地震動の策定前において中部電力が Ss-D として想定していたものも含め、単に「Ss-

D」という。 
275 プレート間地震の震源断層の破壊に伴い、受動的に破壊された分岐断層（断層から枝分かれするように

伸びる断層）が強震動を起こす場合や、内陸地殻内地震が連動して発生する場合を想定して地震動の計算を

行うことを指す。 
276  「一体計算」とは、分岐断層を含むプレート間地震の震源モデルを一体として設定した上で、プレート

間地震の震源断層の破壊を分岐断層に連続的に伝播させて破壊時刻を算出し、各要素面のグリーン関数を

合成する方法（通常の統計的グリーン関数法と波数積分法によるハイブリッド合成法と同じ。）である。こ

れとは別に、単純な足し合せを行う計算方法は、プレート間地震と分岐断層による地震又は内陸地殻内地

震の地震動評価を別々に実施し、それらの破壊開始時刻のずれを考慮して、各地震における時刻歴波形の

足し合せを行う方法である。一体計算と足し合せ計算とは、破壊を連続的に設定するか否かで異なる。 
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ス（以下「連動ケース（一体計算）」という277。）である 63 ケース278において、選定方法③

を行っていた。 

 

(イ) 具体的な方法 

   

中部電力が選定方法③を行った場合の具体的な流れは、ケースにより差異があるものの、

おおむね以下のとおりであった。 

 

① 統計的グリーン関数法による地震動評価において、プレート間地震の計算結果と、分

岐断層又は内陸地殻内地震の震源断層による地震の計算結果とを足し合わせる計算

を行うに当たり、委託先に依頼し、震源モデルごとに、以下のパターン A 及びパタ

ーン B を実施し、少なくとも合計 1,000 個分の地震動の計算をさせた。 

 パターン A：200 個 

プレート間地震の計算結果 1 個に対し、分岐断層又は内陸地殻内地震の震源断

層による地震の計算結果としての 200 個のそれぞれを足し合せ、200 個分の計

算をした。 

 パターン B：800 個 

プレート間地震の計算結果 40 個のそれぞれに対し、分岐断層又は内陸地殻内地

震の震源断層による地震の計算結果としての 20 個のそれぞれを足し合せ、800

個分の計算をした。 

② 上記①の少なくとも合計 1,000 個の計算結果から、例えば、「地震動の顕著な増幅を

考慮しない場合」であれば、最大加速度が 1,250gal （水平）又は 650gal （鉛直）以上

といった基準（閾値）を設け、これに該当するものは代表波候補から一律に除外し、

当該除外基準を満たさないものについてのみ、委託先から計算結果を受領した。 

③ 上記②で受領した計算結果から複数の代表波候補を選定した上で、委託先に依頼し、

波数積分法による地震動評価結果とのハイブリッド合成法を実施させた。 

④ 上記③のハイブリッド合成法の結果の中から代表波候補を選定し（絞込み）、このう

ち、基準地震動となり得る候補（中部電力社内では「個別波279 」と呼ばれていた。）

 
277 なお、一体計算であるか否かを問わず、かかる連動を前提に地震動評価を行うケースを、以下「連動ケ

ース」という。 
278 当該ケース数は、個々の地震動計算・代表波選定業務に関する資料の残存状況等が不完全であり、その

業務内容を正確に再現することはできなかったため、若干のずれがある可能性があることに留意されたい。 
279 新規制基準適合性審査において、基準地震動の策定は、全ての地震動の評価完了後に行われる。ただし、

中部電力の社内では、「断層モデルを用いた手法」による地震動評価を行う段階で、当該手法による評価結

果の応答スペクトルと「応答スペクトルに基づく手法」による地震動評価結果を踏まえた基準地震動であ

る Ss-D の設計用応答スペクトルとしてその当時想定していた値の比較を行っていた。そして、前者が後者
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については、施設側担当者280による施設影響評価281の結果を踏まえ、浜岡原子力発電

所の施設及び設備への影響の観点で大きな問題がないと確認されたものの中から代

表波を選定した282。その際、施設影響評価の結果によっては、改めて代表波候補を得

るために、委託先に地震動の足し合せ計算を追加で実施させることもあった。 

 

なお、連動ケース（一体計算）においては、解析ケース数が多いため、時間の都合上、中

部電力は、複数の委託先に計算や作図等に関する業務における役割を分担させていた。中部

電力による一体計算の具体的な流れは、おおむね以下のとおりである。 

 

I 委託先に、プレート間地震の震源断層での破壊伝播速度及び分岐断層又は内陸地殻

内地震の震源断層での破壊伝播速度に基づいて、プレート間地震の破壊開始点から

順に断層が破壊していった際の分岐断層又は内陸地殻内地震の震源断層における各

メッシュ283の破壊時刻を算出させた。 

II 別の委託先に、上記Ⅰの各メッシュの破壊時刻についてのデータを基に、分岐断層又

は内陸地殻内地震の震源断層について、統計的グリーン関数法及び波数積分法によ

る計算をそれぞれ行わせた。 

III 委託先に、上記Ⅱの統計的グリーン関数法による計算結果と、既存のプレート間地震

の統計的グリーン関数法による計算結果との足し合せの計算を行わせた。 

IV 委託先に、上記Ⅱの波数積分法による計算結果と、既存のプレート間地震の波数積分

法による計算結果との足し合せを行わせた。 

V 委託先に、中部電力が選定した地震動計算結果（同社が選定した乱数に係る計算結

果）を対象に、上記Ⅲと上記Ⅳの両計算結果についてハイブリッド合成法による計算

を行わせた。 

VI 別の委託先に、トレース計算284を実施させ、その結果を中部電力に提出させた。 

 

 
を上回る周期帯がある場合（すなわち、別途基準地震動として策定される可能性がある場合）には、前者の

評価結果を「個別波」と呼び、施設影響評価の対象としていた。なお、最終的には、例えば Ss-D の設計用

応答スペクトルの値を増加させて個別波を包絡させる（個別波を下回らないように Ss-D の設計用応答ス

ペクトルを設定する）ことで、個別波を基準地震動として策定しないこととする余地もあるため、個別波

が直ちに基準地震動になるとは限らない。 
280 下記（8）で定義する（以下同様）。 
281 下記（8）で定義する（以下同様）。 
282 詳細は下記（8）及び 4（1）ウ参照 
283 断層面を一定の面積に分割したものをいう。 
284 上記Ⅴと同様の計算を行うことをいう。 
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エ 入力値の流用による代表波作成（選定方法④） 

   

中部電力は、選定方法④として、下表左欄に記載の「不確かさ」等を考慮する場合におい

て、同欄記載の「元となるケース」と当該「不確かさ等を考慮するケース」との間で、一方

のケースで選定した代表波の計算に用いた乱数の入力値を他方のケースに流用し、その計

算結果を代表波としていた。かかる方法を用いたケース数は、下表右欄のとおりであった。 

なお、いずれのケースにおいても、下表左欄の記載に係る地震動の計算やその結果の作図

等に関する業務は、委託先に委託していた。 

 
「不確かさ」等の考慮 選定方法④が行われたケース数 

① 元となるケースの応力降下量に係る値を 1.5 倍して地震

動を計算することで、「アスペリティの応力降下量の不

確かさ」を考慮する場合 

17 ケース285 

② プレート間地震の地震動評価結果への影響が支配的な

主部断層の地震動評価において、元となるケースのすべ

り量286 を大きくした震源モデルを前提に地震動を計算

することで、プレート間地震における「地震規模の不確

かさ」を考慮する場合 

9 ケース 

③ 元となるケース（「地震動の顕著な増幅を考慮しないケ

ース」）における地震動計算結果に増幅係数287を乗じ地

震動を計算することで、当該増幅を考慮する場合 

8 ケース 

 

流用元のケースにおける乱数の入力値は、ケースにより、選定方法①又は選定方法②のい

ずれか288で選定された代表波の入力値であった。その意味では、選定方法④による代表波は、

流用元のケースにおいてこれらの中電選定方法が先に行われた結果（代表波）に関する問題

を包含するものであった。 

 

 
285 当該ケース数は、個々の地震動計算・代表波選定業務に関する資料の残存状況等が不完全であり、その

業務内容を正確に再現することはできなかったため、若干のずれがある可能性があることに留意されたい。
本表内の②及び③についても同様である。 
286 「すべり量」とは、地震の際に断層面がずれ動いた量をいう。 
287 統計的グリーン関数法による地震動評価において、地震動の顕著な増幅がみられる特定の方向に位置す

る強震動生成域（アスペリティ）の小断層からの要素地震について、特定の周期帯で増幅係数を乗じた上

で、波形合成を行っていた。 
288 さらに、上記イのとおり、選定方法②が行われたケースでは、その前提として選定方法①の過程の一部

が行われていたことになる。 
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(2) ハイブリッド合成法を行う際の接続周期の設定方法 

  

ア 接続周期の個別設定（周期設定方法⑤） 

   

(ア) ハイブリッド合成法による地震動評価の概要 

   

上記 1 （1）ア（ウ）ⅱのとおり、中部電力は、「断層モデルを用いた手法」による地震動

評価において、ハイブリッド合成法を行うこととしていた。ハイブリッド合成法は、統計的

グリーン関数法と波数積分法の各評価結果を特定の接続周期において組み合わせる地震動

評価手法である。一般的に、接続周期周辺の周期帯（遷移周期帯と呼ばれる。）において、

統計的グリーン関数法の評価結果にハイパスフィルター289 を設定し、波数積分法の評価結

果にローパスフィルター290 を設定する方法により、接続周期における組合せを行う方法が

とられており、中部電力も、かかる方法でハイブリッド合成法を行うこととしていた。 

例えば、接続周期を 1 秒（遷移周期帯を 0.83 秒から 1.25 秒まで）とした場合、波数積分

法の評価結果は周期 1.25 秒から短周期側にかけて低減し、周期 1 秒以下で統計的グリーン

関数法の評価結果（ハイパスフィルター処理後）を下回るような処理が施されるため、ハイ

ブリッド合成法による評価結果において、接続周期より短周期側の波数積分法による評価

結果は包絡されてしまう（ハイブリッド合成法による評価結果を下回る）ことになる291。 

接続周期の設定方法は、新規制基準において明確には定められていないが、地震の規模、

設定する震源 ・地盤モデルの精度、敷地の震源断層からの距離等のパラメータに基づく、そ

れぞれの手法の精度の限界を踏まえて決定することが一般的な方法であるとされている。 

 

(イ) 周期設定方法⑤の概要 

   

ハイブリッド合成法による地震動評価において、中部電力は、原則として検討用地震ごと

に接続周期を設定することとし、適合性審査会合でその旨を記載した資料を提示していた
292。 

 
289 短周期から⾧周期にかけて評価結果を低減させるフィルター 
290 ⾧周期から短周期にかけて評価結果を低減させるフィルター 
291 同様に、ハイブリッド合成法による評価結果において、接続周期より⾧周期側の統計的グリーン関数法

による評価結果は包絡されてしまうことになる。 
292 下記（ウ）の「敷地下方の想定スラブ内地震」の例のとおり、中部電力は、接続周期の設定方法につい

て、検討用地震ごとに、各該当回の適合性審査会合において、NRA に対し、「統計的グリーン関数法による

地震動評価結果と波数積分法による地震動評価結果から、接続周期を●秒（遷移周期帯：●～●秒）とし

た。」（左記「●」に入る数値は検討用地震ごとに異なる。）との説明を含む適合性審査会合資料を提示して

いた。 
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もっとも、中部電力は、海洋プレート内地震のうち「敷地下方の想定スラブ内地震」（「地

震動の顕著な増幅を考慮する場合」を含む。）の地震動評価においては、接続周期を 0.67 秒

とすることを基本的な設定としながらも、一部の震源モデルではこれとは異なる接続周期

を個別に設定して地震動評価を行っていた293。 

さらに、同検討用地震のうち下記ⅰ乃至ⅳの 4 つの震源モデルに関しては、特に短周期領

域において波数積分法の地震動評価結果 （応答スペクトル）が統計的グリーン関数法の地震

動評価結果及び Ss-D の設計用応答スペクトルの値を大幅に上回る部分があった294。中部電

力は、これらの震源モデルにおけるハイブリッド合成法による地震動評価においては、接続

周期の設定を変えた複数のパターンによる計算を行った上で295 、各計算結果のうち短周期

領域における波数積分法の評価結果（地震動による建物等の揺れの加速度が大きくなる部

分）が反映されないもの（結果として、かかる周期領域における応答スペクトルの値が基準

地震動である Ss-D を上回ることのないもの）を地震動評価結果として選択していた296,297。 

 

i 「断層傾斜角（90°）の不確かさを考慮する震源モデル」（「基本震源モデル」に

基づく・「地震動の顕著な増幅を考慮しない場合」）における接続周期の設定 

    

当該震源モデルに関しては、中部電力は、接続周期を 1 秒、1.5 秒、2 秒及び 3 秒とした

場合についてそれぞれハイブリッド合成法による計算を行った。複数の計算結果（応答スペ

クトル）の中で、破壊開始点 2 のケースにおいて、接続周期を 1 秒とした場合には、EW 方

向で Ss1-D を上回る部分が生じることを確認した。他方、接続周期を 1.5 秒以上とした場

合には Ss1-D を上回らないことを確認した（下図参照298）。 

 

 
293 具体的には、21 個の震源モデルのうち、接続周期を 0.67 秒としたモデルが 10 個、1 秒としたモデルが

3 個、1.5 秒としたモデルは 3 個、2 秒としたモデルは 4 個、3 秒としたモデルは 1 個であった（ただし、

個々の地震動計算に関する資料の残存状況等が不完全であったため、当該数字には若干のずれがある可能

性があることに留意されたい。）。 
294 委託先の当時の委託報告書における関連する複数の図を、本委員会において比較して確認した。 
295 下記ⅰ乃至ⅳとは別の震源モデルに関して、適合性審査会合での議論の結果、最終的に全 225 ケースの

1 つとして地震動評価行う必要のなくなったケースに関しても、複数の接続周期による計算を行い、各結果

の応答スペクトルにおいて Ss-D を上回る部分が生じるか否かを検討していた事例があった。 
296 かかる選択の結果、短周期領域において、統計的グリーン関数法の評価結果（応答スペクトル）を上回

る波数積分法の評価結果も反映されない結果となった。 
297 なお、以下の整理は、委託先の当時の委託報告書を本委員会において確認した結果であり、該当ケース

の各グラフについては、一覧性の観点から中部電力が作図したものを本委員会が受領し確認したものであ

る。 
298 本ⅰ及び下記ⅱ乃至ⅳの各応答スペクトル図は、周期設定方法⑤を行った当時の中部電力による検討の

状況を再現するため、本調査に当たり新たに作成したものであることに留意されたい。なお、「RUP」との

記載は、破壊開始点を指す（以下同様）。 



94 

 

 

当該震源モデルに関して、中部電力は、結果として接続周期を 2 秒とした場合の計算結果

を最終的な地震動評価結果として選択し、第 318 回適合性審査会合（2016 年 1 月 15 日）

において、波形・スペクトルを NRA に提示した。 

 

ii 「震源深さの不確かさを考慮する震源モデル」（「基本震源モデル」に基づく・

「地震動の顕著な増幅を考慮しない場合」）における接続周期の設定 

    

当該震源モデルに関しては、中部電力は、接続周期を 0.67 秒、1 秒、2 秒、3 秒及び 4 秒

とした場合についてそれぞれハイブリッド合成法による計算を行った。複数の計算結果（応

答スペクトル）の中で、破壊開始点 2 のケースにおいて、接続周期を 0.67 秒とした場合に

は、NS 方向及び EW 方向で Ss1-D を上回る部分が生じ、接続周期を 1 秒とした場合には、

NS 方向で Ss1-D を上回る部分が生じることを確認した。また、破壊開始点 3 のケースにお

いても、接続周期を 0.67 秒又は 1 秒とした場合には、EW 方向で Ss1-D を上回る部分が生

じることを確認した。他方、いずれのケースでも、接続周期を 2 秒以上とした場合には Ss1-

D を上回らないことを確認した。さらに、追加で接続周期を 1.5 秒とした場合の計算を行

い、当該計算結果が Ss1-D を上回らないことを確認した（下図参照）。 

 

敷地下方の想定スラブ内地震_断層傾斜角（90°）の不確かさモデル（基本震源モデルに基づく）（増幅なし）_RUP2
ハイブリット合成法による地震動評価結果
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当該震源モデルに関して、中部電力は、結果として接続周期 1.5 秒の計算結果を最終的な

地震動評価結果として選択し、第 532 回適合性審査会合（2017 年 12 月 15 日）において、

波形・スペクトル等を NRA に提示した。 

 

iii 「断層傾斜角（90°）の不確かさを考慮する震源モデル」（「地震動の顕著な増幅

を考慮する場合」）における接続周期の設定 

    

当該震源モデルに関しては、中部電力は、接続周期を 1 秒、1.5 秒、2 秒及び 3 秒とした

場合についてそれぞれハイブリッド合成法による計算を行った。複数の計算結果（応答スペ

クトル）の中で、破壊開始点 2 のケースにおいて、接続周期を 1 秒又は 1.5 秒とした場合に

は、EW 方向で Ss2-D を上回る部分が生じることを確認した。他方、接続周期を 2 秒以上

とした場合には、Ss2-D を上回らないことを確認した（下図参照）。 

敷地下方の想定スラブ内地震_震源深さの不確かさモデル（基本震源モデルに基づく）（増幅なし）_RUP２
ハイブリット合成法による地震動評価結果
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敷地下方の想定スラブ内地震_震源深さの不確かさモデル（基本震源モデルに基づく）（増幅なし）_RUP３
ハイブリット合成法による地震動評価結果
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当該震源モデルに関して、中部電力は、結果として接続周期 2 秒の計算結果を最終的な地

震動評価結果として選択し、第 532 回適合性審査会合において、接続周期 2 秒とした波形・

スペクトル等を NRA に提示した299。 

 

iv 「震源深さの不確かさを考慮する震源モデル」（ 「地震動の顕著な増幅を考慮す

る場合」）における接続周期の設定 

    

当該震源モデルでは、破壊開始点 1 及び 2 のケースにおいて、ハイブリッド合成法によ

る最終的な地震動評価結果は統計的グリーン関数法による部分が原因となり Ss2-D を超え

たものの300,301、以下のとおり、周期設定方法⑤が行われていた。 

これらの破壊開始点を含む当該震源モデルの各ケースに関しては、中部電力は、接続周期

を 0.67 秒、1 秒、2 秒、3 秒及び 4 秒とした場合についてそれぞれハイブリッド合成法によ

る計算を行った。その結果、上記破壊開始点 1 及び 2 の両ケースの計算結果（応答スペク

 
299 なお、中部電力は、NRA から「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」における地震動の計算手法につ

いて指摘を受けたことを踏まえて、接続周期を 2 秒としたハイブリッド合成法による再計算を行い、最終

的に第 1041 回適合性審査会合 （2022 年 4 月 15 日）において、再計算後の地震動評価結果の波形・スペク

トルを NRA に提示した。 
300 短周期領域（周期 0.67 秒未満）における統計的グリーン関数法による評価結果（応答スペクトル）に

Ss2-D を上回る部分があったため、どの接続周期を選択した場合にもハイブリッド合成法による評価結果

が Ss2-D を上回ることとなった（本文中の応答スペクトル図参照）。 
301 破壊開始点 1 のケースの地震動評価結果は、他のケースの結果を下回ったため、最終的に基準地震動と

して策定されることはなかった。他方、破壊開始点 2 のケースの地震動は、最終的に Ss2-10 として策定さ

れた。 

敷地下方の想定スラブ内地震_断層傾斜角（90°）の不確かさモデル（増幅あり）_RUP2
ハイブリット合成法による地震動評価結果
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トル）において、接続周期を 0.67 秒とした場合には、当該周期より⾧周期側の領域（すな

わち、波数積分法の適用領域）では NS 方向及び EW 方向で Ss2-D を上回るものの、接続

周期を 1 秒以上に設定した場合には、同領域で Ss2-D を上回らないことを確認した。 

その後、中部電力は、上記両ケースについて、さらに、接続周期を 1.5 秒とした計算を行

い、その結果も同様に、波数積分法の適用領域で Ss2-D を上回らないことを確認した（下

図参照）。 

 

 

 

 

敷地下方の想定スラブ内地震_震源深さの不確かさモデル（増幅あり）_RUP1
ハイブリット合成法による地震動評価結果
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敷地下方の想定スラブ内地震_震源深さの不確かさモデル（増幅あり）_RUP2
ハイブリット合成法による地震動評価結果
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当該震源モデルに関して、中部電力は、結果として接続周期 1.5 秒の計算結果を最終的な

地震動評価結果として選択し、第 532 回適合性審査会合において、波形・スペクトル等を

NRA に提示した302。 

 

(ウ) 適合性審査会合における周期設定方法⑤に関連する説明 

   

中部電力は、適合性審査会合において、「敷地下方の想定スラブ内地震」に限らず全ての

検討用地震について、波数積分法と統計的グリーン関数法の評価結果のハイブリッド合成後

の地震動評価結果としての応答スペクトル図のみを提示していた。 

しかし、「A-17 断層による地震」の地震動評価に関する第 624 回適合性審査会合におい

て、NRA より、ハイブリッド合成法における接続周期の設定方法や同手法による計算を行

う前後での波形の変化等の、ハイブリッド合成法による評価を行う前の計算過程に関する

説明を求められた303。 

かかる経緯を踏まえ、中部電力は、第 882 回適合性審査会合（2020 年 7 月 31 日）及び

第 992 回適合性審査会合（2021 年 7 月 16 日）において、「敷地下方の想定スラブ内地震」

の「基本震源モデル」についての、ハイブリッド合成法実施後の応答スペクトル図を提示し

た資料の冒頭数頁にのみ「接続周期は 1 秒･･･とした」又は「接続周期は 0.67 秒･･･とした」

旨の記載をした。しかし、これに続く「敷地下方の想定スラブ内地震」のその他の震源モデ

ルについてのハイブリッド合成法実施後の応答スペクトル図を提示した頁には、接続周期

を記載しなかった。そのため、「敷地下方の想定スラブ内地震」における全ての震源モデル

において、「基本震源モデル」の接続周期と同一の設定を選択していると解釈し得る記載と

なった304。 

 
302 なお、中部電力は、NRA から「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」における地震動の計算手法につ

いて指摘を受けたことを踏まえて、接続周期を 1.5 秒としたハイブリッド合成法による再計算を行い、最終

的に第 1041 回適合性審査会合において、再計算後の地震動評価結果の波形・スペクトルを NRA に提示し

た。 
303 下記 4（1）イ（オ）参照 
304 なお、中部電力は、2025 年の本件規制庁照会の際に、規制庁から、ハイブリッド合成法の接続周期の設

定方法、プロセス及び結果に関する説明の要請を受け、2025 年 7 月 24 日付け及びその後の説明資料にお

いて接続周期の設定方法について詳細な説明を行っている。具体的には、2025 年 10 月 30 日付けの説明資

料において、「接続周期の設定に当たっては、統計的グリーン関数法と波数積分法の両者の地震動評価結果

が概ねなめらかに接続するよう、検討用地震ごとに１つの接続周期を設定することを基本とする。ただし、

海洋プレート内地震のうち敷地下方の想定スラブ内地震については、震源断層に係る情報が少なくより多

様な震源モデルを考慮していることを踏まえ、必要に応じ基本とするものとは別の接続周期を設定する。

また、理論計算上物理現象が過剰に理想化されてしまう断層と敷地との位置関係の影響や浜岡の震源の S

波速度と地下構造モデルの S 波速度の設定の不整合の影響により、浜岡への波数積分法の適用に課題があ

る場合には、統計的グリーン関数法を⾧周期領域へ拡張した香川(2004)も考慮して実施した、統計的グリ

ーン関数法による地震動評価結果を重視して接続周期を設定する。」との説明、「敷地下方の想定スラブ内
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（「敷地下方の想定スラブ内地震」（増幅あり）（第 882 回適合性審査会合）） 

 

 

 
地震」の接続周期について、0.67 秒を基本に、1 秒、1.5 秒、2 秒、3 秒と個別に設定している旨の説明、

及び一例として上記（イ）iv（「震源深さの不確かさを考慮する震源モデル」（ 「地震動の顕著な増幅を考慮

する場合」））に関して接続周期を 1.5 秒とした根拠に係る説明等も行っている。 
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（「敷地下方の想定スラブ内地震」（増幅なし）（第 992 回適合性審査会合）） 

 

 

イ 接続周期の⾧周期側での設定（周期設定方法⑥） 

   

(ア) 周期設定方法⑥の具体的方法 

   

「A-17 断層による地震」に関して、「断層モデルを用いた手法」による地震動評価では、

全ての震源モデルの 5 秒以下の周期帯において、波数積分法による地震動評価結果として

の応答スペクトルの値が統計的グリーン関数法による地震動評価結果及び Ss-D の設計用応

答スペクトルの値を大幅に上回る部分があった（下図参照）。 
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（「A-17 断層による地震」の「基本震源モデル」破壊開始点 1305） 

 

 

中部電力は、上記各手法による地震動評価結果を確認した上で、委託先に接続周期を 5 秒

に設定してハイブリッド合成法を実施するよう指示し、波数積分法による地震動評価結果の

うち上記部分が反映されない形でハイブリッド合成法による地震動評価を行った。 

 

(イ) 適合性審査会合における周期設定方法⑥に関連する説明 

   

中部電力は、適合性審査会合では、ハイブリッド合成法実施後の地震動評価結果のみを提

示していたところ、周期設定方法⑥を行った全ケースに関しても、第 624 回適合性審査会合

において、ハイブリッド合成法を行う前の波数積分法のみの地震動評価結果は提示せず、ハ

イブリッド合成法実施後の地震動評価結果のみを提示した。 

 

 
305 当該応答スペクトル図は、周期設定方法⑥を行った当時の中部電力による検討の状況を再現するため、

本調査に当たり新たに作成したものであることに留意されたい。 
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（例：「A-17 断層による地震」の「基本震源モデル」の地震動評価結果の記載306） 

 

 

中部電力は、上記適合性審査会合で NRA から接続周期の設定方法等についての説明を要

請されたため307、第 671 回適合性審査会合において、「A-17 断層による地震」の「基本震源

モデル」に関して、統計的グリーン関数法、波数積分法及びハイブリッド合成法による各地

震動評価結果（ただし、波数積分法による地震動評価結果は事後的処理⑫により周期 3 秒

以下の短周期側の評価結果を消去したもの）を重ね合わせた応答スペクトル図とともに、接

続周期を 5 秒としている旨の説明資料を提示した308,309。 

 

 
306 「第 624 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料１－１ 浜岡原子力発電所 内陸地

殻内地震の地震動評価について（コメント回答）」170 頁 
307 下記 4（1）イ（オ）参照 
308 下記（5）ア（イ）参照 
309 なお、中部電力は、2025 年の本件規制庁照会の際に、規制庁より、ハイブリッド合成法の接続周期の設

定方法、プロセス及び結果に関する説明の要請を受け、同年 7 月 24 日付け及びその後の説明資料におい

て、周期設定方法⑥に関して接続周期を 5 秒とした根拠に関する説明（「A-17 断層による地震の波数積分

法の地震動評価結果は、理論計算上物理現象が過剰に理想化されてしまう断層と敷地との位置関係の影響

と地下構造モデルの S 波速度の設定の不整合による影響とが重なり、特に極端に過大評価となったため、

信頼性周期評価後の地震動として、極端に地震動が大きくない周期 3 秒以上を計算周期とした地震動を評

価している」ことを前提として、「統計的グリーン関数法の応答スペクトルが周期 5 秒以上で小さくなるこ

とを踏まえ、接続周期を 5 秒と設定している」旨の説明）等を行った。 
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(3) 応答スペクトルに適合する模擬地震動の作成・選定方法 

  

ア 模擬地震動選定方法 

   

(ア) 模擬地震動選定方法（Ss-D） 

   

Ss-D の設計用応答スペクトルに適合する模擬地震動の作成は、遅くとも 2020 年度には

行われていたところ310、中部電力が模擬地震動選定方法（Ss-D）を行った際の具体的な流れ

は、おおむね以下のとおりであった。 

 

① 減衰定数 5％の応答スペクトルとして示される基準地震動 Ss-D を、目標応答スペク

トル311（ターゲットスペクトル）として設定した。 

② Noda et al.（2002）に基づく振幅包絡線の設定のための地震規模（マグニチュード）

及び等価震源距離（Xeq312）を設定の上、委託先に依頼し、一様乱数の位相を用いた

方法により Ss1-D （水平動 ・鉛直動）及び Ss2-D （水平動 ・鉛直動）の目標応答スペ

クトルに適合する模擬地震動候補をそれぞれ 900 個ずつ作成（300 個作成した後に

追加で 600 個作成）させた313。 

 
310 当該模擬地震動の作成が 2019 年度以前に行われていたか否かについては、関係者の供述や客観資料も

含めて検討したが、明確な認定には至らなかった（本調査における認定事実は、本調査報告書記載の範囲

にとどまる。）。下記 4（3）ア（ア）についても同様である。 
311  「目標応答スペクトル」は、模擬地震動を作成する際の目標となる応答スペクトルを指す。Ss-D を策定

するための目標応答スペクトル（設計用応答スペクトル）は、各検討用地震の「応答スペクトルに基づく

手法」による地震動評価結果を包絡し（下回らないようにし）、「断層モデルを用いた手法」による地震動

評価結果等も踏まえて設定する。減衰定数 5％の場合、減衰定数 5％の応答スペクトルとして示される Ss-

D や「標準応答スペクトル」を、減衰定数 1％の場合、減衰定数 5％の目標応答スペクトルから、Noda et 

al.（2002）の方法の補正係数を用いて目標応答スペクトルをそれぞれ設定する。 
312 「Xeq」とは、実際の地震が一定の広がりを有する震源断層面において発生するのに対し、距離減衰式

による地震動評価を行うために、震源と観測点の距離を設定する目的で、震源断層面内の各小領域との間

の距離及び各小領域での発生エネルギー量で重みづけを行い、震源を面ではなく 1 つの点とみなして算出

された、観測点との距離を指す。なお、Xeq は Equivalent Hypocentral Distance の略称であり、「等価震源

距離」と同義である。 
313 模擬地震動の作成においては、減衰定数 5％の目標応答スペクトルに適合するように模擬地震動のフー

リエ振幅を補正した上で、減衰定数 1％の目標応答スペクトルにも適合するように軽微な補正を加える繰

り返し計算を行った。なお、繰り返し計算に際しては、大崎（1994）や K.Lilhanand and W.S.Tseng （1989）

等の手法が用いられていた。 
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③ 委託先から、JEAG4601314及び中部電力が定める基準315,316への適合度条件（以下、単

に「適合度条件」という。）を満たす模擬地震動候補をそれぞれ抽出し、これらを応

答スペクトル比の標準偏差が小さい順に並べた表を受領した。 

④ 上記③で選定した候補の中から、定量的な基準を設けずに 1 つを模擬地震動に選定

した。 

⑤ 2022 年 9 月以降、Ss2-D（鉛直動）については、委託先に依頼し、上記②で作成し

た 900 個に加えて、新たに一様乱数を用いた手法により 400 個、また、別途作成し

ていた「430Kine ケース317」の検討過程で作成した模擬地震動の位相情報を流用する

手法により 300 個の模擬地震動候補を作成させた。最終的には、一様乱数を用いた

手法で作成した 400 個のうち適合度条件を満たすものの中から 1 つの模擬地震動を

選定した。 

⑥ 選定した模擬地震動（模擬地震動（Ss-D））を適合性審査会合で提示した（第 1191

回適合性審査会合）。 

 

(イ) 模擬地震動選定方法（Ss-N） 

   

中部電力が模擬地震動選定方法（Ss-N）を行った際の具体的な流れは、おおむね以下のと

おりであった。 

 

① 前提として、「標準応答スペクトル」に基づく地震動の評価に関して、2019 年から

2021 年にかけて、地震規模を M （マグニチュード）6.9 とした模擬地震動（以下「M6.9

模擬地震動」という。）候補を水平動について計 1,500 個、鉛直動について計 2,100

個作成し、そのうち適合度条件を満たしたもの（水平動につき 119 個、鉛直動につ

き 203 個）の中から、各 1 つを M6.9 模擬地震動として選定した。 

 
314 ①目標とする応答スペクトル値（標準応答スペクトル値）に対する模擬地震動の応答スペクトル値の比

（応答スペクトル比）が 0.02s≤の周期帯で 0.85 以上、②応答スペクトルの強度値の比（SI 比）が 1.0 以上 
315 ①応答スペクトル比の標準偏差が 0.05 以下、②応答スペクトル比の平均値が 0.98 以上 1.02 以下 
316 なお、中部電力は、免震構造物の耐震性を担保する目的から、適合度条件を確認する際のスペクトル比

の項目について、通常「0.02s≤T≤5.0s」の周期に基づいて計算されるところを、保守的に「0.02s≤T≤10.0s」

としていた。 
317 当時中部電力が 「断層モデルを用いた手法」による地震動評価により生じる個別波の数を減らすために

検討していた、Ss-D の設計用応答スペクトルの値を変更する（増加させる）場合の試算条件の 1 つを指す。

なお、新規制基準適合性審査において、中部電力が実際に Ss-D の設計用応答スペクトルの値を 「430Kine

ケース」を前提としたものに変更することはなかったため、同ケースで作成された模擬地震動は適合性審

査会合で提示されなかった。 
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② その後、上記①の M6.9 模擬地震動を除く候補の中から318、定量的な基準を設けず、

水平動について 14 個、鉛直動について 2 個をそれぞれ選択した上で、委託先に依頼

し、それらの作成の際に用いた位相の乱数の値を使用した地震規模 M7.0 の模擬地震

動（以下「M7.0 模擬地震動」という。）候補を、水平動と鉛直動につきそれぞれ上記

の個数分作成させた。 

③ 上記 （ア）③と同様に、委託先に、適合度条件を満足する模擬地震動候補を抽出させ

た。 

④ 水平動については、上記③で抽出した候補の中から定量的な基準を設けずに 1 つを

模擬地震動に選定し、鉛直動については、適合度条件を満足した模擬地震動候補は 1

つのみであったため、これをそのまま模擬地震動とした319。 

⑤ 選定した模擬地震動（模擬地震動（Ss-N））及びこれに基づいて計算された解放基盤

表面における地震動320を適合性審査会合資料で提示した321,322（第 1191 回適合性審

査会合）。 

 

 
318 下記 4 （3）ア（イ）ⅳのとおり、中部電力は、M7.0 模擬地震動を作成するに当たって、上記①におい

て選定した M6.9 模擬地震動の乱数 （入力値）を使用して、そのまま M7.0 模擬地震動として選定するため

の模擬地震動の試作を委託先に依頼したものの、かかる試作結果は、検討の結果、使用されなかった。 
319 なお、模擬地震動（Ss-N）は、模擬地震動（Ss-D）と異なり、水平動と鉛直動のいずれも減衰定数 1％

の目標応答スペクトルに適合していないものであった。 
320 上記 1 （1）イのとおり、模擬地震動（Ss-N）は、地震基盤相当面における地震動であり、基準地震動で

ある Ss-N は、模擬地震動（Ss-N）を用いて、敷地の地盤物性に応じた地中での地震波の伝播特性を反映す

る形で、解放基盤表面における地震動として計算される。 
321 鉛直動の模擬地震動については、加速度時刻歴波形において、最大加速度が主要動部（振幅包絡曲線に

おける強震部の継続時間である 3.7 秒から 16.3 秒の間）より後の時刻に存在し、振幅包絡線の外側に振幅

が出る状態（強震動が出るべきでない場所に最大加速度の地震動が存在している状態）となっていたこと

から、これを修正するため、最大加速度が存在する時刻の振幅に一定の係数を乗じ、他方で主要動部に含

まれる任意の時刻の振幅に一定の係数を乗じることで、最大加速度が主要動部内に生じるようにするとい

う下記イの「チューニング」と類似の模擬地震動の変形作業を行っていた。 
322 中部電力は、「標準応答スペクトル」に基づく地震動のうち、「地震動の顕著な増幅を考慮する場合」に

ついては、上記で選定した模擬地震動に増幅係数を乗じることにより、かかる増幅を考慮した地震動評価

を行った。 
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イ Ss2-D 地震動チューニング 

   

中部電力は、上記ア（ア）の流れで一様乱数の位相を用いて作成した Ss-D の模擬地震動

に関して、少なくとも Ss2-D （水平動 ・鉛直動）に係るものについて「チューニング323」と

称する方法を行っていた324。 

「チューニング」の作業の具体的な内容は、本調査で収集された各種資料によれば、概要、

模擬地震動の加速度時刻歴波形における特定の時刻の加速度の値を変更する調整を行った

上で、調整後の模擬地震動が適合度条件を満たさない場合には、これを満たすよう、当該調

整後の模擬地震動の位相情報を保持したまま新たに模擬地震動の作成（計算）を行うという

ものであったと認められる。 

かかる「チューニング」の主な流れは、以下のとおりであった。 

 

① 作成した模擬地震動のデータについて、施設影響評価325を実施した。 

② 施設影響評価の結果を踏まえ、施設に生じ得る影響の観点で必要と判断した場合に、

模擬地震動の加速度時刻歴波形における施設に生じる影響が大きい時刻を特定して

「チューニング」を行うこととした。 

③ 委託先に、上記②で共有された時刻における模擬地震動の加速度を小さくしつつ、目

標応答スペクトルに対する適合度条件を充足するように、「チューニング」に係る作

業を行わせた。 

④ 「チューニング」が行われた模擬地震動につき、再度上記①の手順を行い、水平動に

関しては上記プロセスを更に 2 回繰り返した。 

⑤ 「チューニング」を実施した Ss2-D の模擬地震動の加速度時刻歴波形及び応答スペ

クトル図を適合性審査会合で提示した（第 1191 回適合性審査会合）。 

 

 
323 上記 2（1）ウ⑧参照 
324 また、当時中部電力は、NRA から指摘される可能性のある事項を含め、Ss-D に関する適合性審査会合

での議論の推移に柔軟かつ迅速に対応するため、Ss-D 候補として複数のパターンを検討していた。これら

の Ss-D 候補は最終的に適合性審査会合で提示されるには至らなかったものの、少なくともその一部の候

補に係る模擬地震動についても「チューニング」が行われていた。 
325 下記（8）参照 




